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要約-1 

要  約 

1. 調査の目的 

近年、急激な人口増や経済活動の活発化に伴い、ヤンゴン市においては、水環境の悪化が深刻化

している。このような状況を改善するため、ヤンゴン市開発委員会 (Yangon City Development 
Committee)は、JICAの支援による、｢JICAヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査｣の中

で、上下水道マスタープランを策定したものの、そこで提案がなされた、標準下水道の整備によ

る水環境の改善は、長い期間と多額の投資を必要とする。そのため、本調査では、それを補うも

のとして、日本独自の汚水処理システムである「浄化槽」を用いて、水環境改善を図る方策を検

討する。さらに、本調査では、「浄化槽」に関する維持管理技術者を養成し、適正な浄化槽の維

持管理体制を確立するための方策を検討することを目的とする。 

2. 浄化槽の特徴 

浄化槽は、図-1に示すように、微生物の活動を利用して、し尿および台所、風呂、洗濯等から発

生する汚水を浄化する施設である。浄化槽は、標準下水道の導入に比較して、投資コストが少な

く、かつ、設置に要する期間が短いという利点がある。一方で、浄化槽は、その維持管理を適正

に行わなければ、その機能を維持することが出来ない。そのため、本調査では、浄化槽の維持管

理システムの確立およびそのビジネス展開に焦点を当てる。 

Anaerobic 
filter bed

Anaerobic 
filter bed

Influent

EffluentScum

Sludge

Contact 
aeration 
tank

Settling

tank

Blower

  

出所：JICA 調査団作成、YCDC 

図-1 浄化槽の模式図および写真 

3. 浄化槽の普及により期待される効果 

ミャンマーに浄化槽を普及させることによって期待される効果は、以下に列挙するとおりであ

る。 

1) 日本の浄化槽の維持管理技術を提供し、ミャンマーにおける浄化槽の維持管理体制の確
立を支援することができる。 

2) 浄化槽が、ミャンマーにおける汚水処理の適正技術として位置付けられる。 

3) 公共用水域の水質が改善される。 

4) 環境改善に係る住民の意識を高めることができる。 

4. 調査実施の基本方針 

調査の基本方針は、以下のとおりである。 

A. ミャンマーおよびヤンゴン市における汚水対策に係る基本方針および現状を踏まえた、浄化
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槽普及の可能性を調査する。 

ヤンゴン市における汚水対策に係る基本方針、課題およびニーズを、聞き取り調査、現地水質調

査および現場踏査等により確認し、浄化槽の普及を通した住民の生活/衛生環境および水環境を

改善するための方策を提案する。 

B. 浄化槽の維持管理システムの普及させるビジネスプランおよびそのリスクを検討する。 

本調査を実施する大五産業株式会社は、浄化槽の製作会社ではなく維持管理会社である。そため、

ミャンマーにおける浄化槽の製作会社との協業を前提としたビジネスプランおよびそのリスク

を検討する。 

C. 実際に浄化槽を設置/運転し、その効果を実証するためのパイロットプロジェクトを検討する。 

浄化槽の維持管理ビジネスを展開するに先立ち、実際に浄化槽を設置し、浄化槽の導入/普及可

能性を見極めるためのパイロットプロジェクトの実施とその実施サイトを検討する。 

5. 調査スケジュール 

本調査は、表-1に示すように、第1次および第2次国内調査、第1次および第2次現地調査をうけた

最終報告書の作成という調査スケジュールおよび内容にて実施された。 

表-1 調査スケジュールおよび内容 

時期 内容 
第 1 次 
国内調査 
 

・ 社会経済状況等に関する文献調査 
・ 我が国および他ドナーの援助状況に係る文献調査 
・ 下水道関連計画およびプロジェクトのレビューおよび浄化槽設置適地選定に係る予備的考

察 
・ 現地での聞き取り調査項目の整理 

第 1 次 
現地調査 
 

・ ヤンゴン市の下水道事業に係る方針、および浄化槽普及のための組織･法制度整備の現状、
支援体制構築の可能性に係る確認 

・ ODA 案件化カウンターパート候補(ヤンゴン市開発委員会)への浄化槽技術及び維持管理の
必要性の説明 

・ 浄化槽設置候補地の選定 
・ 浄化槽設置候補地およびその周辺の公共用水域における水質調査(現地再委託) 
・ 浄化槽設置候補地およびその周辺における聞き取り調査(水質汚染の状況、支払い意思額等) 
・ 現地ビジネスパートナー候補(Waminn 社)との協業に関する協議 
・ 市場調査(価格、市場規模、ニーズ等) 
・ 環境社会配慮チェックリストの作成 

第 2 次 
国内調査 
 

・ 浄化槽現地化およびビジネスパートナーとの協業に係る見通しの検討 
・ ビジネス展開計画の検討 
・ ODA 案件化(案)の検討(普及・実証事業への展開含む) 

第 2 次 
現地調査 

・ ODA 案件化に向けたカウンターパート候補機関との折衝 
・ ビジネスパートナーとの協業に係る折衝 
・ 現地での汚泥処分地候補地の調査 

最終報告書 
の作成 

・ ODA 案件化の提案 
・ ビジネス展開の計画 

出所:JICA 調査団作成 
 
6. 調査結果 

調査の結果から、以下のようなことが明らかとなった。 

 ヤンゴン市では、排水基準等は未整備であるものの、特に、高層建築物への建築許可を

行う局面において、浄化槽に相当する処理施設の設置を義務付けている。 
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 カンドージー湖のレストランや、公園等の公共施設をはじめ、実際に浄化槽の設置が開

始されている。 

 しかしながら、設置された浄化槽は、必ずしも、その機能を十分に発揮しているとはい

えない状況にあった。これは、本調査にて実施した簡易水質検査の結果からも明らかと

なった。これは、維持管理が十分に行われていないことが原因であり、維持管理技術が

未熟であり、その技術者も不足していることに起因する。 

 浄化槽の設置基準がなく、特に算定基準がないことから、浄化槽の不具合が設計の不備

なのか、維持管理の不備によるものなのか判断ができない。 

 浄化槽の製作および販売に関しては、Waminn 社をはじめとする民間企業が活動を活発化

させている。 

 浄化槽の普及に最も影響があると考えられる一般住宅への浄化槽の普及については、(i) 
住宅ローンへの組み入れ、(ii) マイクロファイナンスの利用、および(iii) YCDC による、

設置補助金制度の創設等が有効であることが判明したため、この具体化を図るため、更

なる検討を行う必要がある。 

7. ODA 案件化の内容 

調査結果の内容を踏まえた上で、本調査内容を具体化していくために、以下のような3件のODA
案件を提案することとした。 

表-2 提案した ODA 案件 

案件 スキーム C/P 事業 
期間 

活動内容等 

普及・実証事業 中小企業
海外展開
支援事業 

YCDC 
水･衛生局 

2 年 ・ 2～3 候補地への浄化槽の設置 
・ YCDC 内にて維持管理体制を構築する 
・ 浄化槽に関する On-the-Job トレーニング(室内講義およ

びフィールドトレーニング等) 
・ 浄化槽に関するガイドラインの作成(容量算定基準/設置

監理/維持管理) 
・ 既存浄化槽を含めた浄化槽台帳の作成および維持管理

計画の策定・維持管理の実施 
・ 浄化槽維持管理アウトソーシング化支援 

ヤンゴン市の浄
化槽普及および
条例化支援 

技術協力 
プロジェ
クト 

YCDC 
水･衛生局 

3 年 ・ 維持管理要員の育成 
- 浄化槽の知識の習得 
- 浄化槽のトラブル/不調に対応できる人材の育成 

・ YCDC の環境教育・啓蒙活動の支援 
・ 浄化槽の普及促進に係る制度設計 

- 排水基準条例の作成 
- 浄化槽設置条例の作成 
- 技術者資格制度の提案 
-  助成制度の可能性検討 

引抜き汚泥再資

源化プラントの

導入 

無償/有償
資金協力 

YCDC 
水･衛生局/
運輸工場局 

3 年 ・ 汚泥処理施設の計画設計および建設 
・ 汚泥管理施設の運転維持管理の実施による職員の能力

強化(On-the-Job Training) 

出所:JICA 調査団作成 
 
8. ビジネス展開 

前述のODA案件の実施と平行して、ヤンゴン市およびミャンマー国全体のみならず、近隣国に

も浄化槽を普及させ、その設置と維持管理に係るビジネスを展開するスケジュールを、以下に列
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挙するとおり、3つのフェーズに分けて計画した。その全体像を図-2に図化する。また、巻末の

図-3に、その工程を示した。 

 フェーズ1 ビジネスの基盤作りとビジネス展開準備：2015年4Q～2017年度(約2年間) 

 フェーズ2 ビジネス展開：2017年4Qより随時 

 フェーズ3 ビジネス拡大：2020年度以降実施検討 

 
出所：JICA 調査団作成 

図-2 ビジネス展開の全体像 

：ビジネスの基盤作りとビジネス展開準備 ①フェーズ１ 

ビジネス展開 ②フェーズ２ 

①浄化槽の普及促進させるための基盤作り

・浄化槽に関連するガイドラインの整備

浄化槽設置基準、容量算定基準、維持管理に関する規程

・排水基準の整備

・環境汚染・公害問題における住民への啓蒙活動

②浄化槽に関連する技術者の育成

・技術者の育成 教育・セミナー活動、日本への視察・研修

・設置から維持管理に至る作業を PDCA サイクルを用いて実地訓練

・維持管理のアウトソーシング化仕様書の作成 

《ビジネス内容》

・浄化槽の販売・設置事業

・浄化槽の維持管理事業

・浄化槽の技術者育成 資格制度確立による協会の運営サポート

・環境汚染・公害問題における住民への啓蒙活動 官民連携

③フェーズ３ ビジネス拡大 

《ビジネス内容》

・汚泥処理プラント設置による発生汚泥の処理および再資源化

・汚泥引抜き業務

・水環境分析事業

・近隣諸国への浄化槽普及の横展開

※ODA(普及・実証事業) 

合弁会社設立 

2015 年下旬から 

2017 年下旬(約 2 年間) 

2018 年より 

2020 年以降 
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出所：JICA 調査団作成 

図-3 ODA 案件の実施およびビジネス展開のタイムライン 

 

YCDC 大五産業 自治体 日本専門家 Wammin(*2) 合弁会社 ２Ｑ ３Ｑ 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

提案締切 ○ 4月

採択 6月

ＭＯＡの準備・協議・締結 ＣＰ、ＪＩＣＡ、企業の3社間 ○ ○ →約３～4月（YCDCより政府への確認必要）

最終見積り入手 MOA締結後

発注（浄化槽、工事） 見積入手後

２または3か所設置 ○ ○ ○ 発注後2～3か月後に工事開始

浄化槽維持管理 室内講義・実地訓練 ○ ○ △ 設置後、日々の測定実施

セミナーの開催 ○ ○ ○ ○ △

日本への視察・研修 ○ ○ ○ ○ △

浄化槽の容量算定 ○ ○ ○ ○

浄化槽の設置基準 ○ ○ ○ ○

浄化槽の維持管理 ○ ○ ○ ○

維持管理アウトソーシング化支援 仕様書案の作成 ○ ○ ○ ○

維持管理要員の育成 室内講義・実地訓練 ○ ○ ○ △ →約3年間

市民への環境教育 ○ ○ ○ ○ △ →約2年間

学校教育への導入 ○ ○ ○ ○ △ →約2年間

排水基準条例 ○ ○ ○ ○ →約2年間

浄化槽設置条例 ○ ○ ○ ○ →約2年間

維持管理条例 ○ ○ ○ ○ →約2年間

技術者資格制度の提案 ○ ○ ○ ○

助成制度の可能性検討 ○ ○ ○ 制度開始

汚泥処理施設（無
償ｏｒ円借款）

膜式浄化槽の設置による汚泥のリサイクル化 ○

ＯＤＡを通した教育の実施 ○ ○

具体的な協業事項の検討 ○ ○

合弁会社に関する契約の締結 ○ ○

合弁会社設立 ○ ○ 契約締結後、設立準備 → 設立

浄化槽の自国開発の検討 ○ ○

浄化槽の他メーカーの参入検討 ○

浄化槽の普及及び維持管理に関する定期セミナー開催 ○ ○ →

ガイドラインに沿った浄化槽の販売開始 ○ →

浄化槽の維持管理の開始 ○ →

浄化槽資格制度の運営サポート ○ 運営準備 → 運営開始

法制度に沿った浄化槽の販売・維持管理の開始 ○

(*1)ビジネス展開を意識したガイドラインの作成が必要

(*2)ＯＤＡ案件を通して、技術教育を実施して、ビジネス展開・合弁会社設立を行う
(注）浄化槽他メーカーの参入の検討は別途要

ビジネス展開

ODA

普及及び条例化支
援（技プロ）

浄化槽普及促進に係る制度設計

環境教育

浄化槽の理解

ガイドライン作成(*1)

普及実証事業
（中小企業海外展

開支援）

普及実証事業提案～事前
準備まで

浄化槽設置

役割
タイムライン

2016 2017 2018
2019以降

2015
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事業収支計画については、浄化槽の維持管理に対する一般家庭1世帯あたりの支払い余力を

50,000 Kyatと想定し試算し、その結果を図-4および図-5に示した。これより、約19, 000人相当の

浄化槽使用者数、これは、浄化槽の台数に換算すると、約400台程度となった時点で、ビジネス

が成立する結果が得られた。 

維持管理　事業収入(売上高）

売上原価（変動費+固定費）

損益分岐点

 
出所：JICA 調査団作成 

図-4 浄化槽利用者に対する事業収支と損益分岐点 
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維持管理　事業収入（売上高）

維持管理　事業利益（営業利益）

浄化槽設置台数（累計）

(Kyat) (基)

 
出所：JICA 調査団作成 

図-5 事業収支計画(売上・利益計画と浄化槽設置数) 

また、ビジネス展開に際して、想定されるリスクとその対応策については、次表にまとめた。 

表-3 ビジネス展開におけるリスクに対する課題と対応策 

課題事項 影響度 現状 対応策 

法務 排水基準の整備 大 現在排水基準はない。 
YCDC にて一部建物の
み基準あり。 

国による法整備状況を注視しつつ、
YCDC に対して、独自ガイドライン
(または条例化)の整備支援を行う。
(ODA にて) 
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課題事項 影響度 現状 対応策 

浄化槽の容量算定・設置
に関わるガイドライン
の整備(条例化、法制度
化) 

大 現在なし 浄化槽の容量算定・設置基準に関する
ガイドライン(または条例化)の整備
支援を YCDC に対して実施する。
(ODA にて) 

浄化槽の維持管理に関
するガイドラインの整
備(条例化、法制度化) 

大 現在なし 
(排水基準が明確とな
った場合、基準の遵守
に影響) 

浄化槽の維持管理に関するガイドラ
イン (または条例化 )の整備支援を
YCDC に対して実施する。(ODAにて) 

知財 知的財産の漏えい 小 現在なし 
現状「ミ」国にて策定
中。 

影響は少ないため、対応は不要。 

政治 政権交代による政策の
変更 

小 大きな政策変更のリス
クは少ない 

影響は少ないため、対応は不要。 

財政 浄化槽設置への助成金
制度の創設 

中 現在なし YCDC の予算状況を注視しつつ、浄
化槽普及拡大のための予算確保また
は配分等の支援を実施する。(ODA に
て) 

ｲﾝﾌﾗ 電力の安定供給 小 停電リスクあり 長期間の停電リスクは低く、製品への
影響も軽微なため、対応はなし。 

他 汚水処理に関する市民
への啓蒙活動 

中 現状環境汚染や公害問
題への意識が低い 

長期的および継続的な水環境問題の
啓蒙活動 ( 学校等へ教育含む ) を
YCDC とともに実施支援していく。
(将来の ODA にて) 

既設浄化槽に対するガ
イドライン(条例化また
は法制度化)の整備 

中 なし ガイドライン(条例化または法制度
化)の整備において、既設浄化槽への
対応策を盛り込む 

出所：JICA 調査団作成 
 

9. 環境社会配慮について 

本調査にて提案される普及・実証事業は、公共用施設または一般住宅の敷地内に浄化槽を設置し

て汚水を浄化し、その施設を持続的に維持管理していくことが目的である。そのため、環境社会

面への影響は軽微である。また、新たな用地の取得や自発および非自発的な住民移転も発生しな

い。 
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出所：JICA 調査団作成 
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第1章 調査概要 

1-1 背景・経緯 

近年、急激に都市化が進む、ミャンマー国ヤンゴン市では、人口増や経済活動の活発化等により、

公共用水域の汚濁が進み、乾季における河川（Hlaing River、Yangon River、Bago River）の有機性汚

濁を示す平均 BOD 濃度は 405 mg/l、またヤンゴン市中心部に位置するカンドージ湖の窒素濃度は

19.9 mg/l であり、湖面は緑色を呈し富栄養化が進行している。このような状況を受け、ヤンゴン市

では、ヤンゴン市開発委員会が、JICA の支援による、｢JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協

力準備調査｣の中で、上下水道に係るマスタープランを作成した。そのプランによると、下水につい

ては旧英領時代の施設刷新を第一に行うとしており、2040 年までに将来人口の約 36%に下水道を普

及させることが目標となっている。一方、その他のエリアについては、今後の要検討事項となってい

る。 

下水道施設は、生活衛生環境の改善、水洗化による利便性の向上などの利点が認められる一方、そ

の整備および運用には莫大な費用と時間が掛かり、投資効果の発現が遅くなる欠点がある。また、人

口密集地以外では十分な投資効果が得られない場合もある。よって、大規模かつ性急な下水道整備は

必ずしも得策ではなく、将来的な下水道システムの導入を睨みつつも、現状に即した適正技術の導入

がまず必要である。 

このような観点から、本調査では、我が国独自の汚水処理施設である｢浄化槽｣を現地にて安価に製

作して導入し、かつ、維持管理ノウハウを持った技術者の育成を含めた安価で適切な維持管理を行う

浄化槽管理システムの確立に向けた検討を行うことを目的とする。 

1-2 主要面談者 

本調査期間中の主要面談者を以下に示す。 

表 1-1 主要面談者 

組織名 面談者 
日本大使館 渡部 二等書記官 
JICA 佐野 中小企業支援調整員 
JETRO 午膓 海外投資アドバイザー 
YCDC 水・衛生局 MYINT OO(Head of Department) 

MYO THIEN(Deputy Head of Department) 
WAI LWIN(Assistant Chief Engineer) 
THEIN MIN(Assistant Chief Engineer) 
DAW KHIN AYE MYINT 

 健康局 Dr. NGWE SAN(Head of Health Department) 
 汚濁制御・清掃局 AUNG MYINT MAW(Assistant Head of Department) 
 広場･公園･庭園局 LT. COL. KO KO LIN(Head of Department) 
 Committee メンバー SOE SI 
Waminn 社 MYINT WAI (Chairman) 

LWIN MOE (Senior Vice Chairman) 
KHIN SANDAR LINN (Deputy General Manager) 

Total Business Solution Co.,Ltd 
（タイの建設コンサルタント） 

Praneet Prasongnitjakit  

出所：JICA 調査団作成
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第2章 対象国の現状 

2-1 対象国の政治・社会経済状況 

ミャンマー連邦共和国（以後、「ミ」国）の人口は 5,141 万人（2014 年 9 月）で、国民の約 9 割は

仏教を信仰する。国民の約 7 割はビルマ族であるが、その他のシャン族カレン族などの 130 以上もの

民族が存在している。首都はネーピードー（2005 年にヤンゴンから移転）で、国土は約 68 万 km2で

日本の約 1.8 倍の面積を有する1。以下に、「ミ」国の政治および社会経済の概況を述べる。 

 2-1-1 政治概況 

1947 年、当時ビルマ国を占領していたイギリスは、アウンサンが指導する反ファシスト人民自

由連盟との交渉の下、ビルマ連邦として独立を認める協定を結び、翌年、ビルマ国はビルマ連邦と

して独立した。反ファシスト人民自由連盟を率いるウー・ヌーが政権を掌握していたものの、分離

独立運動が盛んに行われるようになり、1962 年にはネー・ウィン将軍がクーデターにより政権を

掌握、1974 年に新憲法を公布した。これにより国名は「ビルマ連邦社会主義共和国」に改称され、

ネー・ウィンが初代大統領に就いた。しかしながら、1988 年に国民的規模のクーデターにより、

独裁体制であったネー・ウィン政権は崩壊し、代わりに国家法秩序回復評議会（SLORC）が設立

され、暫定政権が発足した。そして、1989 年に国名をビルマからミャンマーに改称し、首都もラ

ングーンからヤンゴンと改称された。 

他方、アウンサン・スーチーを書記長とする国民民主連盟（NLD）は民主化運動を進めていた

が、暫定政権はこの活動を違法として、スーチー氏を自宅軟禁とした。1990 年の総選挙では、NLD
が勝利したものの、政府は政権移譲を拒否したため国際的な批判を招く結果となった。 

その後、キン・ニュン首相（当時）のもと、2003 年に民主化に向けた 7 段階の「ロードマップ」

が発表され、約 8 年ぶりの国民会議の開催、首都機能の移転（ヤンゴンからネーピードー）などが

進められた。そして 2008 年、新憲法草案の採択に係る国民投票が実施され、90%以上の賛成多数

により承認された。この結果、2010 年 11 月に、新憲法に基づき約 20 年ぶりの総選挙が行われた

が、非民主的な選挙として NLD は選挙をボイコットしたため、連邦団結発展党（USDP）が圧勝

した。これにより 2011 年 1 月にテイン・セインが大統領に就任、同 3 月に新政府が発足し、国名

を現在の「ミャンマー連邦共和国」と改称するとともに、20 年以上続いた国家平和開発評議会

（SPDC）は解散し、軍事政権からの民政移管を果たした。 

 2-1-2 社会経済概況 

「ミ」国は 1990 年以降、SLORC 暫定政権に対する欧米の経済制裁により、国内経済は深刻な打撃

を受けてきたが、1997 年に東南アジア諸国連合（ASEAN）への正式加盟を契機に国際社会への進出

へと踏み切った。そして 2012 年にテイン・セイン氏が大統領に就くと、同氏は外国からの投資を呼

び込むための方策として、外国投資法の改正、為替レートの統一化を行った。 

                                                        
1 出所：外務省 HP 
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「ミ」国の主な産業は、農業が中心ではあるものの、天然資源が発掘されたことから資源開発が盛

んになり、2013 年度の品目別の輸出総額 112.04 億ドルのうち天然ガスが 29.4%（32.99 億ドル）を占

め、次いで翡
ひ

翠
す い

9%（10.12 億ドル）、豆類 8%（8.96 億ドル）となっている。他方、輸入総額は 137.6
億ドルと輸出よりも多い貿易赤字となっており、一般・輸送機械（ガス採掘用機材、建設鉱山開発用

機材）や石油製品（主にディーゼル）が主要品目である（表 2-1）2。 

実質 GDP 成長率は 5.9%（2011）、7.3%（2012）、8.25%（2013）、一人当たり名目 GDP は 2013 年に

1,113USD に達した（図 2-1）3。これには、ビジネス・観光目的の外国人の増加によるホテル業およ

び観光業が急増したことが背景に挙げられる。 

また、ヤンゴン中心部から 23 km 南東に位置するティラワ地区において、総面積 2,400 ha のティラ

ワ経済特別区（SEZ）が 2015 年の開業を目指して整備が進められている。なお、同地区には日本と

ミャンマーの官民が協力した工業団地「Myanmar Japan Thilawa Development （MJTD）」が 2014 年 1
月に設立され、さらなる経済発展が期待されている。 

表 2-1 経済概況一覧 

項目 内容 
実質 GDP 成長率 2011 年：5.9%   2012 年：7.3%   2013 年：8.25% 
1 人当たり名目 GDP 2011 年：1,120USD 2012 年：1,103USD  2013 年：1,113USD 
主要産業 農業 
主要輸出入 
（2013 年度） 

輸出 総額：112.04 億 USD  主要品目：天然ガス、翡翠 
輸入 総額：137.60 億 USD  主要品目：一般・輸送機械、石油製品 

ティラワ経済特区（SEZ） 2015 年開業予定、面積約 2,400 ha 
2014年 1月、日本企業とミャンマー企業の共同出資による工業団地（MJTD）

が設立 
出所：JICA 調査団作成 
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出所：IMF World Economic Outlook Database, October 2014 

図 2-1 近隣諸国における 1人当たり名目 GDP 

                                                        
2 出所：アジア開発銀行 
3 出所：IMF World Economic Outlook Database, October 2014 
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2-2 対象国の対象分野における現状および開発課題 

 2-2-1 対象分野における現状 

 (1) 関連組織 
「ミ」国では、上下水道分野を管轄する組織は中央省庁レベルにはなく、各自治体が担うこと

となっている4。「ミ」国は国内を 15 に区分した連邦制を採用しており（7 地域、7 州、1 連邦直

轄区域）、本調査の対象地域であるヤンゴン市はヤンゴン地域政府の管轄下にあり上下水道など

の行政サービスについては、ヤンゴン市市長を委員長とする「ヤンゴン市開発委員会（YCDC）」
が担っている。なお、YCDC は連邦政府から独立した機関で 20 の部局がある5。このうち上下水

道・公衆衛生事業を担当する部署は水・衛生局（Engineering Department(Water & Sanitation)）で

あるが、表 2-2 に示す通り、飲料水などの水質管理を担当する健康局（Health Department）、公

園などの公共施設のトイレを管理する広場・公園・庭園局（Playgrounds, Parks & Gardens 
Department）、工場排水を管理する汚濁制御・清掃局（Pollution Control and Cleansing Department）、
腐敗槽汚泥の運搬を管理する運輸・工場局（Motor transport and Workshop Department）など、水・

衛生分野に関連する組織は複数存在する。 

表 2-2 YCDC における水・衛生分野に関する各部局の役割 

部局名 役割 
水・衛生局 
Engineering Department(Water & Sanitation) 

【上水道】 
・ポンプ場の運転管理 
・給水施設の管理 
・料金徴収 
【下水道】 
・下水処理場の運転・維持管理 
・下水管路の維持管理 

健康局 
Health Department 

・水質分析（健康局内の分析室、もしくは民間の分析業者

に委託） 
・疾病・感染症の管理、食品衛生管理、労働管理、自然環

境（大気、臭気など） 
・環境教育 

広場・公園・庭園局 
Playgrounds, Parks & Gardens Department 

・公園内トイレの管理（技術面は水・衛生局に協力要請） 

汚濁制御・清掃局 
Pollution Control and Cleansing Department 

・工場排水の水質管理 
 

運輸・工場局 
Motor transport and Workshop Department 

・腐敗槽汚泥の除去および下水処理場への運搬 
・運搬料金の徴収 

道路・橋梁局 
Engineering Department(Roads and Bridges) 

・雨水排水路の建設および維持管理 

出所：YCDC HP および各組織へのヒアリングを元に JICA 調査団作成 

 (2) 汚水処理の状況 
「ミ」国の汚水処理のうち、集合処理（下水道整備）が行われているのは、ヤンゴンやマンダ

レーなどの都市部に限られ、「ミ」国全体で 4%程度と限定的である。下水道整備対象外の地区

では腐敗槽もしくは注水式のトイレなどの個別処理が普及しており、腐敗槽汚泥は下水処理場の

                                                        
4 JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査，2014 年 3 月 
5 JICA ヤンゴン市ヤンゴン都市圏開発プログラム形成準備調査，2013 年 4 月 



 

2-4 

汚泥処理施設に運搬されている。なお、家庭汚水のうち、し尿のみを下水道もしくは腐敗槽等に

排水しており、その他の家庭雑排水は排水路に流下させているが、その排水路も開渠であるため、

街中の至る所で下水の異臭が発生している。以下に、集合処理および個別処理の状況をそれぞれ

整理する。 

   1) 集合処理（下水道） 
ヤンゴン市の下水処理場および管路施設の概要は表 2-3 のとおりである6。下水処理場は

2005 年に市街地南部に建設されたが、その下水道普及人口は 2011 年時点で市の総人口の 5.8%
に留まっている。そのため、施設容量（3.25 百万ガロン/日）に対する実流入量は 1 割程度（0.3
百万ガロン/日, 2014 年 12 月時点）であり、2 系列あるうちの 1 系列は運転を停止している状

況であった（写真 2-1）。これについては、1890 年に完成した下水管路網が老朽化し漏水が発

生していると YCDC 職員は言及していた。そのため、この対策として日本の援助（大阪市）

により管路内調査を実施する予定となっているとのことであった。 

一方、現地調査の中では、下水処理場の運転状況（処理状況）を把握するために、簡易水質

検査を実施した（表 2-4）。有機汚濁物質については、生下水中の CODMn濃度が低いという点

があるものの、生下水と処理水とで大差が見られなかった。他方、アンモニア態窒素の硝化反

応はかなり進行していることが確認されたものの、本処理場は有機汚濁物質の除去を目的とし

ているため、脱窒による窒素除去は確認されなかった。 

下水管路施設は、エジェクターシステム（空気圧送により汚水を移送する方法）を採用して

いることから、下水幹線は圧送管（鋳鉄製）で整備されている。管路は建設後約 120 年が経過

しており、繰り返し改築・修繕を実施しているが、老朽化が著しいため、前述のとおり本格的

な調査に着手したとのことである。 

表 2-3 下水処理場および管路施設の概要 

施設 概要 
下水 敷地面積 2.25 ha (5.56 acre) 
処理場 完成 2005 年 1 月 
 計画処理人口 300,000 人 
 処理方式 活性汚泥法（長時間エアレーション法） 
 施設容量 14,775 m3/日(3.25MGD) 
 実流入量 1,364 m3/日(0.3MGD) （容量の約 1 割） ※2014 年 12 月時点 
 流入水質(設計値) BOD 600 mg/l、SS 700 mg/l  
 処理水質(設計値) BOD   60 mg/l、SS   40 mg/l 
管路網 完成 1890 年 3 月 
 計画人口 40,000 人 
 計画区域 8 タウンシップ 

Lanmadaw, Latha, Panbedan, Kyauktada, Botadaung, Puzondaung（一部）、
Dagon（一部）、 Mingalataungnyunt（一部） 

 圧送管延長 北幹線 5.55km、南幹線 5.03km、合計 10.58km 
 圧送管材質 鋳鉄管 
 エジェクターステー

ション 
40 ヶ所（現在 34 ヶ所稼働） 

出所： JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査，2014 年 3 月および現地ヒアリングを元に JICA 調査団

作成 

                                                        
6 JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査，2014 年 3 月 
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下水処理フロー 稼働状況（写真右側の 1 系列は運転停止） 

写真 2-1 下水処理場の運転状況 

表 2-4 簡易水質検査キットによる処理場の水質調査 

分析項目 単位 生下水 処理水 

水温 ℃ 30.6  39.0 
pH - 7.0-7.5 6.6 
DO mg/L 1.2  2.8 
NO2-N mg/L 10 以上 0.15 
NO3-N mg/L 7  45 
NH4-N mg/L 10 以上 1.5 
PO4-P mg/L 10 以上 10 以上 
CODMn mg/L 20-50 20-50 
採水日   2014/12/10 
出所：JICA 調査団作成 

   

写真 2-2 簡易水質検査結果（左：生下水 右：処理水） 

   2) 個別処理 
ヤンゴンの個別処理としては、表 2-5 に示す通り、腐敗槽や換気改良型竪穴便所（VIP）と

いった注水式トイレが広く普及している（82.4%）。YCDC では、建物を建築する際の許認可

を行っており、施主は浄化槽もしくはそれに相当する処理施設を設置することが義務づけられ

ている（p2-12「建築物における認可および排水基準」参照）。 



 

2-6 

 

表 2-5 ヤンゴン市における汚水処理施設の形態 

 水洗式トイレ 注水式トイレ 非衛生トイレ トイレなし 未回答 合計 

 
（下水道） （ 腐 敗 槽 、

VIP） 
（地下浸透な

ど） 
   

トイレ数 580 8,278 1,098 58 31 10,045 
（％） 5.8 82.4 10.9 0.6 0.3 100 

出所：JICA ヤンゴン市ヤンゴン都市圏開発プログラム形成準備調査，2013 年 4 月 

腐敗槽汚泥の引抜きは、家主が YCDC に依頼し、YCDC の運輸・工場局が管理するバキュ

ームカー（1.8m3 車もしくは 5.4m3 車）により引き抜かれるか、民間の業者により除去され、

下水処理場まで運搬される。YCDC の場合、汚泥の引抜き・運搬料は YCDC 運輸・工場局と

家屋と下水処理場間の距離により決まる。住民ヒアリングの結果、汚泥引抜きは 1~3 年に 1
回、一回当たりの料金は 18,000 Kyat～40,000 Kyat であった（p4-9「汚水処理に関する住民へ

のヒアリング結果」参照）。 

回収された汚泥は下水処理場に運搬され、処理される。処理場内には汚泥処理施設（好気性

消化および機械脱水）があるが、第一次現地調査時点では稼働していなかった。そのため、汚

泥は沈殿分離され、固形分は天日乾燥後に堆肥利用され、水分については河川へ放流される。 

なお、今後この汚泥引抜き・運搬作業は民間業者（2 社）に委託されることになっている。 

 (3) 電力状況 
「ミ」国の電力は、水力発電が全発電容量の 7 割以上を占めるが、既存の水力発電所は老朽化

等により発電ロスが生じており、2011 年度における設備容量に対する最大の発電量は 53%
（1,806MW）に留まっている7。そのため、乾季の終わる 4 月～5 月はダムの貯水量が年間で最

も少なくなり、慢性的な電力不足に直面しているのが現状である。このような電力事情を改善す

べく、「ミ」国政府は、以前から進めていた天然ガスの輸出の他、他国からの援助を通じ、火力

発電の整備や既存の水力発電のリハビリに着手し始めている。 

なお、浄化槽は汚水を循環させるのにポンプの動力を必要とするが、家庭用の規模（5 人槽）

の場合、その消費電力は約 35W である。これは家庭用の扇風機と同程度以下の消費電力である

ため、「ミ」国の電力を圧迫するほどのものではないと考えられる。また、電力不足により数時

間の停電が発生したとしても、浄化機能に影響はない。 

 2-2-2 対象分野における開発課題 

対象分野における開発課題としては、以下の 3 点が挙げられる。 

 (1) 急激な都市化による環境汚染 
2011 年 3 月末に始まったテイン・セイン大統領のもとで、ミャンマーの民主化が進み、欧州

などからの経済制裁もそのほとんどが解除された。以降、ミャンマーでは急速に主要都市の拡大

や外国資本の参入が進み、経済活動が活発化する一方で、河川や湖沼の汚染、工業地帯での有害

物質排出、通行量の増大に伴う渋滞や大気汚染などの社会・環境問題が顕在化している。このよ

                                                        
7 ヤンゴン地区変電設備等リハビリ事業調査報告書、経済産業省（平成 24 年 11 月） 
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うな状況を受け、2012 年 4 月に環境保全法が制定されたが、いまだ十分な対策はなされていな

い。ヤンゴンなどの大都市では、今後もますますの人口増加と都市拡大が見込まれている。2012
年時点で 510 万人であるヤンゴン市の人口は、2040 年には 1 千万人になるという予測も出てお

り、これらの社会・環境問題が深刻化することが予想される。 

上記の通り都市化が進む一方で、水力発電による不安定な電力供給8、漏水率 50%の上水イン

フラに関連した課題もまた、各分野で明らかになっている。特に下水処理システムは貧弱で、ミ

ャンマー全体での下水道普及率は 4％程度にとどまっており、それもヤンゴンやネーピードーと

いった主要都市に限られている。 

 (2) 不十分な汚水処理 
ヤンゴン市の旧市街地では、旧英領時代に築造された下水道施設の老朽化が進み十分に機能し

ていない。一般家庭には腐敗槽が多用されているが、上澄み水を河川だけでなくそのまま土壌に

排水するケースもあり、地下水・河川や湖沼の汚染につながっている。また、ヤンゴン川にはヘ

ドロが蓄積し、住民の憩いの場であり観光地でもあるカンドージー湖の水質汚染も深刻化してい

る。そのため、JICA およびヤンゴン市開発委員会水・衛生局で 2040 年に向けた上下水道マスタ

ープランを策定している。しかしながら、そのマスタープランにおいては、上水道整備が優先さ

れており、下水については中心市街地以外の整備計画は優先度が低いため、将来的には、ヤンゴ

ンの持続的な発展にとって大きな課題となることが懸念される。 

 (3) 体系的な維持管理システムの不足 
上記の通り、インフラ整備や環境対策などは多くの分野において現在発展途上または手付かず

であることから、ノウハウが十分に蓄積されておらず、システマチックな維持管理体制もとられ

ていないことが多い。例えば、ヤンゴンにおける視察にて、導入されたものの維持管理のノウハ

ウが蓄積されていないために、十分に機能を発揮できていない浄化槽が見受けられた。この浄化

槽は、2013 年に日本の浄化槽メーカーがヤンゴン市の公共施設（研修施設）へ設置したものだ

が、設置後の維持管理体制が不十分で、維持管理に欠かせない汚泥の引抜きが行われていなかっ

た（2013 年 6 月視察時）。本来、浄化槽は、定期的に点検・清掃を行う必要があるが、ここでは

故障時のみ対応しているとのことであった。このことから、ミャンマーでは、インフラや各種設

備導入後のフォロー体制の構築が、課題となっている。 

2-3 対象国の対象分野における開発計画、関連計画、政策（外資政策含む）および法制度 

 2-3-1 開発関連計画・政策 

 (1) 開発計画 
国家的な政策としては、国連開発計画（UNDP）の支援の下、国家計画・経済開発省（MNPED）

により 2012 年から 2031 年までの 20 年間を対象とする「国家総合開発計画（National 
Comprehensive Development Plan：NCDP）の作成が現在進められている9 10。NCDP では、成長の

                                                        
8ヤンゴン市では、主に乾季において、1～数時間程度の停電が生じることがある。しかしながら、この程度の停電で

あれば、浄化槽の運転管理には支障は生じない。 
9 諸外国の成長戦略、地域振興等に係る国土政策分析調査国別調査報告書〔ミャンマー〕，平成 25 年 3 月 
10 United Nations Development Programme, Myanmar, Project Document，2012 
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加速と均整のとれた発展、そして都市と地方の社会経済ギャップを縮小させるといった方針を政

策に盛り込むものとされている。 

 (2) 環境政策 
「ミ」国では、環境政策の実施機関として 1990 年に国家環境審議会（National Commission for 

Environmental Affairs : NCEA）が設立された。審議会は 1)環境政策の提言、2)環境問題に関する

調整機関、3)環境と調和した持続可能な開発の推進という役割を担っており、1994 年には「国

家環境政策（National Environmental Policy）」が制定された。この政策では、次の内容が定められ

ている11。 

∙ 環境の保全および劣化防止のため、水・土地・森林・鉱物・海洋資源利用に係る堅固な環

境政策を設定すること 

∙ 経済発展の推進に際し、環境保護を優先させる持続可能な開発を達成するため、環境と開

発を調和させること 

しかしながら、この政策は具体的なものではなく、方針を述べるにとどまっていた。そのため、

体系的かつ環境に配慮した管理を強化することを目的とし、1997 年に「ミャンマーアジェンダ

21」、2009 年に国家持続的開発戦略（National Sustainable Development Strategy : NSDS）が策定さ

れた。NSDS では 3 つの目標、すなわち、持続可能な天然資源管理、統合的な経済発展、持続可

能な社会発展を定めている。 

その後、2011 年に環境関連の管轄は外務省から環境保全森林省（Ministry of Environmental 
Conservation and Forestry : MOECAF）に移管され、これに伴い NCEA は国家環境保全委員会

（National Environmental Conservation Committee : NECC）と改編された。NECC の主な責務は次

のとおりである。 

・ 環境保護および持続可能性の確保に向けた活動の実施 

・ 重要影響地域における政府事業もしくは商業，民間活動による復旧活動の監理・監督 

・ 環境保全の国際協調に向けた推進活動への参加 

・ 都市管理計画の承認 

・ 環境問題の解決策の認定に向けた政府および関連団体間協議の調整 

・ 効果的かつ効率的な保護活動の実施に向けた付帯条項を含む作業部会の組織化 

・ 閣僚が示した職務の執行 

 2-3-2 法制度 

 (1) 環境保全法 
「ミ」国では、2012 年 3 月に環境保全法（Environmental Conservation Law）が制定された。本

                                                        
11 IGES 市場メカニズムハンドブック，2014 年 3 月版 
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法の目的は次のとおりである。 

(a) 国家環境政策の実施 

(b) 持続可能な開発過程における環境保全対策の体系的な統合を図るための基本原則および

ガイドラインの策定 

(c) 健全で清潔な環境の創出ならびに現在および将来世代への自然環境および文化遺産の保

護 

(d) 衰退・消失した生態系の再生 

(e) 天然資源の喪失対策および持続的に利用可能な対策の執行 

(f) 環境意識の普及を目的とした教育プログラムにおける啓蒙活動の推進 

(g) 環境問題における国際的、地域的もしくは二国間協議の推進 

(h) 環境問題における政府間組織および国際機関、NGO、民間企業との連携 

「ミ」国では本法が制定されるまで環境影響評価、公害汚染防止・管理に関する環境基準、排

水基準などの法制度が未整備であったが、本法においても詳細な記述はない。そのため、本法に

準じた環境保全実施細則（Environmental Conservation Rules）の策定に向けた作業が現在進めら

れているところである。 

 (2) 会社法12 
「ミ」国では会社法が、イギリス統治下の 1914 年に制定されている。当時「ミ」国は、イギ

リス領インドの一州であったため、1908 年イギリス会社法を基礎とした 1913 年インド会社法を

継受して、会社法が制定された。その後も一部改正がなされているが、合併等の組織再編の定め

はない。そのため、現在制度の改正に向けた改革が実施されている。 

なお、会社法では、日本と同様に会社の設立、運営、清算等に関する法律が規定されている。 

 (3) 外国投資法13 
「ミ」国では、外国投資法が当初 1988 年に制定され、その後、2012 年 11 月に現行の外国投

資法が改正され、現在に至っている。「ミ」国の外国投資法はミャンマーへの外国投資を促進す

るために制定された法律であり、ミャンマー投資委員会（Myanmar Investment Commission : MIC）
の許可（MIC 許可）を取得した外国投資家に対して様々な優遇措置を与えている。外国投資法

は外国投資に対する規制立法ではなく、あくまでも外国投資を促進・優遇する立法であり、法人

税や関税の免除・減免や土地の賃貸借期間等の様々な優遇措置が設けられている。外資法規則（外

資法施行細則 7 条ないし 10 条）において、ミャンマー国民のみが従事できる 25 分野が規定され

ている。また、MIC 通知においては、以下の項目について詳細なリストが規定されている。 

① 外国投資が禁止される 21 分野（電力の売買、航空業務等）、 

                                                        
12 ミャンマー連邦共和国法制度調査報告書、法務省（2013 年 3 月 8 日） 
13 THE FOREIGN INVESTMENT LAW (THE PYIDAUNGSU HLUTTAW LAW NO 21/2012) 
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② ミャンマー会社との合弁による外国投資のみが認められる 42 分野（多くの分野の製造

業、建設業、観光業等）、 
③ 一定の条件に基づいてのみ外国投資が認められる 176 分野 

なお、第 8 条において、投資は以下の原則を基準として許可されることが規定されている。  

(a)  国家経済発展計画の主な目的である国や国民が行なうことができない事業ならびに

資金および技術が不十分な事業の支援  
(b)  雇用機会の増大  
(c)  輸出の促進および拡大  
(d)  輸入代替品の製造  
(e)  多額の投資が必要となる物品の製造  
(f)  高度な技術の獲得および高度な技術による製造業の発展  
(g)  多額の資本を必要とする製造業およびサービス業の支援  
(h)  エネルギー消費を節約する事業の創出  
(i)  地域振興  
(j)  新エネルギーの調査および採取ならびにバイオエネルギーのような再生可能エネル

ギーの出現  
(k)  近代産業の発展  
(l)  環境の保護および保全  
(m)  情報および技術の交換を可能にする支援  
(n)  主権および公安に影響を与えないこと  
(o)  国民の知識および技術の発達  
(p)  国際基準に従った銀行および銀行業の発展  
(q)  国および国民のために必要な最先端サービス業の創設  
(r)  短期的および長期的な国産エネルギーおよび資源の国内使用の充足 

 (4) 対象分野の関連法制度 

   1) ヤンゴン市開発法 
1990 年に策定されたヤンゴン市開発法は、ヤンゴン市開発委員会（YCDC）の組織形態、責

務、権限を定めた法律である。水供給・衛生事業に関しては、YCDC 法の中で次の事業が YCDC 
の所管事業として明確に規定されている14。 

第 3 章 委員会の職務規定 

∙ 上水道に関する事業 
∙ 貯水池およびパイプラインの建設および維持 
∙ 下水道事業 
∙ 公衆衛生に関する事業 

                                                        
14 JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査，2014 年 3 月 
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第４章 委員会権限 

∙ 自治地域の設定 
∙ 自己資金による独自事業の遂行 
∙ 外国通貨を開発事業に使用する権利 
∙ 連邦内外の組織、個人との契約により市の開発事業に寄付する権利 

出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 2014 年 3 月 

   2) ヤンゴン市開発法 施行規則（水供給衛生） 
YCDC は、ヤンゴン市開発法第 33 条を受けて、ヤンゴン市開発法に関する施行規則を定め

ている。下水道および衛生に関しては通達 No.6/99 として、次の規則を定めている。 

ヤンゴン市開発法 下水道および公衆衛生事業に関する主な施行規則（Notification No.6/1999） 

第 24 条 委員会は、ヤンゴン市内外で政府機関や団体などと提携して以下の事業を行える。 
a）公衆衛生処理や下水事業管理 
b）公衆衛生処理や下水事業管理のため、土地・建物や機械等の購入又は借入 
c）定められた規則や基準通りに民間に下水事業を許可すること 

第 25 条 委員会は、 
a）建物の所有者や使用者の責任で建設する下水道システムの精査、許可 
b）下水道システムがある地域で 250 名以上で共有している建物や、委員会が複数で共有していると判

断した建物などから出された下水を委員会の下水道システムに流入させる場合、委員会は流入の可

否等についての判断や管理を行うことができる。 
c）下水道システムがない地域では、個人や多数の人が使用する浄化槽から出された透明汚水に限り、

委員会が許可した河川、小川、池等に放流することができる。 
d） 透明汚水の基準は委員会が定める。 
e） 前項に基づいて透明汚水が、委員会が定めた基準通りなので放流したい旨の申請を受けた場合は

精査の上許可をすることができる。 
f） 住宅団地から出された排水については、委員会が定めた所定の手数料を支払い、委員会の下水道

システムの中に放流して処分することができる。 

第 26 条 委員会は、市内外の下水道事業のため建物等の所有者や使用者に対し所定の手数料を請求するこ

とができる。 
第 28 条 委員会は、市内外の下水道基準や規則等を定めることができる。 
第 32 条 団地や住宅等に使用している浄化槽や下水システムが基準に適合していない場合、使用者や所有

者に再構築や再配管等必要な整備を命ずることができる。 
出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 2014 年 3 月 

 (5) 排水基準 
「ミ」国では、前述のとおり 2012 年に環境保護法が制定されたばかりで、上下水道に関する

法制度は未整備であるが、YCDC では、表 2-6 に示した下水処理場からの放流水質基準を独自

に定めている。これは、水・衛生局の下、米国環境保護庁（EPA）の基準を準用したものである。

工場排水については、汚濁制御・清掃局の下、独自の基準（表 2-7）で管理している。 

表 2-6 下水処理場からの放流水質基準 

パラメータ 基準 
PH 6.0 - 8.0 
油類 10 mg/L 
T-P 10 mg/L 
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パラメータ 基準 
PO4 5 mg/L 
TDS 1,200 mg/L 
温度 20 – 35℃ 
TSS 100 mg/L 
濁度 300 UTN 
T-N 20 mg/L 
COD 100 mg/L 
BOD5 50 mg/L 
出所：YCDC 下水処理場 

表 2-7 工場排水の放流基準  

パラメータ 
基準 

本調査 2012 
BOD5 20 – 60 mg/l               
pH 6 – 9.5                   
COD 200 mg/l               
Suspended Solids 500 mg/l 200 mg/l 
Total Solids 1,000 mg/l 500 mg/l 
出所：Pollution control & Cleansing Department, YCDC 

 (6) 建築物における認可および排水基準 
YCDC では、表 2-8 の「建物の規模に応じた建築許可の流れ」を選定する際に、表 2-9 に示

した CQHP（Committee for Quality Control of High-Rise Building Construction Project)(これは YCDC
の機関ではなく、独立機関であるとのこと）が取りまとめた基準、"Guide for High-Rise Building 
Construction Projects(Sanitary) May,2005"を利用して管理している。本ガイドラインの排水基準に

達するためには浄化槽かそれ相当以上の汚水処理施設の設置が不可欠と判断される。YCDC とし

ても新規の高層建築物件に対する浄化槽設置の指導を強めている。 

既に浄化槽を設置している建物もあるが、浄化槽容量の算定基準が明らかでないために、施主

の経済力や設置スペースに見合う容量不足の浄化槽が設置されることが多いようである。 

表 2-8 YCDC における建築物の規模に応じた建築許可の流れ 

項目 建築許可の流れ CQHPの基準適用 
8.5 階以下 YCDC 建設部のみで許可が下りる。 場合により適用 
9 階～11.5 階 YCDC 建設部および、YCDC HIC (High-rise Inspection 

Committee)による図書の確認後、許可が下りる。 
必須 

12 階以上 YCDC 建 設 部 、 YCDC HIC (High-rise Inspection 
Committee)および CQHP (Committee for Quality Control 
of High-Rise Building Construction Project)による図書の

確認後、許可が下りる。 

必須 

出所：YCDC および Total Business Solution Co.,Ltd へのヒアリングを元に JICA 調査団作成 

表 2-9 Guidelines for High-Rise Building Construction Projects (Sanitary) の排水基準 

項目 
雨水排水路に放流する

場合(mg/L) 
下水道網に放流する場

合(mg/L) 
BOD5 50(20) 150 
COD 100    200 
SS 50(30) 150 
出所：CQHP および YCDC へのヒアリング（括弧内の数値）を元に JICA 調査団作成 
注) カッコ内は、YCDC 独自の(上乗せ)基準 
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2-4 対象国の対象分野における ODA事業の先行事例分析および他ドナーの分析 

 2-4-1 我が国の援助動向15 

我が国の対「ミ」国に対する援助は 1954 年の「日本・ビルマ平和条約および賠償・経済協力協

定」に始まり、1968 年に円借款、1975 年に無償資金協力の供与を開始した。しかしながら、1988
年から 2011 年までの間、民主化要求デモや軍事政権が発足する等の内政事情に鑑み、一部停止を

除き経済協定を基本的に停止してきた。その後、2011 年に民政移管が行われたのをきっかけに、

2012 年には「ミ」国に対する経済協力の方針を見直し、本格的な支援を再開した。 

外務省が定める、「ミ」国に対する経済協力方針援助の基本方針および重点分野は下記の通りで

ある。 

基本方針 

ミャンマーの民主化および国民和解、持続的発展に向けて急速に進む同国の幅広い分野に

おける改革努力を後押しするため、引き続き改革努力を見守りつつ、民主化と国民和解、

経済改革の配当を広範な国民が実感できるよう取り組んでいく。 

重点分野 

（１）国民の生活向上のための支援（少数民族や貧困層支援、農業開発、地域の開発を含む）  

（２）経済・社会を支える人材の能力向上や制度の整備のための支援（民主化推進のための

支援を含む）  

（３）持続的経済成長のために必要なインフラや制度の整備等の支援  

我が国の 2012 年の援助実績は、表 2-10 のとおりである。 

表 2-10 「ミ」国における援助実績（2012年度） 

形態 援助内容 
円借款 

（1,988.81 億円） 
社会経済改革支援借款を実施 

無償資金協力 
（279.90 億円） 

水力発電所の補修、フェリー整備、病院医療機材整備、少数民族地域

への支援といった協力を実施しているほか、日本 NGO 連携無償、人

材育成奨学計画、草の根・人間の安全保障無償を実施 
技術協力 

（37.99 億円） 
都市開発、保健施設整備、気象観測装置の整備といったインフラの整

備、保健医療、農業、通信など協力を実施 
出所：外務省 国別データブック（2014 年 12 月 1 日時点） 
有償資金協力および無償資金協力は交換公文ベース，技術協力は JICA 経費実績ベース 

 2-4-2 対象分野における ODA 事業の先行事例分析 

対象分野における ODA 事業の先行事例として、「JICA ヤンゴン都市圏開発プログラム形成準備

調査（2012 年 6 月～2013 年 12 月）」および「JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調

査（2012 年 8 月～2014 年 1 月）」がある16。このうち、後者の案件は、本調査の対象地域における

下水道のマスタープランを作成しており、本調査との関連性は非常に高い。そこで、ここでは後者

の案件について、調査概要、現状の課題および汚水処理の整備方針等を整理する。 
                                                        
15 出所：外務省 国別データブック（2014 年 12 月 1 日時点） 
16出所：外務省 国別データブック（2014 年 12 月 1 日時点） 
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「JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査」は、ヤンゴン市およびその近隣を対

象に、上下水道に関するマスタープランを作成することを目的としており、計画目標年次を 2040
年としている（表 2-11）。下水道については、短期・中期・長期の方針を設定し、将来的には 8 カ

所の処理場を整備する計画となっている。また、YCDC が当面着手すべき事項の優先順位を定めて

いるが、ここで特に着目すべき点は、浄化槽や腐敗槽などの汚水処理に関する法規・助成制度の創

設が最優先事項に位置付けられていることである。このことから、YCDC としても下水道の整備の

みならず、個別処理の適正化に取り組む方針であることが確認できる。 

表 2-11 既往案件の概要 

案 件 名 ： ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 
目 的 ： ヤンゴン市の上下水道に関する開発計画査定および優先プロジェクトの発掘により、同市の経

済発展と生活環境の改善に貢献すること 
対象エリア ： ヤンゴン市の 33 タウンシップおよびその近隣の 6 タウンシップ。 
計画目標年 ： マスタープラン 2040 年（優先プロジェクトは 2025 年） 
成 果 ： ・汚水処理に関する短期・中期・長期の整備方針を設定（図 2-2） 

・2040 年を目標に、合計 25 のタウンシップに対して、8 つの処理場を整備（図 2-3） 
・YCDC が当面着手すべき事項の優先順位の設定（表 2-13） 

表 2-12 汚水処理分野における現状の課題 

項目 現状・課題 
法制度 ∙ 下水道法および関連法、個別処理に関する法令の整備が不十分 

∙ YCDC が行う事業の執行に必要とされる予算は、地域政府の許認可に基づいた執行を余

儀なくされている 
組織 ∙ 下水道課の主業務が小規模下水道の維持管理であり、計画、設計業務の経験者が少ない。 

∙ 人員不足 
∙ 水質モニタリング体制が脆弱 

汚

水

処

理 

下水道 ∙ 下水道普及率は 5.8%程度 
∙ 実流入量は施設容量の 1 割程度であり、2 系列あるうち 1 系列は稼働停止 
∙ 放流水質基準なし 
∙ 1890 年に建設された管路施設は老朽化により漏水が発生 

個別処理 ∙ 腐敗槽はトイレ排水のみを対象としており、家庭雑排水は未処理のまま雨水排水路へ流

出 
∙ 汚泥引抜き頻度は、3 年に 1 回が一般的 

出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 2014 年 3 月 
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出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 2014 年 3 月 

 
図 2-2 汚水処理に関する整備基本方針 
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出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 2014 年 3 月 

図 2-3 2040年下水処理区 
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表 2-13 当面 YCDCが実施すべき作業と手順の一覧 

 
出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 2014 年 3 月 
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 2-4-3 他ドナーの援助動向 

ADB は、1988 年以降「ミ」国への直接的な支援を停止していたが、独立し民主的体系と市場型

経済への大規模な改革を受けて、「暫定国別支援戦略文書（Interim Country Partnership Strategy : 
ICPS）2012－2014」を策定し、2013 年から本格的に支援を再開した17。ICPS では、人および組織

の能力構築、経済環境の促進そしてインフラ整備を主要政策として定めている。 

水・衛生分野としては、2013 年にヤンゴン郊外において簡易トイレの設置や腐敗槽汚泥の処理

に対する支援を行っており、2014 年にはヤンゴン、マンダレーにおいて、水道・衛生施設（下水

道、廃棄物）整備として 400 万ドルを供与し、2018 年までの 4 年間で 2,000 箇所の簡易トイレ設置、

総延長 17 km の排水管網整備などを実施する予定である。 

WB も ADB と同時期の 2013 年に「ミ」国への支援を再開したが、これまでのところインフラ分

野としては、電力・通信のみとなっており、水・衛生分野に対する具体的な支援はなされていない。 

 

                                                        
17 Interim Country Partnership Strategy Myanmar 2012-2014, October 2012 
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第3章 提案企業の製品・技術の活用可能性および海外事業展開の方針 

3-1 提案企業および活用が見込まれる製品・技術の特徴 

浄化槽は、自然界に存在する微生物の働きを活性化して汚濁物質の処理を行い、生活雑排水（し尿、

台所排水、風呂排水、洗濯等の排水など）を浄化させる装置である。下水処理施設に比べ初期投資が

少なく、短期間に導入できることが特徴である。また、浄化槽は、日本で独自に発展してきた技術で

もあり、英語でも JOHKASOU という言葉が用いられており、近年では複数の企業がアジアを中心に

海外展開を図っている（表 3-1）。 

表 3-1 浄化槽取扱企業の一例 

企業名 
最大人槽 
（人） 

処理方式 浄化槽の海外展開状況 

ニッコー株式会社 5,000 膜・担体流動・回分式 国内のみ 
フジクリーン工業株式会社 7,200 膜・担体流動 豪州、米国、ｲﾝﾄﾞ 
（株）ハウステック 2,000 活性汚泥・担体流動 国内 
クボタ浄化槽システム株式会社 5,000 膜・担体流動 国内、中国、ﾐｬﾝﾏｰ、ﾍﾞﾄﾅﾑなど 
大栄産業株式会社 2,000 膜・担体流動 国内のみ 
株式会社ダイキアクシス 12,000 膜・担体流動 国内、中国、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
アムズ株式会社 4,000 膜・担体流動 国内のみ 
出所：各社 HP および（社）浄化槽システム協会へのヒアリングを元に JICA 調査団作成 

本調査で、特に着目するのは、浄化槽の維持管理技術である。その理由は、浄化槽は汎用製品で

あるため、メーカーにより品質に大きな差があるわけではないが、浄化槽の機能を十分に発揮させ

るためには、設置以降の維持管理が重要で、維持管理技術の善し悪しによって、浄化槽が発揮でき

る能力は大きく左右されるためである。したがって、浄化槽は、その維持管理が的確になされれば、

処理後の放流水を水道水と大差ないほどのレベルにまで常時浄化することが可能である。 

浄化槽は微生物により汚水を浄化するという性能上、それら微生物が活発に活動する環境を保持

しなければならず、保守点検・清掃などの各種維持管理が必要となる。たとえば浄化槽の内部には、

嫌気性微生物と好気性微生物が存在しており、特に好気性微生物が生息する槽にはブロワー（曝気

装置）で空気を送り込まなければ微生物が死滅し、浄化槽としての機能を果たせない。維持管理者

は、この微生物への酸素供給量の調整、ブロワ―の作動確認・清掃を行わなくてはならない。また、

汚水浄化の過程で微生物が分解することができなかった固形物や微生物の死骸などが汚泥として

蓄積されるため、その汚泥量の確認と引抜きが必要である。なお、この汚泥は特殊な処理を施すこ

とにより、堆肥として再利用することもできる。その他にも、放流水の水質検査、薬剤（消毒液等）

の投入、設備・機器・配管等の確認・点検を定期的に行うことによって、浄化槽の機能が最大限に

発揮される上、浄化槽自体の耐久年数も最大限にすることができる。 

これらの維持管理を十分に行わなかった場合、浄化槽の機能低下・故障のみならず、機器類の不

備による水質の悪化、大腸菌の流出、汚物流出等を招く。更に、約半年程度でまったく浄化されて

いない汚水を垂れ流すことにもなりかねない。このように、浄化槽が最大限の効果を発揮するため

には、設置後の維持管理が重要となる。 
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出所：JICA 調査団作成 

図 3-1 浄化槽の仕組み 

3-2 提案企業の事業展開における海外進出の位置づけ 

日本での下水道普及率は、76.3％（2013 年 3 月 31 日時点）であり、今後もますます普及率が上昇

するものと想定される。それに伴い、浄化槽の設置事例および維持管理件数は減少の一途であり、海

外にニーズを求めることが喫緊の課題となっている。一方で、現在、発展課題で苦しむ途上国に対し、

日本で培った技術・ノウハウを以て貢献していきたいと考えている。 

日本においては、特に、琵琶湖などの湖沼において、1955 年頃から急速に進んだ重工業等の影響

および生活排水で水質悪化が進み、淡水赤潮が大量に発生していた。当時、下水処理場などが未発達

だった中で水質改善に取り組む際に重要な役割を担ったのが浄化槽で、この設置および維持管理によ

り琵琶湖等に流入する水の水質が大幅に向上されたと言っても過言ではない。これら浄化槽の整備お

よび維持管理ノウハウは、汚水処理技術が未成熟である途上国において活用できる。 

上記のように、国内の浄化槽のニーズが減少していること、また東南アジアのマーケットが今後拡

大していくことを加味すると、本調査を実施する大五産業にとって海外進出は重要な経営戦略のひと

つとして位置付けられる。 

3-3 提案企業の海外進出による我が国地域経済への貢献 

大五産業は、浄化槽のみならず一般廃棄物の処理、収集運搬、下水道管理、計量証明事業など廃棄

物・汚水の処理などにより、総合的に環境問題に取り組んできた。その一例としては、草津市のクリ

ーンセンターに隣接するリサイクルセンターの運用を行い、行政とともに資源・環境事業を担った事

例が挙げられる。また、環境ボランティアの一環として、草津市内・大津市内の小学 4 年生を対象と

して、ごみの収集方法や分別方法・処理方法などを説明する環境学習にも参画している。さらに、平

成 22 年には草津市と「愛する地球のために約束する協定」を締結しており、草津市を代表する環境

事業を展開している。このことから、草津市にとって、特に環境保全の分野において、大五産業は大

きな役割を果たしていることがわかる。加えて、当該企業は地域住民の生活に密着している企業であ

り、地元経済にとって重要な役割を担っていると言える。 

また、滋賀県は、琵琶湖を擁しているという地理的特性から、水環境保全の取組みが盛んであり、

多岐にわたる企業の技術・ノウハウが蓄積した地域でもある。中でも、逆浸透膜、ナノろ過膜で世界

シェアの 5 割を占める大手企業をはじめ、地場産業のバルブから水質分析サービスなど幅広い分野で

独自の優れた技術を持つ企業が集積している。このように、基幹産業である水ビジネスの分野におい



 

3-3 

て、日本国内で蓄積してきたノウハウを以て海外の水環境の改善に貢献することが県からも奨励され

ている。その流れの中で、当該企業が ODA 案件を受託し海外進出の第一歩とすることは、滋賀県内

の企業を牽引する好事例となる。 
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第4章 製品・技術に関する調査および活用可能性の検討結果 

4-1 製品・技術の検証活動（紹介、試用など） 

本調査の第一次現地調査（2014 年 12 月 6 日～2014 年 12 月 24 日）においては、ヤンゴン市におけ

る既存の浄化槽の運転状況および維持管理の状況を確認するために、簡易水質検査キットを用いてヤ

ンゴン市において、ヤンゴン市内にて浄化槽の販売や設置を広く手掛けている Waminn 社が設置した

浄化槽の性能を確認した（表 4-1、表 4-2）。また、この簡易検査および現地ヒアリングを通じ、現

状の維持管理に関する検証確認作業を行った。 

「ミ」国に設置されている浄化槽はクボタ社製（Waminn 社が販売）であり、有機汚濁物質の除去

を基本に、一部の製品では窒素の除去も可能な仕様となっている。しかしながら、簡易水質検査の結

果より、窒素除去能力を有する地点においても、硝酸態窒素濃度が高くなっていることから、硝化反

応（アンモニア態窒素の酸化）は良好であるものの、窒素除去（脱窒）が適切に行われていないこと

が確認された（地点 3、4）。また、地点 No.2 は、アンモニア態窒素が高いことから、硝化反応が十

分に行われていない状況であった。 

調査を行った浄化槽は、いずれも、日本における算定基準および処理対象人数を勘案すると、容量

が若干小さめに設計されているようであった。これは、現地における汚水量原単位が日本に比べて小

さいこと等が原因と考えられるが、ヤンゴン市では、浄化槽の容量の算定根拠が不明確であるために、

槽容量の設計が適切なのかどうか、確認することが出来なかった。容量の算定根拠が不明確であるこ

とは、上記のことに留まらず、浄化槽に何らかの問題が発生した場合に、その原因が、設計に起因す

るのか、あるいは、不適切な維持管理に起因するのかの判断を妨げる。よって、今後、ヤンゴン市に

て、浄化槽を普及させるためには、流入量に応じた適切な施設規模を規定する設計基準の整備の重要

性が明らかとなった。 

他方、浄化槽の維持管理については YCDC 水・衛生局が設置確認や水質確認の義務を負っており、

施主が水質確保のための管理の義務を負っている。一方、販売元（現在は Waminn 社のみ）は、販売

した浄化槽を、定期的に点検し、所定の水質を確保するために、曝気量、循環水量、逆洗時間および

トイレの水洗水量等の調整や指導を行う必要がある。しかしながら、YCDC は、設置確認を十分に行

っておらず、浄化槽の販売元である業者は、浄化槽の不具合や水質悪化の原因および復旧のメカニズ

ムを十分に習得していない。そのため、例えば、Waminn 社では、2 ヶ月に 1 回程度の頻度でクボタ

社職員が現地を訪れ、高度な技術的判断事項（汚泥の引抜き時期の見極めなど）について指導を受け

ている18状況にある。よって、今後は現地の維持管理業者および技術者が独自で判断できるよう、技

術指導を通じた技術力の向上を図る必要がある。 

                                                        
18 技術指導の対象は、小型（汚水量 1.0~2.0 m3/day） 、中型（汚水量 3.6~10.0 m3/day）、大型（汚水量 10.0 m3/day以
上）の浄化槽である。 指導料は無料である。 
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表 4-1 各浄化槽の稼働状況 

調査対象 設置状況 
No.1 
カンドージー湖 
レストラン浄化

槽 
(5 人槽) 

・ 型式 KZ-5（小型浄化槽） 
・ 5 人槽×2 槽 
・ 屋外設置 
・ 25 分ごとにポンプを稼働し、槽内へ汚水を流入 
・ 水質検査は水・衛生局が実施 
・ 定期点検は Waminn 社が実施 
・ レストランの規模に対する浄化槽の容量が小さ

い 
・ 流入ポンプの稼働時 1 回あたりの送水量が多い 
・ 流入嫌気ろ床槽の周りに油分が付着している 
・ NH4-N（アンモニア性窒素）の値が高いのは、流

入水が適正量よりも多いため、十分な硝化反応が

おきていないことが要因と推察される 

 

No.2 
オフィスビル 
浄化槽 

・ 型式不明（合併浄化槽） 
・ 地下埋設 
・ 定期点検は Waminn 社が実施 
・ ビルの規模に対する浄化槽の容量が小さい 
・ NH4-N（アンモニア性窒素）の値が高いのは流入

水が適正量よりも多いため、十分な硝化反応がお

きていないことが要因と推察される 
・ オフィスビルの玄関すぐ横に設置してあり、く

み取りや維持管理することを念頭に置いていな

い 
 

No.3 
Waminn 社 
スポーツジム 
浄化槽 

・ 型式 KZ（小型浄化槽） 
・ 対象人数不明 
・ 地下埋設 
・ 流入槽（嫌気ろ床槽）における DO（溶存酸素）

が高いので脱窒反応が行われていない可能性が

ある 
・ ジムの使用人数に対して浄化槽の容量が小さい 

 
No.4 
Waminn 社 
事務所浄化槽 

・ 型式 KZ（小型浄化槽） 
・ 対象人数不明 
・ 屋外設置 
・ 流入槽（嫌気ろ床槽）における DO（溶存酸素）

が高いので脱窒反応が行われていない可能性が

ある。 
・ 事務所の使用人数に対して浄化槽の容量が小さ

い 
・ NO3-N（硝酸性窒素）の値が高いのは、硝化反応

は促進しているが、脱窒反応がおきていないため

である 
・ pH の値が高いのは、流入水における小便の量が

大半を占めていることが要因と推察される 
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調査対象 設置状況 
No.5 
YCDC 訓練学校 

・ 型式 HC-50A（合併浄化槽） 
・ 50 人槽 
・ 屋外設置 
・ 汚泥の引抜きは未実施 
・ 定期点検は Waminn 社が実施 
・ 放流水質は、単独浄化槽としての基準は満たし

ている 
・ タンク内水位が上昇している。これは、曝気槽

に移行する管の下部が汚泥により閉塞している

ことが要因と推察される 
  

出所：JICA 調査団作成 

表 4-2 簡易水質検査キットによる浄化槽の水質調査 

分析 
項目 

単位 

No.1 
ｶﾝﾄﾞｰｼﾞｰ湖 

No.2 
ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ 

No.3 
Waminn 社 

No.4 
Waminn 社 

No.5 
YCDC 

ﾚｽﾄﾗﾝ浄化槽 浄化槽 ｽﾎﾟｰﾂｼﾞﾑ浄化槽 事務所浄化槽 訓練校 
(5 人槽)処理

水 
処理水 流入水 放流水 流入水 放流水 処理水 

窒素 
除去能  

有 有  有  有 無し 

水温 ℃ 31.6  - - 27.0  - 29.1  - 
pH - 7.2  6.2  - 7.5  - 9.5  7.2  
DO mg/L 4.0  - 2.36  0.16  1.20  2.90  - 
NO2-N mg/L 0.02 以下 1 以上 - - - - 1 以上 
NO3-N mg/L 1 以下 7  - 45 以上 - 45 以上 45 以上 
NH4-N mg/L 10 以上 45 以上 - 10 以上 - 10 以上 10 以上 
PO4-P mg/L 0.2 以下 8  - 10 以上 - - 10 以上 
CODMn mg/L 15  35  - 15  - 15  30  
採水日   2014/12/10 2014/12/11 2014/12/12 2014/12/12 2014/12/12 2014/12/12 2014/12/17 
出所：JICA 調査団作成 

4-2 製品・技術のニーズの確認 

ここでは水質調査や関係機関へのヒアリングを通じて開発課題の特定およびニーズの確認を行い、

浄化槽の導入による衛生環境の改善手法について検討する。 

 4-2-1 水質調査 

ヤンゴン市内を流れる排水路の状況や腐敗槽の状況を把握することを目的に、2014 年 12 月 22
日にヤンゴン市内の 5 地点で水質調査を実施した。調査地点を図 4-1 に調査結果を表 4-3 にそれ

ぞれ示す。 

 No.1：排水路 
 No.2：YCDC 職員宿舎排水路（腐敗槽流出水と雑排水の混合後） 
 No.3：腐敗槽流出水（一般家庭） 
 No.4：カンドーミン湖内排水路 1（公園内トイレ排水と雑排水の混合後） 
 No.5：カンドーミン湖内排水路 2（雨水排水と家庭雑排水の混合後） 

調査結果から、No.1 は市内を流れる水路を対象としているのに対し、その他のサンプリング地
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点は腐敗槽やトイレ排水等の直後であることから、窒素およびリン濃度が高い結果となっている。

その中でも、腐敗槽の直後である No.2 および No.3 では、有機性汚濁を示す CODCr がそれぞれ

448 mg/l、704 mg/l と、下水道の受け入れ基準（200 mg/l）を大幅に超過していた。なお、この 2
地点の BOD5 濃度は、下水道の受入基準（150 mg/l）を超過していないものの、他の地点と比較し

て高い値であった（No.2：96 mg/l、 No.3：122 mg/l）。

他方、No.4 および No.5 の CODCrおよび BOD5が他の地点と比較して低いのは、道路排水や公園

内の散水用水の流入により希釈されたものと想定される。 

 
出所：OSM data ©2011 CC-BY-SA Openstreetmap.org contributors 

図 水質調査地点

No.1 

No.2 

No.3 
No.4 

No.5 
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表 4-3 水質調査結果 

水質項目 単位 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 
排水路 YCDC 職員宿

舎排水路 
腐敗槽流出水 カンドーミン

湖内 
排水路 1 

カンドーミン

湖内 
排水路 2 

水温 ℃ 25.1 23.6 26.0 26.5 26.9 
pH  6.53 7.44 7.15 7.41 6.92 
SS mg/l 45 286 78 51 34 
DO mg/l 5.8 3.2 5.8 6.4 6.6 
CODCr mg/l 192 448 704 128 96 
BOD5 mg/l 48 96 122 36 24 
T-N mg/l 11.9 98 75.6 28.7 27.3 
T-P mg/l 0.52 11.4 11.8 0.82 3.5 
Fecal Coliform MPN/100ml >16 >16 >16 >16 >16 
出所：JICA 調査団作成 

 4-2-2 YCDCへのヒアリング 

YCDC では新規の建築物に関する汚水処理施設の許認可を行っている。前述のとおり、「ミ」国

には浄化槽の設計基準が無いものの、YCDC 独自の基準（判断）にもとづき、仕様を定めている。

しかしながら、経済性を理由に、施主側の判断で推奨規模より小規模な浄化槽を設置している実態

が YCDC へのヒアリングより判明した。そのため、YCDC としては、浄化槽に係る法制度および

設計基準の整備を検討しているが、浄化槽に関するノウハウがないため、外部からの知見を導入し

たいとの意向が確認された。 

上記のうち、浄化槽の関連法制度については、表 4-4 に示す通り、既往のマスタープランにお

いて整理されている。今後、この法制度を具体化していくためにも、浄化槽のノウハウを有した技

術者を YCDC に投入し、協同で作業を進めていく必要がある。算定基準については、調査団から

YCDC に表 4-5、表 4-6 に示すような日本における浄化槽の算定基準（英訳）を提供したが、これ

についても現地の実情に合わせて再構築することが必要となる。 

他方、浄化槽の維持管理作業19については、浄化槽の販売元である Waminn 社等が行っているも

のの、その Waminn 社も高度な技術的判断が必要な事項についてはクボタ社の技術者に依存してい

る。しかしながら、クボタ社の技術者による点検は 2 ヶ月に一度となっており、恒常的に指導を行

える体制となっていないことから、YCDC としても維持管理技術の向上は必須と考えている。 

また、YCDC は、腐敗槽汚泥管理を含む水環境問題全般に対しても懸念を持っている。さらに、

YCDC は、水環境問題を含む環境問題の解決のためには、市民の協力が重要であるとの認識のもと、

環境教育・啓蒙活動の充実を図りたい意向も有しており、そのような観点からも、各家々に設置さ

れる浄化槽は、それらの活動の媒体として重要な役割を果たしうるものと考えている。 

                                                        
19水質基準を満足するために、曝気量、循環水量、逆洗時間およびトイレの水洗水量等の調整を適切に行う等の作業

のこと。 



 

4-6 

表 4-4 浄化槽・腐敗槽に関する法規 

 
出所：JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査，2014 年 3 月 
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表 4-5 日本における浄化槽の算定基準（１） 

 

Estimation of Population for wastewater purifier (JOHKASOU) of buildings

Formula Unit

Wastewater

per capita

(liter per capita

day)

BOD load

(gram per

capita day)

i n ＝ 0.08A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

200 30

Public hall: 8

Theater: 10

Cinema: 12

ii n ＝ 16C

n：Design population

       (person)

C
Note 1

：Number of lavatory basin

150 40 10

iii n ＝ 0.065A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

155 40 15

n ＝ 5

n ＝ 7

n ＝ 10

ii n ＝ 0.05A

n：Design population (person)

A：Total area (m2)

(Note)

In case of :n≦3.5,

n=3.5 or 2 (a compartment

consists of one room)

In case of n≧6, n=6

200 40 12

iii n ＝ 0.07A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

200 28 8

iv n ＝ P

n：Design population

       (person)

P：Full number (person)

200 40

8

(Home for the aged

:10)

n ＝ 0.15A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

200 40

n＝0.075A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

400 40

ii n ＝ 5R

n：Design population

       (person)

 R：Number of room

200 30

iii n ＝ P

n：Design population

       (person)

P：Full number (person)

200 40 8

B: less than 300 n ＝ 8B 125 40

B: 300 or more
n ＝ 11.43（B－

300）＋2,400
113 36

B: less than 300 n ＝ 5B 200 30

B: 300 or more
n ＝ 7.14（B－

300）＋1,500
182 27

ii n ＝ 0.19A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

130 40 8

i n ＝ 0.075A 200 30

ii n ＝ 0.15A 200 30

n ＝ 0.72A 180 40

n＝2.94A 90 40

n ＝ 0.55A 200 40

iv n ＝ 0.80A 200 30 10

i n ＝ 0.075A 200 30 8

ii n ＝ 0.11A 200 30 12

iii n ＝ 0.15A 200 30 8

vi n ＝ 0.50A 200 30 6

v n ＝ 0.25S

n：Design population

       (person)

S：Number of range

200 30

vi n ＝ 2.50L

n：Design population

       (person)

L：Number of lane

200 30

vii n ＝ 0.20S

n：Design population

       (person)

S：Number of cage

200 30

n ＝ 3S 200 30

n ＝ 2S 200 30

Amusement

facilities
6

12

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

Wastewater generation and BOD

load per design population (n)

(Reference)
Time for discharging

(Reference)

40

1 Public hall

Public hall / cinema / theater

Race course / bicycle racetrack

Gymnasium

Category Type of Building

Design Population

2 Residence

i Residence

Dormitory

Home for the aged / camp

130＜A

More than 2 kitchens and 2 bath

Apartment

A ≦ 130

200

3
Accommo

dation

i Hotel

Hostel

With banquet room

10Without banquet room

Motel

4
Medical

facilities

i Large scale 12
Without kitchen

and laundry

equipment

Small scale

With kitchen

and laundry

equipment n：Design population

       (person)

B：Number of bed

5 Shop

Shop / market

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

Cafe

8
Department store

iii Restaurant

Moderate

8Heavily polluted

Lightly polluted

Pull hall
n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

Pachinko parlors

Igo / mah-jongg club

Disco

Golf driving range

10

Bowling stadium

Batting cage

viii Tennis club
With night lighting n：Design population

       (person)

S：Number of courtWithout night lighting  
出所：JIS 「建築物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基準」を元に JICA 調査団作成 
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表 4-6 日本における浄化槽の算定基準（２） 

Estimation of Population for wastewater purifier (JOHKASOU) of buildings

Formula Unit

Wastewater

per capita

(liter per capita

day)

BOD load

(gram per

capita day)

ix n ＝ 16C

n：Design population

       (person)

C
Note 1

：Number of lavatory basin

150 40 7

x
n ＝ (20C＋

120U)/8×t

n：Design population

       (person)

C：Number of lavatory basin

U
Note 2

：Number of urinary

 t：Daily operating time per

     lavatory basins and urinary

t ＝ 1.0 ～ 2.0

- - 10

xi n ＝ 0.56P

n：Design population

       (person)

P：Full number (person)

125 40 8

xii n ＝ 21H

n：Design population

       (person)

H：Number of hole

250 26 10

Not located in sight

seeing area
n ＝ 3.60P 40

Located in

sightseeing area
n ＝ 3.83P 40

Parking area without

kiosk
n ＝ 2.55P 40

Not located in sight

seeing area
n ＝ 2.66P 40

Located in

sightseeing area
n ＝ 2.81P 40

ii
n ＝ (20C＋

120U)/8 ×t

n：Design population

       (person)

C：Number of lavatory basin

U
Note 2

：Number of urinary

 t：Daily operating time per

     lavatory basins and urinary

t ＝ 0.4 ～ 2.0

- -

iii n ＝ 20
n：Design population

       (person)
- - 8

i n ＝ 0.20P 200 36

ii n ＝ 0.25P 200 36

iii n ＝ 0.08A

n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

200 30 5

n ＝ 0.075A 200 40

n ＝ 0.06A 270 40

n ＝ 0.75P 133 40

n＝0.30P 200 30

i n ＝ 0.02A 200 40 10

ii n ＝ 0.17A 200 10 12

iii n ＝ 16C

n：Design population

       (person)

C
Note 1

：Number of lavatory basin

- - 8

n ＝ 0.008P

n＝0.010P

n ＝ 0.013P

Note 1: Total number of lavatory basin and urinary


Note 2: For women's toilet, about 1/2 of number of lavatory basin is regarded as urinary

Amusement

facilities
6

Wastewater generation and BOD

load per design population (n)

(Reference)
Time for discharging

(Reference)
Category Type of Building

Design Population

Amusement park / bathing beach

Swimming pool / ice skate link

Camp

Golf link

7
Parking

lot

i
Service

area

Toilet

Kiosk

Parking lot

Gas station

n：Design population

       (person)

P：Number of parking space

      for one car

135

12

115

8 School

Kindergarten / elementary school / junior high

school n：Design population

       (person)

P：Full number (person)

8

Senior high school / college / university

Library

9 Office i Office

With kitchen n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)

8

Without kitchen

10 Workshop i

Factory/

research

institute /

workshop /

laboratory

With kitchen n：Design population

       (person)

P：Full number (person)

Factory/workshop

(no shiftwork): 8

Factory/workshop

(shiftwork): 12 to 24

Research

institute/laboratory: 8Without kitchen

11 Others

Market n：Design population

       (person)

A：Total area (m2)Public bath

Public toilet

iv - - First to last train

Railway

station/ bus

terminal

P ＜ 100,000
n：Design population

       (person)

P：Number of passenger

100,000≦P＜200,000

200,000 ≦ P

 
出所：JIS 「建築物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基準」を元に JICA 調査団作成 
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 4-2-3 汚水処理に関する住民へのヒアリング結果 

本調査の第一次現地調査時には、ヤンゴン市内における 10 箇所の住民にヒアリングを実施し、

腐敗槽の使用状況や浄化槽へのニーズ等を調査した。ヒアリングの対象箇所は、Inya Lake の北側

から Kandawgyi Lake の周辺まで、ランダムに選定した。ヒアリング内容およびその結果を表 4-7
に示す。 

ヒアリングの結果、汚泥引抜きは 1~3 年に 1 回実施しており、一回当たりの料金は YCDC に依

頼した場合 18,000 Kyat～40,000 Kyat で、平均では 26,833 Kyat であった。しかし、これには引抜き

頻度が異なること、住居形態が異なる（一軒屋とコンドミニアム）という要素が含まれていること

から、年間の 1 世帯あたりの費用に換算したところ、平均で 13,417 Kyat という値を得た。民間の

ワーカーに依頼した場合の引抜き料金は 7,500～10,000 Kyat であり、年間の 1 世帯当たりの費用と

して、5,417 Kyat を得た。 

浄化槽の認知度については、10 人中 8 人が「知らない」と回答した。また、現状の汚水処理に

満足していること、1 台あたり 3,000 ドル（5 人槽の場合）という価格面の制約から、浄化槽への

転換を検討する人は少ないことが判明した。また、コンドミニアムの場合、既存の腐敗槽から浄化

槽へ転換を図るためには全世帯の合意が必要となるとの回答があった。その一方で、ローンの仕組

みがあれば購入を検討するとした回答者もおり、浄化槽の普及促進のためには、住民負担を軽減す

るための仕組みの構築が必須であることが明らかとなった。 

表 4-7 ヒアリング内容および結果一覧 

質

問

内

容 

質問 
1 

質問 
2 

質問 
3 

質問 
4 

質問 
5 

質問 
6 

質問 
7 

質問 
8 

質問 
9 

質問 
10 

質問 
11 

人数 住居 汚水処理 
施設 

汚泥 
引抜きの 
経験 

作業者 頻度 引抜き料金 
（Kyat） 

満足度 浄化槽の 
認知度 

浄化槽への 
転換 

 

ローン活用 
による 
購入意思 

回

答 
1 

4 一軒家 腐敗槽 有 YCDC 
2 年に 
1 回 

23,000 
（年間

11,500) 
満足 

知ってい

る 
使いたいが費

用が高価 

高価なので

今のままで

よい 
回

答 
2 

12 一軒家 腐敗槽 有 YCDC 
2 年に 
1 回 

18,000 
（年間

9,000) 

汚泥が多

い場合、異

臭あり 

知ってい

る 
高価なので今

のままでよい 

高価なので

今のままで

よい 

回

答 
3 

10 一軒家 素掘り 有 ワーカー 
1 年に 
1 回 

7,500 満足 知らない 
まずは腐敗槽

を購入したい 

（腐敗槽に

ついて）ロー

ンの仕組み

があれば考

えたい。浄化

槽は高い。 

回

答 
4 

2 一軒家 腐敗槽 
無し 

（設置後 
2 年経過） 

- 無し 
（推定） 
12,000～
15,000 

満足 知らない 
YCDC からの

指示があれば

入れる 

ローンに頼

らず購入す

ることは可

能 
回

答 
5 

6 一軒家 腐敗槽 有 YCDC 
1 年に 
1 回 

30,000 満足 知らない 
高価なので今

のままでよい 

ローンの仕

組みがあれ

ば考えたい。 
回

答 
6 

6 
コンドミ

ニアム 
（12 世帯） 

腐敗槽 有 YCDC 
2～3年
に 1 回 

40,000 
(年間 13,000
～20,000) 

異臭あり 知らない 
異臭がなくな

るなら入れた

いが、全世帯

ローンの仕

組みがあれ

ば考えたい
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質

問

内

容 

質問 
1 

質問 
2 

質問 
3 

質問 
4 

質問 
5 

質問 
6 

質問 
7 

質問 
8 

質問 
9 

質問 
10 

質問 
11 

人数 住居 汚水処理 
施設 

汚泥 
引抜きの 
経験 

作業者 頻度 引抜き料金 
（Kyat） 

満足度 浄化槽の 
認知度 

浄化槽への 
転換 

 

ローン活用 
による 
購入意思 

の合意が必要 が、全世帯の

合意が必要 

回

答 
7 

5 
コンドミ

ニアム 
（17 世帯） 

腐敗槽 有 YCDC 
3 年に 
1 回 

25,000 
（年間

8,300） 
満足 知らない 

全世帯の合意

が必要 

ローンの仕

組みがあれ

ば考えたい

が、全世帯の

合意が必要 

回

答 
8 

6 一軒家 腐敗槽 有 YCDC 
1 年に 
1 回 

25,000 満足 知らない 興味はある 

高価なので

今のままで

よい 
湖の近くな

ら購入を考

えるが、近く

に水辺はな

いから、水を

きれいにす

る必要性を

感じない 
回

答 
9 

6 一軒家 
腐敗槽 

（浸透式） 
無 - - - 満足 知らない 

高価なので今

のままでよい 

高価なので

今のままで

よい 

回

答 
10 

6 一軒家 腐敗槽 有 ワーカー 
3 年に 
1 回 

10,000 
（年間

3,300） 
満足 知らない 

水がきれいに

なるなら入れ

たいが、市民

全体での対応

が必要。 
一軒家よりコ

ンドミニアム

に設置したほ

うが効果があ

るのではない

か。 

高価なので

今のままで

よい 

出所：JICA 調査団作成 

4-3 製品・技術と開発課題との整合性および有効性 

これまでの検証作業をもとに、2 章で示した開発課題に対し、提案企業が有する技術との整合性お

よび有効性の検討を行った。 

「ミ」国は民主化以降、規制を緩和し外国企業の参入に積極的である。特に商業の中心部であるヤ

ンゴン市は、急速に都市化が進み、人口の集中が生じている。その反面、インフラ整備には時間を要

すため、需要に対して供給が追い付いていない。その中でも「後発インフラ」とも称される下水処理

は手つかずで、本来有すべき「公共用水域の保全」や「公衆衛生の安全の確保」といった役割を十分

に果たしているとは言い難い。日本の援助により、ヤンゴン市における上下水道のマスタープランが

2014 年に策定されたものの、上水道の整備を優先した計画となっている。しかしながら、下水道分

野としては、下水道運営に関する組織整備と並んで個別処理（浄化槽や腐敗槽）の法規や助成制度の
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整備を最優先事項にしていることから、YCDC としても浄化槽技術の普及に着目しているところであ

る。 

上記のような、YCDC が直面している開発課題に対して、提案企業が有する浄化槽維持管理に関す

る技術・ノウハウは、今後 YCDC が具体的な施策を実施する上で、非常に重要な役割を担っている

と言える。また、Waminn 社による浄化槽の販路拡大（設置数の増加）や下水道全体としての法整備

を進めることにより、浄化槽の維持管理に対する需要とその重要性は、さらに高まるものと考えられ

る。 

4-4 製品・技術の現地適合性検証 

提案企業は浄化槽の維持管理を主業務とするため、当該企業が現地で活躍するためには、浄化槽の

設置数を増やすことと併せて、その維持管理技術の能力を認識してもらう必要がある。そのためには、

多くの住民に浄化槽による環境改善の効果を実感してもらうことが不可欠である。 

したがって、ここでは今後の普及・実証事業の実施を想定して、浄化槽の試験運用が可能な適地の

選定を行う。 

 4-4-1 試験運用候補地 

試験運用候補地は、水質調査の実施箇所から、既存の汚水処理の状況、広報・普及の観点および

設置に係る用地取得の容易性に鑑み、市有地を候補地として、以下の 3 箇所を選定した。それぞれ

の概要を表 4-8 に整理する。 

候補地① カンドーミン湖内トイレ（水質調査 No.4） 
候補地② YCDC 広場･公園･庭園局 事務所バックヤード（水質調査 No.5） 
候補地③ YCDC 職員宿舎（水質調査 No.2） 
 

表 4-8 試験運用候補地の概要 

候補地 概要 
候補地① 
カンドーミン湖内トイレ 

 シエダゴン・パゴダの南に位置する

カンドーミン湖内の公園に設置され

ているトイレ 
 平日は 150 人、休日・イベント時は

1,000 人ほどが利用 
 トイレの汚水処理施設としてタイ製

腐敗槽（バイオタンク）が設置され

ているが、異臭が発生。放流先はカ

ンドーミン湖 
 浄化槽の処理対象はトイレ排水を想

定 
 クボタ浄化槽（５人槽）がすでに設

置されているが容量が小さい 
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候補地 概要 
候補地② 
YCDC 広場･公園･庭園局 
事務所バックヤード 

 事務所はカンドーミン湖の公園内に

併設。 
 設置候補地は、その事務所のバック

ヤードで数件の職員住宅がある 
 汚水および雨水排水が混合した下水

が流下する排水路あり 
 浄化槽の処理対象はその排水路を想

定 
 

 

候補地③ 
YCDC 職員宿舎 

 インヤ湖の東に位置するYCDCの職

員宿舎 
 19 棟のコンドミニアム。 
 現状、トイレ排水は腐敗槽、その他

の家庭雑排水は排水路へ排水 
 浄化槽の処理対象は、19 棟のうち 2

棟分のし尿処理を行う腐敗槽の代替

施設として設置する 

 

出所：JICA 調査団作成 

 4-4-2 試験運用適地の選定 

前項で示した 3 候補地について、設置場所、設置容易性、既存の汚水処理の状況、広報・普及、

水質状況の観点から、試験運用適地の選定を行った。その結果、表 4-9 に示す通り、候補地①「カ

ンドーミン湖内トイレ」を第一候補として、YCDC へ提案し、調整を進めるものとする。なお、試

験運用に係る事業予算が十分に確保できる場合、候補地②、③についても試験運用を実施する方針

である。 

表 4-9 試験運用適地の選定結果 

評価項目 候補地① 
カンドーミン湖内トイレ 

候補地② 
YCDC 広場･公園･庭園局 
事務所バックヤード 

候補地③ 
YCDC 職員宿舎 

設置場所 市有地 ○ 市有地 ○ 市有地 ○ 
設置容易性 浄化槽を設置するだ

け十分な用地あり 
◎ 設置場所は限定的 

※2014 年 12 月中旬に

設置候補地に隣接し

て建屋が建設中であ

った 

○ 既存の腐敗槽との入れ

替えが必要となるため、

設置は困難 

△ 

既存の汚水処理の状

況 
トイレ排水をバイオ

タンク（タイ製）1)に

て処理 
第２回現地調査時に

はクボタ製浄化槽が

入っていた 

○ 未処理汚水がカンド

ーミン湖に流入して

いるため、対策が必要 

◎ 腐敗槽によりし尿を処

理 
○ 

広報・普及 多くの市民が利用す

ることから、認知が容

易 

◎ 公共施設内に設置す

る こ と に な る が、

YCDC広場･公園･庭園

○ 宿舎敷地内に設置する

ことになるため、一般市

民への認知は限定的 

△ 
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評価項目 候補地① 
カンドーミン湖内トイレ 

候補地② 
YCDC 広場･公園･庭園局 
事務所バックヤード 

候補地③ 
YCDC 職員宿舎 

局事務所の裏にある

ため、認知されるのは

限定的 
水質検査結果 
 

【水質調査 No.4】 
CODCr は下水道の受

入基準を満たしてい

るものの、候補地②と

比較して高い値を示

しており、浄化槽の効

果がやや期待できる。 

○ 【水質調査 No.5】 
CODCrは下水道の受入

基準を満たしており、

3 候補地の中で最も数

値が低いことから、浄

化槽の効果が把握し

づらい可能性がある。 

△ 【水質調査 No.2】 
CODCr は下水道の受入

基準を超過しており、

T-N 濃度も非常に高い

ことから、浄化槽による

効果が期待される。 

◎ 

選定結果 第 1 候補 12 点 第 2 候補 10 点 第 3 候補 9 点 

出所：JICA 調査団作成 
「◎」3 点、「○」2 点、「△」1 点として評価 
1) タイ製のバイオタンクは機能的に腐敗槽と同類であることから、腐敗槽と同じ評価とした。 

4-5 実現可能性の検討 

これまでの調査結果から、現在、ヤンゴン市においては、特に民間開発による高層建築物(高層住

宅/商業施設/オフィスビル等)を対象にした排水基準を設定し、浄化槽およびそれ以上の汚水処理施設

の設置を求める指導を強めている。したがって、今後は、高層建築物のみならず、一般家庭への普及

を図っていくための制度設計が必要となる。 

一方、本調査においては、ヤンゴン市内に設置され既に稼働している浄化槽のいくつかを視察し、

その放流水質等の調査を行った。その結果、十分なスペックを持っている浄化槽であるにも関わらず、

その能力を全て使い切っていない状況が明らかとなった。これは、設置後の浄化槽の維持管理20が十

分に行き届いていないことが原因であり、それは、換言すれば、維持管理要員が育っていないことに

起因するものと考えられる。 

さらに、カンドーミン湖内トイレについては、第 1 回現地調査時にはタイ製のバイオタンクだった

ものが、第 2 回現地調査において、クボタ製の浄化槽が導入されていることが判明した。第 1 回現地

調査での調査団の訪問を受け、浄化槽への高評価と環境意識の高まりから、浄化槽が導入されたと推

察されるが、残念ながら想定使用人数に比べてその容量は小さく、浄化槽からの排水も十分に浄化さ

れていなかった。この行動の速さと環境への意識の高まりについては評価すべきで、浄化槽容量の算

定基準を導入することによって適正な容量の浄化槽が導入されることになる可能性が見出された。こ

れは、市内のビジネスビル・コンドミニアム・ホテル等も同様で、建物の規模に比べて明らかに容量

の小さい浄化槽が導入され、十分に水質が改善されないまま放流されている所もあり、適正な容量の

浄化槽を導入することの重要性を示す必要がある。 

上記のような状況を考慮すると、(1) 浄化槽の普及促進に係る制度設計、すなわち、浄化槽の普及

を促進するための条例、浄化槽設置に係るガイドラインおよび槽容量の算定基準/要領等が整備され、

(2) 浄化槽の性能や、その維持管理に関するノウハウに知悉し、如何なる不調やトラブルにも対応で

きる人材を育成することが、今後の鍵になるものと考えられる。 

                                                        
20浄化槽を良好な状態に保ち、水質基準を満足するため、曝気量、循環水量、逆洗時間およびトイレの水洗水量等の

調整や指導を行うこと。 
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次章以降では、この 2 点の課題を解決し、浄化槽の普及および適正な維持管理体制の構築を行うた

めの方策を検討するものとする。 
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第5章 ODA 案件化の具体的提案 

5-1 ODA案件概要 

本調査を通じて提案する ODA は、最終的には本邦企業（ここでは提案企業である大五産業）がビ

ジネスベースで持続的な事業を展開できるための支援を念頭に置いている。また、中小企業の海外展

開支援の側面をもつ本調査においては、戦略的かつ長期的な視点で ODA 案件化の提案を行う必要が

ある。そこで、浄化槽の維持管理の重要性を証明すること、および浄化槽の展開を図りヤンゴン市の

水環境改善に寄与することを目的に、3 つの ODA 案件化を検討し、ビジネス展開と絡めて図 5-1 に

示すタイムラインを作成した。 

タイムラインは、図 5-1 に示すように、普及・実証事業開始後、ビジネス展開においては合弁会社

設立準備に入り、各ガイドラインおよび維持管理業務のアウトソーシングのための仕様書が完成する

頃に会社設立および浄化槽の販売・維持管理ビジネスを開始する。その後、浄化槽の普及および条例

化支援と汚泥処理施設の ODA 案件を提案することで、浄化槽が展開される素地を整えることが期待

される。 

以下に、提案する ODA 案件の概要を示す。また、各案件の具体的な内容を 5-2 以降に詳述する。 

 5-1-1 普及・実証事業 

 2～3 候補地（4-4 章参照）への浄化槽設置 
 YCDC の維持管理体制構築 
 浄化槽に関する On-the-job トレーニング（室内講義、フィールドトレーニング等） 
 ガイドライン作成（浄化槽の容量算定基準、浄化槽の設置監理、維持管理） 
 既存浄化槽（表 4-1 参照）を含めた維持管理計画の策定・維持管理の実施 
 浄化槽維持管理アウトソーシング化支援 

 5-1-2 ヤンゴン市の浄化槽普及および条例化支援 

 維持管理要員の育成 
 YCDC の環境教育・啓蒙活動の支援 
 浄化槽の普及促進に係る制度設計 

 5-1-3 引抜き汚泥処理および再資源化プラントの導入 

 引抜き汚泥ストックヤード 
 セプティックタンク汚泥処理（一次処理） 
 コンポスト（堆肥）化装置 
 ソフトコンポーネント 
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出所：JICA 調査団作成 

図 5-1 ODA案件化とビジネス展開 

YCDC 大五産業 自治体 日本専門家 Wammin(*2) 合弁会社 ２Ｑ ３Ｑ 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

提案締切 ○ 4月

採択 6月

ＭＯＡの準備・協議・締結 ＣＰ、ＪＩＣＡ、企業の3社間 ○ ○ →約３～4月（YCDCより政府への確認必要）

最終見積り入手 MOA締結後

発注（浄化槽、工事） 見積入手後

２または3か所設置 ○ ○ ○ 発注後2～3か月後に工事開始

浄化槽維持管理 室内講義・実地訓練 ○ ○ △ 設置後、日々の測定実施

セミナーの開催 ○ ○ ○ ○ △

日本への視察・研修 ○ ○ ○ ○ △

浄化槽の容量算定 ○ ○ ○ ○

浄化槽の設置基準 ○ ○ ○ ○

浄化槽の維持管理 ○ ○ ○ ○

維持管理アウトソーシング化支援 仕様書案の作成 ○ ○ ○ ○

維持管理要員の育成 室内講義・実地訓練 ○ ○ ○ △ →約3年間

市民への環境教育 ○ ○ ○ ○ △ →約2年間

学校教育への導入 ○ ○ ○ ○ △ →約2年間

排水基準条例 ○ ○ ○ ○ →約2年間

浄化槽設置条例 ○ ○ ○ ○ →約2年間

維持管理条例 ○ ○ ○ ○ →約2年間

技術者資格制度の提案 ○ ○ ○ ○

助成制度の可能性検討 ○ ○ ○ 制度開始

汚泥処理施設（無
償ｏｒ円借款）

膜式浄化槽の設置による汚泥のリサイクル化 ○

ＯＤＡを通した教育の実施 ○ ○

具体的な協業事項の検討 ○ ○

合弁会社に関する契約の締結 ○ ○

合弁会社設立 ○ ○ 契約締結後、設立準備 → 設立

浄化槽の自国開発の検討 ○ ○

浄化槽の他メーカーの参入検討 ○

浄化槽の普及及び維持管理に関する定期セミナー開催 ○ ○ →

ガイドラインに沿った浄化槽の販売開始 ○ →

浄化槽の維持管理の開始 ○ →

浄化槽資格制度の運営サポート ○ 運営準備 → 運営開始

法制度に沿った浄化槽の販売・維持管理の開始 ○

(*1)ビジネス展開を意識したガイドラインの作成が必要

(*2)ＯＤＡ案件を通して、技術教育を実施して、ビジネス展開・合弁会社設立を行う
(注）浄化槽他メーカーの参入の検討は別途要

ビジネス展開

ODA

普及及び条例化支
援（技プロ）

浄化槽普及促進に係る制度設計

環境教育

浄化槽の理解

ガイドライン作成(*1)

普及実証事業
（中小企業海外展

開支援）

普及実証事業提案～事前
準備まで

浄化槽設置

役割
タイムライン

2016 2017 2018
2019以降

2015
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5-2 具体的な協力計画および開発効果 

 5-2-1 普及・実証事業を通じた実証 

 (1) カウンターパート 
YCDC 水・衛生局 

 (2) 案件化調査により明らかとなった課題 
本調査による現地調査を通じ、以下の課題が明らかとなった。 

 建設されているビルに比べて、明らかに容量が足りない浄化槽が導入されている 
 ビジネスビルの正面玄関横に浄化槽が設置されている（汚泥引抜き時に配慮が必要とな

る） 
 浄化槽からの放流水質がよくない（浄化槽の能力が最大限発揮されていない） 
 認可後、適正な浄化槽が入っているかの確認作業が行われていない（できない） 
 YCDC 施設でさえも容量の小さい浄化槽が入っている（適正容量が算定できない） 

その他、建築許可時よりも小さい容量の浄化槽が導入されているというヒアリング結果もある

ように、せっかく浄化槽を導入しているにも関わらず、その能力が最大限活用されていない。 

 (3) 上位目標 
浄化槽が普及し、それが適正に維持管理され、ヤンゴン市の水環境が改善する。 

 (4) プロジェクト目標 
浄化槽および浄化槽維持管理の重要性が実証され、YCDC が浄化槽の設置監理能力を習得する。 

 (5) 期待される成果 
YCDC が適正な浄化槽の容量を算定でき、その設置監理および維持管理について建設業者に指

導でき、浄化槽の異常があればそれを発見できるレベルにすることを目標に、以下の成果を期待

する。 

 浄化槽台帳および年間維持管理計画 
 浄化槽ガイドライン（容量算定基準、設置監理、維持管理） 
 浄化槽維持管理外部委託仕様書（案） 

 (6) 事業実施期間 
2 年間 

 (7) 具体的な活動 
普及・実証事業による主な活動は以下の通り。 

   1) 2～3 候補地（4-4 章参照）への浄化槽設置 
2～3 候補地へ実際に浄化槽を導入する。ただし、カンドーミン湖内トイレに関しては、す

でにクボタ製の浄化槽（5 人槽：処理能力 1 m3/日）が設置済みではあるが、残念ながら想定

使用人数（300 人槽：処理能力 60 m3/日）に比べ容量が小さく、適正な容量の浄化を設置する

こととする。各候補地に設置を想定している浄化槽は次のとおりである。 
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・YCDC 庁舎：1m3/日×5 台 

・カンドーミン湖内公園のトイレ：60m3/日×1 台 

・カンドーミン湖内公園の事務所裏庭：80m3/日×1 台 

   2) YCDC の維持管理体制構築 
YCDC 水・衛生局内に、責任者、浄化槽維持管理スタッフおよび事務員から構成される浄化

槽チームを編成し、その浄化槽チームとの共同作業を行なう。 

   3) 浄化槽に関する On-the-job トレーニング（室内講義、フィールドトレーニング等） 
上記で編成した浄化槽チームに対し、浄化槽の仕組みや維持管理方法についての室内講義を

行ない、実際のフィールドにおいて浄化槽の設置、維持管理を行う。これにより、(2)で述べ

た課題が解決される。 

   4) 浄化槽に関するガイドラインの作成（容量算定基準、設置監理、維持管理） 
実際の活動を通じ、以下の 3 種類のガイドラインを日本人専門家チームと共同で作成する。 

容量算定基準 日本の基準を参考に、建物の容積・施設の種類に応じた浄化槽の容量の算定

基準をガイドラインに明示する。 
設置監理 浄化槽の設置の仕方、浄化槽の接続方式、設置時の確認項目等をガイドライ

ンに明示する。 
維持管理 維持管理の全容は長い経験によって得られるものである。したがって、ここ

では、どのタイミングでどのような活動を行うかについてガイドラインに明

示する。 

   5) 既存浄化槽を含めた浄化槽台帳の作成および維持管理計画の策定・維持管理の実施 
YCDC は、浄化槽の維持管理状況を確認する義務（排水が YCDC 基準を満たしているかど

うかの確認）がある。そのため、浄化槽台帳を作成し、以後、建築許可を与える際に、同様の

フォーマットで許可申請者に提出させる。これによって設置後の確認において許可時と異なる

浄化槽が入っていることを確認できる。また、作成した台帳に基づき年間の維持管理計画を策

定し、必要な人員・予算が将来にわたり確保されるサイクルを確立する。 

   6) 浄化槽維持管理アウトソーシング化支援 
YCDC は現在十分に行われていない浄化槽の維持管理業務を、直営ではなくアウトソーシン

グにて実施したい考えである。そのため、上記の活動を通じて維持管理技術をまずは YCDC
が取得し、将来浄化槽の設置数が増加してくれば、アウトソーシングを行い、その管理状況の

確認と設置者もしくは維持管理業者への指導を YCDC が行うことになる。そこで、日本の仕

様書を参考に、YCDC が外部委託できるよう、その仕様書（案）を作成する。 

 (8) 実施体制と役割・投入 
YCDC ・ 水・衛生局内に、責任者 1 名、浄化槽維持管理スタッフ 2 名および事

務員１名から成る浄化槽チームを編成する。 
・ 浄化槽チームおよび日本人の専門家チームが協業する部屋を準備す

る。 
・ 普及・実証事業において新規に設置する浄化槽の運用コスト（電気代）
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およびその他プロジェクト実施に必要な運営経費を投入する。 
日本国側 ・ 浄化槽の仕組みおよび浄化槽維持管理を指導する専門家、ガイドライ

ン・維持管理アウトソーシング支援を行う地方自治体、ガイドライン

作成支援・普及・実証事業実施支援のコンサルタントで構成される専

門家チームを編成する。 
・ 浄化槽の供与および上記専門家チームを派遣する。 

 5-2-2 技術協力プロジェクトによるヤンゴン市の浄化槽普及および条例化支援 

 (1) カウンターパート 
YCDC 水・衛生局 

 (2) 案件化調査により明らかとなった課題 
本調査による現地調査を通じ、以下の課題が明らかとなった。 

 比較的環境への意識が高いヤンゴン市においても、適正な容量の浄化槽が導入されてい

ない（ディベロッパーがいくらでもごまかせる） 
 現在、9 階以上の建物については浄化槽を導入する指導が YCDC により行なわれている

が、その背景となる法律が存在しない（浄化槽導入の根拠がない） 

また、個別処理（腐敗槽、浄化槽など）に関する法整備の重要性については、JICA ヤンゴン

市上下水道改善プログラム協力準備調査においても報告されている。 

 (3) 上位目標 
浄化槽が普及し、それが適正に維持管理され、ヤンゴン市の水環境が改善する。 

 (4) プロジェクト目標 
浄化槽に関する条例が制定され、YCDC が浄化槽の維持管理および設置監理能力を習得し、浄

化槽導入に係る指導力が強化される。 

 (5) 期待される成果 
YCDC が、ガイドラインに沿った活動を定着させ、浄化槽の異常を発見し、その解決策を指導

できるレベルに到達すること、かつ、浄化槽を導入するための根拠となる条例が制定されること

を目標に以下の成果を期待する。 

 浄化槽課の設置 
 浄化槽管理要員の増員と育成 
 浄化槽維持管理マニュアル 
 環境教育資料 
 条例の制定（排水基準、浄化槽設置、維持管理） 

 (6) 事業実施期間 
3 年間 
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 (7) 具体的な活動 

   1) 維持管理要員の育成 
普及・実証事業においては、浄化槽の異常を発見できるレベルには到達する。しかしながら、

発見した浄化槽の異常を正常な状態へ回復させるためには、長い経験に裏打ちされた多様な知

識およびノウハウの習得を必要とすることから、以下の活動を通じてそれらを習得する。 

 浄化槽の知識の習得（トレーニング、セミナー等） 
 トラブル・不調に対応できる人材の育成（実務を通じて） 
 適切な維持管理の実施・ノウハウの習得 

   2) YCDC の環境教育・啓蒙活動の支援 
現時点では、まだ高価な浄化槽を、一般家庭に普及させるためには、浄化槽設置に対する住

民意識を高めるための働きかけが重要である。そのため、各種セミナーや長期的視点に基づい

た以下の活動を実施する。 

 水環境問題を含む市民・開発事業者等の環境に対する意識改革 
 浄化槽を活用した各種学校における環境教育の実施（教育省への働きかけが必要） 

   3) 浄化槽の普及促進に係る制度設計 
住民の意識改革と併せて、浄化槽普及に向けた制度設計が必要となる。その 1 つは普及に向

けた根拠となる法令の制定、もう 1 つは普及を支援する方策の検討であり、以下に列挙するよ

うな活動を想定する。 

 排水基準条例の作成（一部、別途排水基準作成進行中） 
 浄化槽設置条例の作成（普及・実証事業で作成するガイドラインを活用） 
 技術者資格制度の提案 
 助成制度の可能性検討（ヤンゴン市、ヤンゴン地域、国レベル） 

 (8) 実施体制と役割・投入 
YCDC ・ 水・衛生局内の浄化槽チーム（責任者 1 名、浄化槽維持管理スタッフ 2

名および事務員 1 名）に加え、浄化槽維持管理スタッフを増員する（導

入されている浄化槽に応じて人数は決定する）。 
・ 浄化槽チームおよび日本人の専門家チームが協業する部屋を準備す

る。 
・ 条例化に向け、汚濁制御・清掃局および法律専門家と協業する。 
・ その他プロジェクト実施に必要な運営経費を投入する。 

日本国側 ・ 浄化槽の仕組みおよび浄化槽維持管理を指導する専門家、条例化支援

で地方自治体・コンサルタントによる専門家チームを編成する。 

 5-2-3 有償又は無償資金援助による引抜き汚泥処理および再資源化プラントの導入 

 (1) カウンターパート 
YCDC 水・衛生局および運輸・工場局 
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 (2) 案件化調査により明らかとなった課題 
本調査による現地調査を通じ、以下の課題が明らかとなった。 

 現在、ヤンゴン市では、下水処理場内にセプティックタンク（腐敗槽）の引抜き汚泥の

処理施設（沈殿池）を設けているが、ヤンゴン市の人口を勘案すると明らかに小さい。 
 また、その処理施設からの返流水を水処理施設に導入し処理しているため、水処理施設

が過負荷状況となっている。 
 今後の人口増を勘案すると、発生汚泥の総量は増加する。さらに、浄化槽は、腐敗槽に

比べて汚水がより浄化されるため、汚泥の発生量が多く、今後も引き続き汚泥量が増加

する傾向は変わらない。よって、汚泥処理施設の増強あるいは新設が急務である。 

 (3) 上位目標 
浄化槽が普及し、それが適正に維持管理され、ヤンゴン市の水環境が改善する。 

 (4) プロジェクト目標 
腐敗槽および浄化槽から発生する汚泥の処理および再資源化プラントが建設され、汚泥の適切

な処理・処分が実施されるとともに、その運転維持管理要員が育成され、ヤンゴン市の汚泥処理

に係る計画策定能力および実施能力が強化される。 

 (5) 期待される成果 
以下のような成果を期待する。 

 浄化槽および腐敗槽汚泥の処理および再資源化施設の建設 
 汚泥処理および再資源化施設の計画設計および維持管理運営能力の習得 

 (6) 事業実施期間 
3 年間（準備調査、詳細設計、建設） 

 (7) 具体的な活動 
以下のような活動を想定する。 

 汚泥処理および再資源化施設の計画設計および建設（図 5-2 に処理施設フローのイメー

ジを掲載） 
 汚泥処理および再資源化施設の運転維持管理の実施による職員の能力強化（On-the-Job 

Training による） 
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出所：JICA 調査団作成 

図 汚泥処理および再資源化施設フローのイメージ

実施体制と役割・投入 
YCDC ・ 水・衛生局内および運輸・工業局共同で、汚泥処理および再資源化施

設計画および維持管理運営チーム（責任者 1 名、施設計画設計スタッ

フ 2 名、施設運営維持管理スタッフ 3 名および事務員 1 名）を任命す

る 
・ 汚泥処理および再資源化施設チームおよび日本人の専門家チームが協

業する部屋を準備する。 
・ 汚泥処理および再資源化施設の計画設計および建設に必要な経費を投

入する。 
・ 汚泥処理および再資源化施設の運営維持管理に係るソフトコンポーネ

ント（On-the-Job トレーニングによる職員の訓練教育）の実施に必要な

経費を投入する。 
日本国側 ・ 汚泥処理および再資源化施設の計画設計および汚泥処理プラントの運

転維持管理指導を行う、専門家、地方自治体およびコンサルタントか

ら構成される専門家チームを編成する。 
 

対象地域およびその周辺状況

ヤンゴン市は、汚水処理施設として腐敗槽の設置および 9 階以上の建物については浄化槽相当以上

の汚水処理施設の設置を指導している。ヤンゴン市においては、一般に腐敗槽および日本製以外の浄

化槽についてはトイレからの汚水のみを対象とし、家庭雑排水は無処理のまま放流されている。また、

腐敗槽からの排水は地下浸透させており、雨水排水路には放流されない。浄化槽の処理水は、一部は

下水道に、一部は雨水排水路に放流されている。 

一方、「JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査」では、汚水処理全般に係る以下の

ような課題を挙げている。 
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 YCDC における下水道の普及率は 5％程度であり、非常に低い。 
 汚水処理は個別処理に頼らざるを得ないが、現在唯一の汚水処理施設である腐敗槽の普及率

も全人口の 43％程度であると推定される。 
 トイレ排水はもとより雑排水の処理を行なう必要がある。究極的には下水道の整備となるが、

整備には時間がかかるため、暫定的な方策を考える必要がある。 

また、本調査における現地調査の中で、ヤンゴン市内にて現在導入済みの浄化槽に関する、5-2 に

詳述したような課題が明らかとなった。 

5-4 他 ODA案件との連携可能性 

 (1) JICA ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査 
標記調査において、個別処理（腐敗槽、浄化槽等）に関する法整備の重要性が報告されている

とともに、表 2-13 および以下に示すように、腐敗槽および浄化槽に関する施策は、優先度が高

い検討事項とされているが、これはまさに 5-2-2 において提案したプロジェクトの活動に相当す

るものである。 

 腐敗槽の改良に関する方策の検討 
 浄化槽・腐敗槽に関する法規（構造基準）の検討および国との協議 
 腐敗槽の改良、浄化槽設置に関する助成制度の検討・創設 

 (2) 水環境管理および環境影響評価制度の能力向上プロジェクト（EIA 技術マニュアルおよび

審査） 
2015 年 3 月 23 日現在、標記業務は公示中であるが、YCDC および本業務に関係のある活動は

以下の通りである。 

 ヤンゴン市工業地帯および HLAING 川における、企業の水質関連インスペクションに

係る手順の標準化 
 河川の水質に係るデータベースの構築 
 水質汚濁対策に必要な情報解釈能力の向上 

YCDC は、排水基準を管轄区域内の工場排水についても適用したい意向を有しており、標記業

務の成果を活用することで、5-2-1 および 5-2-2 において提案するガイドライン作成や条例化を

実施することが可能となる。 

 (3) 本章で提案する ODA 案件の連携 
5-2-1 での活動およびその成果を活用しつつ 5-2-2 の活動を実施することで、浄化槽がヤンゴ

ン市内に展開されることとなる。また、将来の人口増および浄化槽のさらなる展開により発生す

る汚泥を 5-2-3 のプロジェクトを実施し、処理・再資源化することで、浄化槽普及による汚泥発

生によるマイナスの効果を、循環型システムを導入することにより、プラス効果へと転化させる

提案となっている。 

 (4) その他 
今後の展開としては、バイオガス化や汚泥の燃料化という技術の導入に加え、日本においても
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取組みが始まったばかりであるものの、貴重な資源であるリンを汚泥から回収し利用する新技術

の活用等を検討するため、こうした技術をもつ企業との連携も視野に入れる。 

5-5 ODA案件形成における課題 

 5-5-1 普及・実証事業を通じた実証 

普及・実証事業の仕組み、事業内容、実施体制については YCDC へ説明し、実施体制についても

YCDC 水・衛生局で構築することになっており、特に大きな課題はない。ただし、詳細活動内容をお

互いに確認していないため、本調査終了後、詳細を検討し、YCDC と合意する必要がある。 

 5-5-2 技術協力プロジェクトによるヤンゴン市の浄化槽普及および条例化支援 

浄化槽の普及については、YCDC による市民への環境教育に加え、学校教育への導入を提案してい

る。そのためには教育省との協議が必要であり、教育省へのアプローチの検討と学校教育のための資

料作りが必要である。 

排水基準条例については、現在取組みが始まっている排水基準策定の進捗確認と連携が重要であり、

条例化に際しては水・衛生局だけでなく関係部局、関係機関（MES や CQHP）および法律専門家に

よる協力も必要となるはずである。さらに、本調査中において、予想以上に浄化槽の導入が進展して

いる状況が確認されており、既設浄化槽の取り扱いにも配慮が必要となる。 

助成制度については、日本の歩んできた歴史はミャンマーにとって大いに参考になるはずであるが、

日本のこうした歴史を説明、伝承できる人材は引退もしくは引退間近であることから、早急な取組み

が必要である。 

 5-5-3 有償又は無償資金援助による引抜き汚泥処理および再資源化プラントの導入 

汚泥処理施設については、導入する処理方式により必要な面積や維持管理費が変動する。そのため、

標準下水道システムおよび浄化槽の普及度合い、汚泥処理に必要となる希釈の必要性および希釈水へ

のアクセス等々を総合的に勘案し、汚泥処理方式を選択しなければならない。 

YCDC によると、市内各所に YCDC の保有地があり汚泥処理施設建設用地の提供は可能であると

のことであるが、処理方式および建設位置については、1 箇所で集中的に処理するか、タウンシップ

毎に施設を設置する分散型とするのか、あるいは、日本でみられるような、環境教育にも資する施設

として計画するのか等々の詳細は今後の検討課題である。 

また、YCDC としては、浄化槽の普及および条例化のプロジェクトと同時進行でこの汚泥処理施設

の建設を希望しており、上水道整備を優先している JICA のマスタープラン（JICA ヤンゴン市上下水

道改善プログラム協力準備調査の提案内容）との整合性も勘案しながら案件化を進める必要がある。 
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第6章 ビジネス展開の具体的計画 

6-1 市場分析結果 

 6-1-1 市場動向と維持管理の必要性について 

前章までに述べたように、「ミ」国では主要都市の拡大や外国資本の参入が急速に進み、経済

活動が活発化する一方で、河川や湖沼の汚染、工業地帯での有害物質排出、通行量の増大に伴う

渋滞や大気汚染などの社会・環境問題が顕在化している。2012 年 4 月に環境保全法が制定され

たが、いまだ十分な対策はなされていない。また、ヤンゴンなどの大都市では、今後もますます

の人口増加と都市拡大が見込まれており、2012 年時点で 510 万人であるヤンゴン市の人口は、

2040 年には 1 千万人になるという予測も出ており、これらの社会・環境問題が深刻化すること

が予想される。他方で、このように都市化が進む一方で、水力発電による不安定な電力供給、漏

水率 50%の上水インフラに関連した課題もまた、各分野で明らかになっている。特に下水処理

システムは貧弱で、「ミ」国全体での下水道普及率が 4％程度にとどまっており、それもヤンゴ

ンやネーピードーといった主要都市に限られている。ヤンゴン市の主要都市部では、旧英領時代

に築造された下水道施設の老朽化が進み十分に機能しておらず、一般家庭にはセプティックタン

クが多用されているが、上澄み水を河川だけでなくそのまま土壌に排水するケースもあり、地下

水・河川や湖沼の汚染につながっている。また、ヤンゴン川にはヘドロが蓄積し、住民の憩いの

場であり観光地でもあるカンドージー湖やカンドーミン湖の水質汚染も深刻化している。 

 (1) 上下水道整備計画の課題 
現在、JICA および YCDC 水・衛生局にて 2040 年に向けた上下水道マスタープランを策定し

ている。しかし、上水道整備が優先のプランであり、下水については中心市街地以外の整備計画

は優先度が低いため、将来的にはヤンゴンの持続的な発展にとって大きな課題となることが懸念

される。また、下水道施設は、生活衛生環境の改善、水洗化による利便性の向上などの利点が認

められる一方、その整備および運用には莫大な費用と時間が掛かり、投資効果の発現が遅くなる

欠点があり、人口密集地以外では十分な投資対効果が得られない場合もある。 

 (2) 浄化槽の普及と定期維持管理の必要性 
このような観点から、上下水道の普及では補えない時間および場所や財政的な側面に鑑み、よ

り安価で短期間に幅広い範囲に普及が可能な浄化槽の導入を促進することおよび、維持管理ノウ

ハウを持った技術者を育成し、適切な維持管理を行うことで、持続的に衛生環境および生活環境

の向上をはかることが可能である。また、現在でも、ヤンゴン市内の一部の建物には浄化槽が設

置されているが、普及からまだ 2 年程度であり、定期的な点検は行っているものの、実態は、汚

泥の引抜きまたは、故障や不具合時の対応のみの管理が行われている。これを明確な基準（設置・

容量算定・維持管理等）を整備したうえで、定期的に維持管理することにより、浄化槽の耐用年

数の増加による長期での利用と汚水の浄化が可能となり、一度設置された浄化槽が、最大限の効

果を発揮できるようにする仕組みづくりの支援を行うことで、長期的な水質浄化に貢献ができる

と想定している。また、水質浄化のみならず、中長期的には、環境面全体への配慮も考慮に入れ

る必要があり、発生汚泥の堆肥化によるリサイクルの仕組みつくりや、現地の技術力向上に伴う
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雇用の創出、近隣諸国への事業展開等を図ることが想定できる。 

 6-1-2 現地視察結果 

前述のとおり、市場動向やビジネスの仮説に基づき、2014 年 12 月および 2015 年 2 月から 3 月

の 2 回、ヤンゴン市においてビジネス展開に直接的または間接的に関係する行政および民間業者に

対してヒアリングを行った。以下に、ヒアリング結果およびビジネス展開に必要な内容について記

載する。 

 (1) 行政機関（YCDC） 
章番 4-2-2（P4-5）記載のとおり、上下水道の運営維持管理を統括する YCDC 水・衛生局にヒ

アリングした結果のうち、浄化槽の普及やビジネス展開に関するポイントを以下に記載する。 

 法制度面（浄化槽関連） 

浄化槽の設置義務に関する法制度は策定されていない。ただし、章番 2-3-2(6)（P2-12）記載

のとおり、9 階以上の建物の建設許可時に、実質浄化槽相当以上の処理施設の設置を義務付け

ている。一方で、浄化槽の設置に関する設置基準はなく、販売・設置業者に任せており、浄化

槽の細かな仕様に関する知識は不足している。なお、販売・設置業者先としては、Waminn 社

のみであり、建設を計画する業者には、Waminn 社を紹介し、浄化槽の設置計画を取りまとめ

ている。ただし、建築物の施主、もしくは建設業者によっては、紹介された Waminn 社を介さ

ず、独自判断で建設を進める場合もある。 

 法制度面（排水基準） 

章番 2-3-2(5)（P2-11）記載のとおり、下水処理場からの放流水質基準や工場排水の放流基準

は明確となっている。ただし、住民からの生活排水等の排水基準は明確化されておらず、また

排水基準の遵守に対する継続的な検査や不適合業者への罰則規定は定められていない。なお、

現在「ミ」国では、Water Law（水法）のドラフト作成が進行中であるが、Wastewater Law は進

行しておらず、Water Law には排水基準は含まれていない。排水基準の法整備には時間がかか

る見込みである。 

 浄化槽の必要性について 

浄化槽の技術（機能面）はある程度理解しており、浄化槽の普及に関しては、大いに促進し

たい意向があるものの、住民の環境汚染・公害問題への意識が低いことや製品の価格面への懸

念（低所得者への配慮）があり、設置義務化は課題事項となっている。また、浄化槽の設置後

の維持管理の必要性は理解しているものの、普及が第一の目標と考えている。 

 住民に対する支援に関して 

前述のとおり、YCDC として浄化槽の普及を促進したい意向があるものの、YCDC の予算が

限られていることもあり、浄化槽設置への補助金支給は現在考えていない。また、住民の環境

汚染・公害問題への意識改善が普及のキーポイントと考えており、住民への環境教育は実施し

たい意向が強い。 
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 汚泥の引抜きについて 

汚泥の引抜きは、住民から YCDC 運輸局への連絡により、YCDC 運輸局にて実施している。

汚泥を引き抜くための専用車（バキュームカー）は 50 台所有しており、費用は距離に応じた

段階的な料金体系で、1 回あたり 8,000～15,000 Kyat である。今後、汚泥を引抜く輸送作業を

民間に委託することが決定している。 

 (2) 民間企業①（浄化槽販売・設置会社：Waminn 社） 
「ミ」国で浄化槽の販売・設置を行っている Waminn 社へヒアリングを行った。ヒアリング結

果は以下のとおりである。 

 浄化槽の販売・設置状況 

浄化槽の販売開始は、約 2 年前の 2013 年から行っている。約 2 年間で設置した浄化槽の数

は、大小含め約 250 基である。なお、設置地域については、ヤンゴンに限らず、ネーピードー

やマンダレーの主要都市も含まれている。 

 浄化槽の仕入れ形態 

浄化槽の仕入れは、日本企業のクボタからのみ行っている。当初は、完成品を輸入していた

が、価格低減のため、現在は浄化槽（5 人槽）のみ部品を仕入れ、組み立てを Waminn 社内の

工場にて実施している。5 人槽以外の製品は、完成品を輸入している。なお、浄化槽以外の製

品として、タイより安価なバイオタンク（セプテイックタンク類似品）を輸入していたが、浄

化槽に比べて性能面・処理の制限が多いため、浄化槽を取り扱い始めてからは販売を行ってい

ない。 

 浄化槽の販売価格 

浄化槽（5 人槽）の販売価格は、約 3,000 ドル（工事費別）である。その他の大きな浄化槽

は輸入品のため、その都度決定している。なお、将来は、浄化槽の価格低減のため、部品の調

達を「ミ」国にて実施したい意向がある。その場合、輸送費や関税の削減ができるため、現在

の価格（3,000 ドル）から 30～35％程度削減した約 2,000 ドル程度に抑える計画である。 

 浄化槽の販売方法 

以下の 3 つを併用し、営業を実施している。 

- 建設関係者への定期的なセミナー（浄化槽の説明）の実施 
- 既存顧客へのルート営業 
- YCDC・建設現場への訪問営業 

なお、基本的に、「ミ」国における営業手法は人脈営業が主な方法である。 

 浄化槽の販売計画 

現状、在庫として浄化槽（5 人槽）の完成品を約 200 基（部品のみの在庫は 100 基分程度）

保有している。販売計画としては、月 20～40 基を想定している。 
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 浄化槽の維持管理方法について 

体制は、1 チーム 3 名体制の 2 チームで行っており、維持管理は、4 か月に 1 回定期的に巡

回し検査を行っている。なお、クボタより 2 か月に 1 回技術者が派遣され、指導（主に汚泥の

引抜きのタイミングや製品の不具合確認）を受けつつ維持管理を実施している。ただし、現場

責任者へのヒアリングでは明確な作業内容・手順を確認することができなかった。 

 浄化槽の維持管理費用について 

浄化槽の販売後、大きな浄化槽は初年度無料、小さな浄化槽は 2 年間無料としている。その

後発生する費用は、都度支払となっている。なお、販売を開始していからまだ 2 年しか経過し

ておらず、実際に費用は発生していない。 

 競合他社 

競合は存在しておらず、「ミ」国で浄化槽を取り扱っている会社は、Waminn 社のみである。 

 (3) 民間企業②（現地建設コンサルタント：Total Business Soluition） 
「ミ」国で主に高層ビル建設のコンサルティングを行っているタイの TEAM GROUP を親会社

に持つ Total Business Soluition Co,.Ltd に建設時の浄化槽に関するヒアリングを行った。 

「ミ」国で高層ビルを建設する場合には、章番 2-3-2(6)（P2-12）に記載のとおりの建築許可の

流れとなっており、申請から許可が下りるまでには約 1 年程度の時間がかかる。なお、浄化槽の

設置に関しての法制度は存在しないが、ガイドラインに記載のとおり、排水処理のために浄化槽

の設置を計画しない場合、建築許可が下りない。浄化槽に関する指導は、YCDC からは全くなく、

導入にあたっては、Waminn 社を紹介され、Waminn 社との協議によって決定されている場合も

ある。なお、浄化槽の価格は高いことから、施主の予算内に収めるために、施主もしくは建設業

者の判断で容量の小さな浄化槽を導入する傾向があるとのことであった。 

 (4) 住民ヒアリングにおける浄化槽への関心や問題点について 
章番 4-2-3（P4-9）に記載のとおり、主に腐敗槽（セプティックタンク）を設置している住民

へヒアリングを行った結果、8 割程度が浄化槽を知らず、現状の汚水処理に満足している結果と

なっている。一方、一部の住民は、生活排水がそのまま排水路へ流れていることの問題点や、排

水における腐敗臭の問題を指摘しており、環境汚染への意識が一部では高まりつつあるものの、

相対的に環境汚染・公害問題への意識が低い。また、浄化槽の導入費用は高額のため、普及の妨

げの一因となっている。 

 (5) 金融業界の実態調査について 
「ミ」国では住宅ローンの取扱いが 2014 年度から開始されている。また、一部金融事業者に

おいてマイクロファイナンスが実施されており、商品代金の分割支払いが可能となっている。今

後浄化槽の普及時における購入形態の多様化の可能性の調査を目的に、以下、2 つの事業者にヒ

アリングを行った。 

   1) 住宅ローンの実態調査 
建設住宅開発銀行（CHDB）は建設省監督のもと政府と建設会社の出資により設立された政
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府系銀行として、2013 年 7 月に認可、2014 年 1 月に支店を開設され、主に長期の住宅ローン

業務を取り扱う銀行である。現状の住宅ローンの取扱内容は、下表のとおりである。 

表 6-1 住宅ローンの取扱内容について 

項目 内容 備考 
貸付総額 70～80 億ドル  
対象顧客 建設会社、個人  
貸付金利 12%/年  
貸付上限額 上限なし  
貸付期間 4 年 最大 30 年まで可（法律にて規程） 
担保有無 必要 無担保での貸し付けは法律上できない 
出所：JICA 調査団作成 

なお、浄化槽は主に新規建物の建設時に設置することが多いため、住宅ローンへの浄化槽の

組み込みについてヒアリングを行った結果、取り扱いは可能とのことである。 

また、現状 CHDB 以外の銀行では長期ローンを行っている銀行はなく、住宅ローンの利用

者が増加傾向にある中、長期ローンを取り扱う銀行は増加する可能性がある。 

   2) マイクロファイナンス（分割支払）の実態調査 
「ミ」国において、主に携帯電話や家電の分割支払いを行っている日系のマイクロファイナ

ンス事業者にヒアリングを行った。なお、「ミ」国においては約 1 年 9 か月前から事業を開始

している。現状の利用動向については、下表のとおりである。 

表 6-2 マイクロファイナンスの利用動向について 

項目 内容 備考 
対象顧客 個人（定職のある方）  
利用顧客数 約 3 万人 毎月 6 千人程度増加 
金利 30%/年 法律上の上限金利にて設定 
利用の上限額 5 万円 法律上 50 万円まで可 

※直近までは法律上 5 万円であったが改正されている 
分割支払期間 3，6，9、12 か月 最大 18 か月年まで可 
出所：JICA 調査団作成 

利用動向のヒアリングの結果、利用者は中低所得者に限らず高額所得者の利用も多く、幅広

い利用ニーズがあることが分かった。なお、利用者の金利への抵抗感が少ないことや購買意欲

が強いため、利用する人が増加傾向である。 

また、浄化槽購入者へのマイクロファイナンスの取り扱いについては可能であり、本格的な

ビジネス展開を行う際には、具体的な検討を行って頂けることとなった。 

 6-1-3 市場分析の総括 

 (1) 事業分析結果 
前述のヒアリング結果の総括は以下のとおりである（表 6-3）。 

YCDC としては、浄化槽の仕組みはある程度理解しており、下水対策を実施する上で、浄化槽

の普及を進めたいが、普及のための仕組みつくりの援助は行ってもらいたいとの意向が強い。ま

た、民間企業においては、自助努力により浄化槽の販売を行っているのみであり、販売促進や技
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術面の支援を受けたい意向がある。販売会社および購入会社の両面からも、浄化槽の低価格化は

実施したい考えがあった。一方で、住民側としては、環境汚染・公害対策への意識は薄いものの、

一部では現状に満足しておらず、環境汚染に対する改善は行っていきたいものの、浄化槽導入に

おける資金的な側面の課題はあるが、YCDC の指導に従うとの声も一部聞かれた。 

また、経済が発展する中、金融事業者による様々な金融商品が普及しつつあり、浄化槽の普及

の後押しとなる多様な販売方法の可能性を確認できた。 

表 6-3 市場分析結果における課題事項 

区分 対象 課題事項 課題に対する意向 
行政 YCDC 浄化槽の技術は理解しており、浄化槽の普及

を進めたい。 
浄化槽普及のための仕組みつくりの支援 

民間企業 Wammin 浄化槽の販売を促進したい 
維持管理技術の向上を図りたい 
浄化槽の低価格化を実現したい 

販売支援や技術指導・育成の実施 

住民 同左 水環境の改善は行いたいが、 
水環境への取り組み意識は相対的に低い 

水環境の意識改善 

出所：JICA 調査団作成 

 (2) 分析結果に対するビジネス展開を実施する上での検討事項 
前述の市場分析結果において、今後の浄化槽の普及の可能性とビジネス展開を計画する上で、

行政および民間企業、住民の 3 つの区分から検討に必要な事項を表 6-4 に記載する。 

表 6-4 分析結果におけるビジネス展開の検討事項 

区分 対象 項目 検討事項 
行政 YCDC 浄化槽の普及を促

進する行政機関へ

の支援 

・排水基準の整備（現状一部あり） 
・浄化槽の導入・設置に関するガイドラインおよび法律（条

例化）の整備 
・浄化槽の維持管理に関するガイドラインおよび法律（条例

化）の整備 
・浄化槽に関する知識向上および技術者の養成 
・環境汚染・公害問題に対する資金（補助金）の拠出 
・環境汚染・公害問題に対する住民への啓蒙活動 

民間企業 Wammin 浄化槽の販売・設

置・維持管理を行

う現地民間業者と

の協業 

・浄化槽（製品、維持管理）に関する技術者の育成 
・浄化槽導入費用の低価格化 
・建設業者、住民への浄化槽（環境教育含む）の啓蒙活動 
・多様な販売形態の検討（住宅ローン、マイクロファイナン

スの提供） 
・浄化槽維持管理費用の設定価格の明確化 

住民 同左 住民への啓蒙活動 ・環境汚染や公害問題に対する意識改善 
・環境汚染や公害問題対策への費用支払意識の改善 

出所：JICA 調査団作成 

 6-1-4 事業計画概要 

浄化槽の普及および維持管理事業のビジネス化計画については、事業開始時にヤンゴン市内の限

定的な公共エリア（P4-11 記載のエリア）にて試験的に浄化槽の設置を行い、その成果を見て PDCA
を回しながら他エリアへ拡大していく計画である。事業開始当初は、ODA（普及・実証事業）に

て浄化槽の導入を行い、その維持管理を行っていくことを想定しており、現地技術者への維持管理
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技術供与や育成を行いつつ、設置～維持管理の成果状況や設置基準・容量算定基準等のガイドライ

ンの整備ができた段階において、本格的な浄化槽の普及活動およびビジネス展開を実施していく。

なお、事業化に向けた具体的な計画は以下に記述する。 

ビジネス展開 
ビジネス展開を行うに当たり、それぞれ以下のフェーズに分けて展開を行う（図 6-1）。 

 フェーズ１：ビジネスの基盤作りとビジネス展開準備 
 フェーズ２：ビジネス展開 
 フェーズ３：ビジネス拡大 

出所：JICA 調査団作成 

図 ビジネス展開の全体像

 
① フェーズ１：ビジネスの基盤作りとビジネス展開準備 

「ミ」国にて、浄化槽の普及および維持管理事業を展開するにあたり、浄化槽の普及促進さ

：ビジネスの基盤作りとビジネス展開準備 ①フェーズ１ 

ビジネス展開 ②フェーズ２ 

①浄化槽の普及促進させるための基盤作り

・浄化槽に関連するガイドラインの整備

（浄化槽設置基準、容量算定基準、維持管理に関する規程）

・排水基準の整備

・環境汚染・公害問題における住民への啓蒙活動

②浄化槽に関連する技術者の育成

・技術者の育成（教育・セミナー活動、日本への視察・研修）

・設置～維持管理の PDCA による実地訓練 

・維持管理のアウトソーシング化仕様書の作成 

《ビジネス内容》

・浄化槽の販売・設置事業

・浄化槽の維持管理事業

・浄化槽の技術者育成（資格制度確立による協会の運営サポート）

・環境汚染・公害問題における住民への啓蒙活動（官民連携）

③フェーズ３ ビジネス拡大 

《ビジネス内容》

・（小型）プラント設置による発生汚泥の堆肥化

・汚泥抜き取り業務

・水環境分析事業

・近隣諸国への浄化槽普及の横展開

※ODA(普及・実証事業) 

合弁会社設立 

2015 年下旬から 

2017 年下旬（約 2 年間） 

2018 年より 

2020 年以降 
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せるための基盤作りおよび浄化槽に関連する技術者の育成の 2 点を実施する必要がある。この

2 点について、5 章に記載のとおり ODA（普及・実証事業）にて実施することが浄化槽の維持

管理事業を成功させるポイントとなる。なお、ODA（普及・実証事業）にて実施できない場合

は、ビジネス化までの開始時期に大きく影響し、さらに「ミ」国での環境汚染・公害問題がさ

らに深刻となる懸念が残ることとなる。 

 浄化槽を普及促進させるための基盤作り 

- 浄化槽に関連するガイドラインの整備 
（浄化槽設置基準、容量算定基準、維持管理に関する規程） 

- 排水基準の整備（現状一部あり） 
- 環境汚染・公害問題における住民への啓蒙活動（長期的な取り組みが必要） 

 浄化槽に関連する技術者の育成 

- 技術者の育成（教育・セミナー活動の実施） 
- 日本への視察・研修 
- 設置～維持管理の PDCA による実地訓練 
- 維持管理のアウトソーシング化の仕様書作成 

また、ビジネス展開準備として、「ミ」国にて単独で事業を展開することは営業活動や人材

獲得等においてリスクが多く、すでに浄化槽ビジネスを実施している企業と協業することがビ

ジネス成功のポイントとなるため、前述の基盤作りとほぼ並行して、協業先候補の Waminn 社

と具体的な協業内容の具体化や現地人に対する教育を行い、技術者の育成を図る。 

② フェーズ２：ビジネス展開 

「ミ」国でのビジネスの成功の鍵は、前述①の十分な事前準備と現地企業との協業である。 

協業先としては、協業を前提とした覚書の締結を予定している Waminn 社を想定している。 

具体的な協業内容については、後述する。 

具体的なビジネス実施内容（収益を伴う事業内容）は以下のとおりである。 

 浄化槽の販売・設置事業 
 浄化槽の維持管理事業 
 浄化槽の技術者育成支援（資格制度確立による協会の運営サポート） 

なお、ビジネスの主体となる事業は、浄化槽の維持管理事業である。浄化槽の販売・設置や

技術者育成の支援事業については、「ミ」国にて浄化槽を普及するための付帯事業である。ま

た、本ビジネス展開では、浄化槽の製造は行わず、既事業者または新たに製造・販売する業者

からの仕入れを想定している。 

③ フェーズ３：ビジネス拡大 

フェーズ１、２にて事業基盤作りおよび浄化槽の維持管理事業における収益基盤が確立した
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段階において、将来的な事業拡大の構想として、以下のビジネス展開を図ることも視野に事業

性を継続して検討していく。 

 小型プラント（膜式浄化槽）設置による発生汚泥の堆肥化 
 汚泥抜き取り業務（完全民営化として事業） 
 水環境分析事業 
 近隣諸国への浄化槽普及の横展開 

なお、本事業の具体的な内容については、現段階において収益性が見えていないため、記載

は行わない。 

 (2) 現地浄化槽メーカーとの協業について 
① 協業内容 

「ミ」国において唯一浄化槽の設置・販売を行い、小型浄化槽の自社製造を手掛ける Waminn
社との協業を行う。具体的な協業内容は以下のとおりである。 

【協業内容】 

 浄化槽に普及促進策（定期セミナーの実施、環境教育の実施（官民連携）等）の検討 
 浄化槽製品の販売方法（商流） 
 浄化槽の販売網の構築 
 浄化槽の維持管理ノウハウの共有（技術者育成） 
 浄化槽の維持管理の実地訓練 
 浄化槽の低価格化の検討 

Waminn 社は、日本企業の㈱クボタと提携を行っており、浄化槽の技術供与や販売等を行っ

ている会社である。Waminn 社は、㈱クボタによる技術協力により浄化槽を「ミ」国にて多く

の販売実績があり、また「ミ」国にて、安価な小型浄化槽（5 人槽）を製造する工場を有して

いる。そのため、Waminn 社の「ミ」国における製品の製造および営業・販売の体制と、大五

産業による浄化槽の維持管理システムを組み合わせることにより、ワンストップでの浄化槽設

置・維持管理事業を提供することが可能である。なお、大五産業と Waminn 社は「ミ」国での

浄化槽の普及促進に向けた具体的な協議を進めていくため、Waminn 社の全面協力を含めた 2
社間での覚書を締結することを予定している（図 6-2）。 

また、将来的には、複数の選択肢を設けることにより、低価格化や製品・販売形態の多様化

による普及の促進を図ることを視野に入れており、将来的に複数の浄化槽メーカーが「ミ」国

にて、製造・販売できることを視野に、国内の浄化槽メーカーのうち、関西地方の浄化槽メー

カーとの共同プロジェクトとして、現地工場建設・浄化槽の製造を開始することも協議してい

く。なお、YCDC との協議の際、現地財閥系企業の紹介を受け、「ミ」国での浄化槽の普及の

ため、浄化槽の取り扱い依頼を受けている。今後、紹介企業に対して、日本の浄化槽メーカー

を紹介し、「ミ」国で複数のメーカーによる販売形態の模索も行う予定である。 
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浄化槽の維持管理 浄化槽の製造・販売

大五産業 Waminn社
協業

 
出所：JICA 調査団作成 

図 6-2 2社間でのビジネス協業開始 

② 協業先とのビジネス実施形態 

（合弁会社設立による浄化槽の製造・調達・販売・維持管理までをワンストップで提供） 

前述のとおり、Waminn 社との協業により製造・調達・販売・維持管理体制が整備できた段

階において、Waminn 社と外国投資法に基づく合弁会社を設立し、浄化槽の提案から設置、維

持管理までをシステマチックに管理・実行しうる体制を確立する（図 6-3）。浄化槽の普及があ

る程度進んだ暁には、他社メーカーの浄化槽の維持管理をも請け負うことも視野に入れている。 

浄化槽の維持管理 浄化槽の製造・販売

大五産業 Waminn社
協業

浄化槽の設置・管理業務のワンストップでの提供

《現地合弁会社》

 
出所：JICA 調査団作成 

図 6-3 協業に基づく 2社間での現地合弁会社設立 

 (3) 浄化槽に関する調達、販売、設置計画 
① 浄化槽の調達方法 

浄化槽自体は、「ミ」国にて単独で浄化槽の設置・販売を行っている協業予定先の Waminn
社から調達を行う。なお、将来的には、低価格化の実現の可能性を模索しつつ、他メーカーの

取り扱いも視野に、Waminn 社以外からの調達を検討する。 

② 浄化槽の販売網の構築 

浄化槽の販売方法としては、まずは、現状すでに「ミ」国で販売を行っている協業予定先の

Waminn 社との協力体制のもと、営業活動を実施する。また、現地カウンターパートである

YCDC などとのコネクションを活用した販売網の構築も合わせて実施していく。 
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現状想定される販売方法は以下のとおりである。 

 協業先の Waminn 社の既存営業網の活用（既存顧客への営業） 
 セミナー実施による流通販売網の構築（不動産開発業者へのアプローチ） 
 YCDC のコネクションの活用による販売先の開拓 

③ 浄化槽設置計画 

浄化槽の普及および維持管理事業は、事業開始時にはヤンゴン市内の限定的なエリア（公共

施設等）から試験的に開始していき、その成果を見て新築の住宅や商業施設等に設置していき、

設置～維持管理までの PDCA を回しながら他エリアへ拡大していく計画である。 

 ODA（普及・実証事業）による試験的エリアにおける実証事業 
 ガイドライン整備による段階的な導入①（新規の一戸建て住宅や商業施設、コンドミ

ニアム等） 
 ガイドライン（または条例化）整備による段階的な導入②（既存の一戸建て住宅や商

業施設、コンドミニアム等） 
 ガイドライン（または条例化）整備による段階的な導入③（日本でも実施された、複

数の一戸建て住宅を 1 つの浄化槽にて処理する方法の導入） 

ガイドラインの整備は法律的な規程ではないため、浄化槽を販売するターゲットとして一部

限定的な対象者（商業施設やコンドミニアム等の大規模開発業者や高額所得者の一戸建て住宅

等）となる想定である。なお、不適合な浄化槽の設置や排水基準を満たさない場合に対して改

善命令等を含んだガイドラインを整備し、実質定期的な維持管理を行うことを設ける必要があ

る。また、ガイドライン整備後は、YCDC による条例化や他地域（マンダレーやネーピードー）

での条例化、最終的には「ミ」国による法制度化を行う計画であるが、条例化や法制度化は複

数年かかることを想定している。そのため、浄化槽の普及においては、上記記載のとおり、段

階的な導入を計画している。 

④ 浄化槽の販売形態 

浄化槽の導入時の販売においては、中低所得者に配慮した販売形態をすることが必要である。

そのため、浄化槽の販売形態は以下のとおりを想定している（図 6-4）。 

 一括購入 
 住宅新築購入時の住宅ローンへの組み入れによる購入 
 浄化槽単独のマイクロファイナンス（分割支払）による購入 

なお、「ミ」国における金融事業者へのヒアリングにおいて、住宅ローンへの浄化槽費用の

組み込みや、浄化槽自体の分割支払の設定において、取り組みが可能であることを確認してい

る。 

また、維持管理費用の徴収方法に関しては、以下のとおり想定している。 

 一括購入者または住宅ローン利用者、マイクロファイナンス利用者の場合 
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維持管理を行う時に徴収する形態（年度払い可）とする。 

 賃貸（またはコンドミニアム利用者）の場合 

建物所有者から一括徴収する形態（年度払い可）とする。 

なお、利用者からの徴収に関しては、現状セプティックタンクの利用者の場合と同じ想定

をしており、利用者は家賃に含んだ形態で維持管理費用を支払うことを想定している。 

 
出所：JICA 調査団作成 

図 浄化槽仕入れ・販売の全体関連図

ビジネス展開時の事業の実施体制

事業の実施体制形態は表 6-5 のとおりである。 

表 ビジネス展開時の実施体制

役割 実施企業

浄化槽の製造・製品提供 Waminn 社 
※将来は他メーカーも検討 

浄化槽の販売・設置および販売網の構築 合弁会社（大五産業、Waminn 社） 
浄化槽の維持管理の実施 
浄化槽の維持管理（保守メンテナンス）ノウハウの提供 
※資格制度確立における協会の運営サポート含む 
出所：JICA 調査団作成 

なお、維持管理事業の主な監理監督者は YCDC 水・衛生局である。YCDC 水・衛生局より維持

管理事業を民間にアウトソーシング化し、維持管理を行う体制を構築する。維持管理および汚泥処

理の実施体制図は以下のとおり想定している（図 6-5）。 

 



 

6-13 

 
出所：JICA 調査団作成 

図 浄化槽の維持管理および汚泥処理の実施体制図

事業化のスケジュール

前述の事業計画に基づく事業化のスケジュールは以下のとおり計画している（表 6-6）。 

 フェーズ１ ビジネスの基盤作りとビジネス展開準備：2015 年 4Q～2017 年度（約 2 年

間）

 フェーズ２ ビジネス展開：2017 年 4Q より随時 
 フェーズ３ ビジネス拡大：2020 年度以降実施検討 
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表 6-6 事業化スケジュール 

  

出所：JICA 調査団作成 

 

 

２Ｑ ３Ｑ 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

最終見積り入手 MOA締結後

発注（浄化槽、工事） 見積入手後

２または3か所設置 発注後2～3か月後に工事開始

浄化槽維持管理 室内講義・実地訓練 設置後、日々の測定実施

セミナーの開催

日本への視察・研修

浄化槽の容量算定

浄化槽の設置基準

浄化槽の維持管理

維持管理アウトソーシング化支援 仕様書案の作成

ＯＤＡを通した教育の実施

具体的な協業事項の検討

合弁会社に関する契約の締結

合弁会社設立 契約締結後、設立準備 → 設立

浄化槽の自国開発の検討

浄化槽の他メーカーの参入検討

浄化槽の普及及び維持管理に関する定期セミナー開催 →

ガイドラインに沿った浄化槽の販売開始 →

浄化槽の維持管理の開始 →

浄化槽資格制度の運営サポート 運営準備 → 運営開始

法制度に沿った浄化槽の販売・維持管理の開始

普及実証事業
（中小企業海外展

開支援）

ビジネス展開

ODA 浄化槽の理解

ガイドライン作成(*1)

浄化槽設置

タイムライン

2016 2017 2018
2019以降

2015
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 6-1-7 事業収支計画 

 (1) 収支前提条件 

   1) 維持管理費用の支払い余力について 
浄化槽の維持管理費用の支払い余力について、現在の「ミ」国における平均世帯収入より試算

した（表 6-7）。なお、試算するに当たり日本での価格帯のモデルや国際機関（世界銀行、OECD、

WHO）における上下水道の目安値（世帯収入の 3～5%）を参考に試算している。日本では、浄

化槽の年間維持管理費用は約 8 万円/年となっている。日本の平均世帯収入は、厚生労働省によ

る 2013 年度の調査では 537 万円（中央値は 432 万円）であり、世帯収入（中央値21）に対する

維持管理費用は 1.85%である。また、現状の「ミ」国における世帯収入は、JICA 都市圏開発調

査による住民意識調査の結果によると 175,000 Kyat/月である。「ミ」国の経済成長率は IMF の調

査によると、2013 年度 8.25%、2014 年度見通し 8.5%であり、今後も 7%程度の成長が想定され

る。そのため、経済成長率に合わせて世帯収入の増加も見込まれるため、現状の世帯収入におけ

る 2018 年度の事業開始当初の世帯年収は約 229,390 Kyat/月となる。そのため、浄化槽の維持管

理への支払余力を世帯収入の 1.5～2.0%程度とした場合、41,300 Kyat～55,000 Kyat との結果とな

る。 

以下事業収支を計算するに当たり、浄化槽の維持管理費用の支払余力を 50,000 Kyat/年として、

以下（2）にて事業収支の試算を行う。なお、世帯収入に占める維持管理費用（50,000 Kyat/年）

の割合は、1.81%となり、現状に日本と比較してもほぼ変わりはなく、また、国際機関における

上下水道の目安値（世帯収入の 3～5%）に対して、40%程度の数値となり、一般的には支払可能

額の範囲内にあると考えられる。 

表 6-7 世帯収入と維持管理費用支払余力について 

 2014 年度  2018 年度 
世帯収入 175,000Kyat／月 

（2,100,000 Kyat／年） 
⇒ 
7%/年 

約 229,390 Kyat／月 
約 2,750,000Kyat/年 

維持管理の支払余力 - - 41,300 Kyat～55,000Kyat/年 
設定の維持管理費用 - - 50,000Kyat/年 
世帯収入に占める維持管理費用の割合 - - 1.81% 
出所：JICA 調査団作成 

   2) 浄化槽の設置計画と維持管理対象について 
Waminn 社へのヒアリングによると、浄化槽の販売を開始してから約 2 年で、大小様々な浄

化槽を約 250 基設置・販売しており、今後も同様に月 10 基程度の販売・設置が想定できる。

ビジネス展開の当初 2 年間（フェーズ 1）では、ODA（普及・実証事業）にて浄化槽の設置に

よる設置~維持管理までの実証実験および浄化槽に関するガイドライン（容量、設置、維持管

理）の整備を行い、本格的なビジネス展開を 2018 年当初からの開始を計画している。ガイド

ライン整備後は浄化槽の普及が進むと想定されるが、現状の設置計画は現状と販売推移が乖離

しない、月 13~14 基程度の普及スピードとして試算する。 

                                                        
21平均値は統計上の平均であり、高額所得者により平均値を押し上げる要素がある。そのため、より実態に合った数

値を算出するため、中央値を利用する。 
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なお、現状 Waminn 社による浄化槽の販売・設置の場合、小型（5 人槽）の浄化槽は 2 年、

大型の浄化槽（5 人槽以外）の場合は 1 年のメンテナンスの無料期間を設けている。ただし、

メンテナンスに関する認識の違いが大きく、製品保証期間と浄化槽の維持管理は根本的な考え

方が異なるため、今後ガイドライン整備時には明確にする計画であるが、製品保証期間と浄化

槽の維持管理は分けて考える必要があるため、フェーズ 2（ビジネス展開（2018 年初以降））

から設置する浄化槽に対しては、メンテナンス（維持管理）の無料期間を設けない計画である

（製品保証期間は別とする）。また、既設設置済の浄化槽に対しては、メンテナンスの無料期

間を維持し、無料期間終了後に維持管理費用を徴収する計画としている。なお、設置ターゲッ

トとなる浄化槽の建物については、章番 6-1-4(3)③（P6-11）記載のとおりである。 

下表（表 6-8）に今後想定される浄化槽の設置台数、ビジネス開始時以降の設置数および維

持管理対象となる浄化槽台数を記載する。なお、本浄化槽の容量は、5 人槽のみならず、10~1000
人槽程度を想定した数値である。 

《維持管理対象となる浄化槽》 

 既設設置の浄化槽：メンテナンスの無料期間（1 年ないし 2 年）終了後を対象とする 

 ガイドライン整備後に設置する浄化槽（2018 年初以降）：設置当初から対象とする 

表 6-8 浄化槽設置計画と維持管理する浄化槽台数について 

  
現在まで - 

フェーズ 1 フェーズ 2 
ODA(普及・実証事業） ビジネス展開 

～2014 年 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

既設置台数 約 250 基           
想定される設置台数   約 120 基 約 120 基 約 120 基     
ガイドライン整備後
の設置計画         約 165 基 約 165 基 

累計設置台数 約 250 基 約 370 基 約 490 基 約 610 基 約 775 基 約 940 基 
維持管理を計画する
対象台数 - - - - 約 415 基 約 580 基 

出所：JICA 調査団作成 

 (2) 収支計画 
収支計画においては、フェーズ 2 におけるビジネス展開の事業内容をもとに試算を行った。な

お、主な事業は、浄化槽の維持管理事業であるため、浄化槽の販売収入や技術者育成における収

入、セミナー実施等による収入は除外し、算出する。 

浄化槽の維持管理事業は日本と同様に年 3 回の実施とし、維持管理を行う人員は、浄化槽の大

きさにより人数体制をチーム編成するものとし、チーム制で1チームあたり3～4名体制で行う。

また、前述（1）記載の維持管理費用 50,000 Kyat／年は、1 世帯当たりの支払余力として試算し

た数値であり、浄化槽の対象容量としては 5 人槽の場合の費用である。また、本費用には、年 1
回の汲み取り費用（8,000～15,000 Kyat）を含んだものとしている。また、浄化槽の種類は 5 人

槽から 1,000 人槽まで様々な種類があるため、浄化槽を使用する人数（5 人槽の場合、5 人の利

用）に応じた料金体系（表 6-9）で試算した。 
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表 6-9 浄化槽容量別の料金体系 

浄化槽の容量 5 人槽 10 人槽 50 人槽 100 人槽 300 人槽 500 人槽 1000 人槽 
1 回あたりの維持管理費用 
（Kyat/回）  

12,833 25,666 128,330 256,660 769,980 1,283,300 2,566,600 

年間の維持管理費用（Kyat/
年） 

38,500 77,000 385,000 770,000  2,310,000 3,850,000 7,700,000 

出所：JICA 調査団作成 

また、日本における浄化槽法の場合、厳密な排水基準とメンテナンス（維持管理）項目が明確

に決まっているが、日本の法律と同様な厳密な制度がビジネス開始当初より「ミ」国で採用され

ることはないと想定している。そのため、日本よりも緩和された内容となる考えから、日本で必

要な大腸菌除去を目的とする薬品の使用は考慮しない。なお、今後「ミ」国にて日本と同様な制

度ができた場合は、薬品代を別途維持管理料金に上乗せした費用体系とすることを想定している。 

以下、収支計算を行う上での前提数値は表 6-10 のとおりである。 

表 6-10 収支計画の前提数値 

項目 前提数値 

年間維持管理費用（汚泥引抜き料金含む） 50,000Kyat／年 
年間維持管理回数 3 回/年 

汚泥引抜き費用 
8,000～15,000Kyat/回 
（Ave:11,500 Kyat） 

1 回あたりの維持管理費用（汚泥引抜き料金別） 
11,666～14,000 Kyat/回 

（Ave:約 12,833 Kyat /回） 
出所：JICA 調査団作成  

上記の数値と事業を行う上で必要な人件費、事務所費、車両費等の費用（エラー! 参照元が見

つかりません。）を考慮したうえで試算した（図 6-6）。詳細は添付資料に示すとおりとなる。事

業収支の損益分岐点は、約 18,900 人の浄化槽の利用人数時点との結果を得た（表 6-12、エラー! 

参照元が見つかりません。）。18,900 人の利用人数とは、5 人槽では 3,780 基となるが、ホテルや

オフィス、コンドミニアム等は１つの建物で 300～1,000 人槽規模の浄化槽を導入するため、5
人槽から 1,000 人槽の様々な設置を想定した場合、概ね 395 基程度（内訳は表 6-13 のとおり）

の浄化槽の維持管理を実施することで事業は黒字となり、ビジネスが成立する結果となる。 

なお、一度単月黒字になれば、維持管理事業はストックビジネスであり、浄化槽が普及すれば、

さらなる収益を積み上げることが可能である。 

表 6-11 事業収支における原価コスト内訳 

大項目 項目 単価費用 備考 

変動費 

人件費 15,000kyat/人・月 1 チームあたり 3 人または 4 人 
1 チーム・1 か月あたり巡回可能箇所数 70 か所 

車輛費 333,333 kyat/月 1 チーム当たり 1 台、購入費に対して 5 年償却 
その他経費 40,750 kyat/月 燃料代等１チームに必要な経費 

固定費 

事務所費用 2,000,000 kyat/月  
人件費 6,000,000 kyat/月 駐在員費用等 
車輛費 333,333 kyat/月 営業用車輛、購入費に対して 5 年償却 
その他経費 2,000,000 kyat/月 事務員費用、その他経費等 

出所：JICA 調査団作成  
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出所：JICA 調査団作成 

図 事業収支計画（売上・利益計画と浄化槽設置数

表 維持管理事業による利用者人数別営業収支

利用人数 10,000 人 15,000 人 18,900 人 20,000 人 
想定浄化槽設置数 約 115 基 約 240 基 約 395 基 約 405 基 
営業収支(*1) 約▲4,890 千 Kyat 約▲1,682 千 Kyat 2 千 Kyat 約 701 千 Kyat 
出所：JICA 調査団作成 

 
出所：JICA 調査団作成 

図 浄化槽利用者推移に対する事業収支と損益分岐点

表 損益分岐点における維持管理対象の浄化槽の内訳

浄化槽の容量 5 人槽 10 人槽 50 人槽 100 人槽 300 人槽 500 人槽 計 
浄化槽数 307 23 3 26 18 18 395 
出所：JICA 調査団作成 
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 6-1-8 開発効果 

前述のとおり、現在「ミ」国では急速な主要都市の拡大に伴い、生活改善や環境面に配慮したイ

ンフラ整備が急務となっている。一方で、その整備および運用には莫大な費用と時間が掛かり、市

場の成長と費用対効果に見合ったインフラの整備が必要である。 

このような中、上下水道の普及では補えない時間および場所や財政的な費用対効果を鑑み、浄化

槽の導入を促進することおよび、維持管理ノウハウを持った技術者を育成し、適切な維持管理を行

うことで、持続的に衛生環境および生活環境の向上をはかることができる。現在でも、ヤンゴン市

内の一部の建物には浄化槽が設置されているが、故障や不具合の際にのみ管理が行われているもの

が多い。これを定期的に維持管理することにより、より長期での利用と汚水の浄化が可能となる。

一度設置された浄化槽が、最大限の効果を発揮できるようにする仕組みづくりの支援を行うことで、

長期的な水質浄化に貢献ができる。 

なお、本事業を実施することで、得られる開発効果は以下 4 点である。 

① 適切な浄化槽の利用による効率的な水質改善の実現、公害の抑制 

② 継続的な維持管理の実施およびその体制の構築による長期的・根本的な水質の改善、またそ

れによる衛生環境・生活環境の改善（悪臭の抑制など） 

③ 環境および水質についての現地スタッフ・現地住民の認識の向上と意欲の増進 

④ 浄化槽システム導入による、浄化槽製造、給排水、電気設備、浄化槽設置施工、浄化槽維持

管理、土木建設事業など多様な関連事業による雇用の創出 

6-2  事業展開におけるリスクと課題 

 6-2-1 従来より想定されたリスク 

 (1) 法務面のリスク 
現在、ヤンゴンでは排水基準が定められているが、罰則規定やモニタリングの仕組みがなく、

遵守されているとは言えない。下水処理においての法律・補助金等の仕組みの整備が浄化槽の普

及には重要である。 

 (2) 知財面のリスク 
大五産業が保有する維持管理技術については、日本国内では国家資格を要するものであり、約

40 年間蓄積されたノウハウと維持管理の品質は容易に模倣できるものではなく、簡単に習得出

来るものではない。そのため、知的財産面でのリスクは低いと考える。 

 (3) 政治面のリスク 
2010 年 10 月に 20 年ぶりの総選挙により連邦団結発展党（USDP）が圧勝し、現政権（テイン・

セイン大統領、2011 年 3 月就任）が誕生し、民主化路線・国民和解へ方向転換を行う。現政権

では、政治改革や国際関係の改善、経済改革、行政改革のマニュフェストを掲げ、改革を実行し

つつある。次期総選挙として、2015 年 10 月～11 月に実施される見込みである。政権が変更とな

った場合、政策変更等の政治リスクが発生する可能性がある。 
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 (4) 環境社会配慮面等、その他のリスク 
浄化槽は、装置中の微生物に空気を送り込むために電力供給が必要不可欠である。そのため、

頻繁に停電の起こる「ミ」国での浄化槽への電力供給は課題である。数分程度の停電であれば全

く問題はないが、特に乾季の電力供給が浄化槽にとって能力を発揮するに十分なものであるかは

確認する必要がある。また、雨季に洪水の発生する地域では冠水の可能性があるため、それに配

慮した調査が必要である。 

 6-2-2 本調査を踏まえて想定されるリスク 

 (1) 法務面のリスク 
2012 年 4 月に環境保護法が制定されるまで、体系的に環境保護を目的とした行政組織・法制

度・環境基準はなかった。近年の環境保護林業省が天然資源と環境管理改善のために設立され、

2012 年 4 月には環境保護法が制定され、環境管理実施の法的根拠を規定している。 

① 排水基準 

本環境保護法に基づき、Water Law（水法）のドラフト作成が進行中であるが、Wastewater Law
は進行しておらず、Water Law には排水基準は含まれていないため、法整備には時間がかかる

見込みである。また、法律の整備は遅れることが通例であるため、整備が進まないようであ

れば、YCDC 独自のガイドラインまたは条例化の整備が必要である。一方で、現在 YCDC で

は一部の建物において、排水基準の規程が定められているが、日本と比較して明確な基準の

整備は、今後の下水処理の普及に必要であり、企業の経済活動の活発化にともない、環境の

保全と国民の公衆衛生環境を保つためにも早急なガイドラインの整備や条例化の整備が必要

である。なお、排水基準が明確にならない場合は、適正な汚水処理方法が明確とならないた

め、ビジネスの展開は難しいと考える。 

② 下水処理における法律制度について 

公共下水道の未整備地区における一般住宅では、腐敗槽（セップティックタンク）による

し尿処理が行われている。今後、住宅用浄化槽が効果的と判断されるケースでは、その普及・

促進にともなう法整備も必要であり、また、下水道の整備・普及にはかなりの年月を要する

と考えられることから、汚泥処理や処分等に関する法整備への対応も必要になる。一方で、

YCDC では汚水処理として、実質、高層建築物に対して浄化槽の設置義務化を行っているも

のの、建物に対する浄化槽の適正な設置基準がない。そのため、排水基準の法整備（ガイド

ラインまたは条例化）とともに、浄化槽の容量算定基準・設置基準の明確化が必要である。

なお、浄化槽の容量算定基準や設置基準、維持管理に関するガイドラインまたは法制度（条

例化）が制定できない場合は、既設置の浄化槽による適正な汚水処理が行われず、浄化槽の

故障や劣化に影響し、環境汚染・公害問題が進む可能性がある。一方で、ビジネス展開時期

への影響が発生するリスクがある。 

 (2) 知財面のリスク 
「ミ」国においては、現在知的財産が守られる法律はなく、現在策定に向け取り組み中である。

一方で、前述のとおり、浄化槽の維持管理技術は、約 40 年間蓄積されたノウハウと品質に基づ
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くものであり、容易に模倣できるもではなく、知的財産となりうるものではないため、知的財産

面でのリスクは軽微と考える。また、ビジネス展開においては、維持管理技術（品質）の安定化

や技術者養成を行うための資格制度を設ける計画であり、制度を確立したのちには知財面のリス

クは相当低くなると考える。 

 (3) 政治面のリスク 
2015 年 10 月～11 月に総選挙が実施される見込みであり、現在の最大野党であるアウン・サー・

スー・チー党首が率いる国民民主連盟（NLD）の躍進が予想されている。なお、政権が交代し

たとしても、NLD は現政権とは政策が異なるが、民主化がさらに進む可能性があること、また、

憲法改正の要件は議員の 4 分の 3 以上の賛成が必要であり、憲法上議員の 4 分の 1 は国軍司令官

が指名する議員で、国軍の影響力が維持されることとなっている。そのため、大きな憲法の改正

が行われることや民主化路線が変わる可能性は低く、ビジネスへの影響は軽微と考える。 

 (4) 電力供給不足によるリスク 
浄化槽は、装置中の微生物に空気を送り込むために電力供給が必要不可欠である。そのため、

頻繁に停電の起こる「ミ」国での浄化槽への電力供給は課題である。しかしながら、数分程度の

停電であれば全く問題はない。現状、「ミ」国においては、電力需給ギャップの解消に向け、電

力供給における送電線網の整備や民間による電力投資の活用を積極的に実施しており、特に主要

都市であるヤンゴン市での停電リスクは解消に向かいつつあり、ビジネス上大きな問題とはなり

得ないと考える。 

 (5) 住民の環境汚染・公害問題への意識改善不足による普及鈍化リスク 
住民の多くは、環境汚染や公害対策への意識が低く、水環境への改善に対する認識が不足して

いる。そのため、住民の水環境への汚染や公害対策への意識改善が改善されなければ、浄化槽の

普及に影響が発生する可能性がある。 

 (6) YCDC 財政上のリスク 
日本では、昭和 58 年の浄化槽法の制定（施行は昭和 60 年）し、昭和 62 年に合併処理浄化槽

の普及促進のための国庫補助金制度が創設され、普及が拡大した経緯がある。YCDC では浄化槽

の普及を促進したいものの、浄化槽設置に対する補助金制度の創設は財政（予算）上の問題があ

り、現在は考えていない。「ミ」国でも浄化槽の設置に対する補助金制度を設けることが浄化槽

の普及促進には必要であるが、浄化槽の設置に対する補助金制度が構築されない場合、浄化槽の

普及スピードに影響する可能性がある。 

 (7) その他のリスク 
浄化槽の容量算定基準・設置基準や維持管理に関するガイドラインの整備を行い、その後条例

化や法制度化を計画しているが、新たに設置する浄化槽から適用されるものである。一方、すで

に設置されている浄化槽は、容量や設置に関して不適合なものが多く存在しているため、通常の

維持管理を行ったとしても、排水基準を満足する可能性は低い。そのため、既存の浄化槽におけ

る排水基準の緩和や維持管理項目を変更するガイドラインの整備や条例化が必要である。なお、

日本でも浄化槽の技術の進歩や普及に合わせて、排水基準の緩和や維持管理項目を変更する内容

を適用し、浄化槽の普及を進めていた経緯がある。既設の浄化槽に対する緩和したガイドライン
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の整備や条例化（法制度化）を盛り込まない場合、必要な維持管理は行われず、水質の悪化が進

む懸念があり、またビジネスへの影響が発生する可能性がある。 

 6-2-3 課題と対応策 

本事業を展開するに当たり、事業の課題とその対応策を表 6-14 に記載する。 

表 6-14 ビジネス展開におけるリスクに対する課題と対応策 

課題事項 影響度 現状 対応策 
法務 排水基準の整備 大 現在排水基準はない。 

YCDC にて一部建物の

み基準あり。 

国による法整備状況を注視しつつ、

YCDC に対して、独自ガイドライン

（または条例化）の整備支援を行う。

（ODA にて） 
浄化槽の容量算定・設置

に関わるガイドライン

の整備（条例化、法制度

化） 

大 現在なし 浄化槽の容量算定・設置基準に関する

ガイドライン（または条例化）の整備

支援を YCDC に対して実施する。

（ODA にて） 
浄化槽の維持管理に関

するガイドラインの整

備（条例化、法制度化） 

大 現在なし 
（排水基準が明確とな

った場合、基準の遵守

に影響） 

浄化槽の維持管理に関するガイドラ

イン（または条例化）の整備支援を

YCDC に対して実施する。（ODA に

て） 
知財 知的財産の漏えい 小 現在なし 

現状「ミ」国にて策定

中。 

影響は少ないため、対応はなし。 

政治 政権交代による政策の

変更 
小 大きな政策変更のリス

クは少ない 
影響は少ないため、対応はなし。 

財政 浄化槽設置への助成金

制度の創設 
中 現在なし YCDC の予算状況を注視しつつ、浄

化槽普及拡大のための予算確保また

は配分等の支援を実施する。特に、日

本においては、助成制度の創設により

浄化槽の普及が拡大したことを踏ま

え、助成制度の導入を積極的に支援

し、具体的な方策の検討を行う（ODA
にて） 

ｲﾝﾌﾗ 電力の安定供給 小 停電リスクあり 長期間の停電リスクは低く、製品への

影響も軽微なため、対応はなし。 
他 汚水処理に関する市民

への啓蒙活動 
中 現状環境汚染や公害問

題への意識が低い 
長期的および継続的な水環境問題の

啓蒙活動（学校等へ教育含む）を

YCDC とともに実施支援していく。

（将来の ODA にて） 
既設浄化槽に対するガ

イドライン（条例化また

は法制度化）の整備 

中 なし ガイドライン（条例化または法制度

化）の整備において、既設浄化槽への

対応策を盛り込む 
出所：JICA 調査団作成 
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第7章 環境社会配慮 

7-1 重要な環境社会影響項目の予測・評価および緩和策、モニタリング計画案の作成 

本調査は、公共用施設に浄化槽を設置して汚水を浄化し、その施設を持続的に維持管理していくた

めの検討を行うものであり、環境社会面への影響は軽微であるものと想定される。そのため、基本的

には、環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要の整理と環境チェックリストの作成を行う。

なお、重要な環境社会影響項目の予測・評価および緩和策、モニタリング計画案の作成等については、

環境チェックリストにまとめて示すものとする。 

 事業コンポーネント：公共用施設への浄化槽設置およびその運転維持管理 
 環境チェックリスト：付属資料に添付 

7-2 用地取得・住民移転の規模および現況の把握 

前項で示した事業コンポーネントにおいては、公共用施設内の敷地を利用して浄化槽を設置するも

のであり、事業実施のために新たな用地の取得や自発および非自発的な住民移転は発生しない。 
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表表表表    第第第第 1111 次次次次調査調査調査調査日程概要日程概要日程概要日程概要    月日  スケジュール 

12 月 6 日 AM 日本からヤンゴンへ移動 

(土) PM  

12 月 7 日 AM 団内打合せ 

(日) PM  

12 月 8 日 AM JICA 打合せ 

(月) PM 大使館打合せ 

12 月 9 日 AM YCDC 健康局 

(火)  YCDC 汚濁制御･清掃局 

 PM YCDC 水･衛生局 

12 月 10 日 AM 下水処理場視察 

(水)  ｶﾝﾄﾞｰｼﾞｰ湖沿いﾚｽﾄﾗﾝに設置済みの浄化槽視察および簡易水質調査 

 PM YCDC 広場･公園･庭園局 

  浄化槽設置候補地 (ｶﾝﾄﾞｰﾐﾝ湖)の視察（広場･公園･庭園局が推薦） 

  浄化槽設置候補地 (YCDC 職員官舎)の視察 

12 月 11 日 AM Waminn 社との協議および浄化槽工場視察 

(木) PM Waminn 社が設置した浄化槽の視察(3 箇所:病院/ｺﾝﾄﾞﾐﾆｱﾑ/ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ) 

12 月 12 日 AM Waminn 社との協議および浄化槽の視察および簡易水質調査 

(金) PM 資料整理 

12 月 13 日 AM 現地開発業者(TBS)との協議 

(土) PM 資料整理 

12 月 14 日 AM - 

(日) PM - 

12 月 15 日 AM 資料整理 

(月) PM YCDC 水･衛生局 

12 月 16 日 AM 浄化槽設置候補地視察(ｶﾝﾄﾞｰﾐﾝ湖の公衆ﾄｲﾚ/職員住宅/ｲﾝﾔｰ湖等) 

(火) PM JETRO 

12 月 17 日 AM YCDC 職員訓練施設の浄化槽視察 

(水) PM ｾﾌﾟﾃｨｯｸﾀﾝｸの使用状況/支払い意思等ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ調査/水質調査再委託契約 

12 月 18 日 AM 浄化槽設置候補地視察(一般市民の住宅等) 

(木) PM YCDC 水･衛生局 

12 月 19 日 AM JICA 報告 

(金) PM 移動 

12 月 20 日 AM 日本着(川本を除く) 

(土) PM  

12 月 21 日 AM - 

(日) PM - 

12 月 22 日 AM サンプリング 

(月) PM サンプリング 

12 月 23 日 AM サンプリング(予備日) 

(火) PM 資料整理/移動 

12 月 24 日 AM 日本着(川本) 

(水) PM  
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表表表表    第第第第 2222 次次次次調査調査調査調査日程概要日程概要日程概要日程概要    月日  スケジュール 

2月 21日 AM 日本からヤンゴンへ移動 

(土) PM 日本からヤンゴンへ移動 

2月 22日 AM  

(日) PM 団内打合せ 

2月 23日 AM JICA 打合せ（11:00～） 

(月) PM 現場視察（14:00～） 

2月 24日 AM Waminn 社（10:00～） 

(火) PM Waminn 社（14:00～） 

2月 25日 AM ヤンゴン市開発委員会 水･衛生局(10:00～） 

(水) PM ヤンゴン市開発委員会 広場･公園･庭園局(12:00～） 

 PM イオンクレジットサービス（ミャンマー）（14:00～） 

2月 26日 AM CHDB（10:00～） 

(木) PM 学校視察（14:00～） 

 PM JICA(14:30～） 

2月 27日 AM 設置候補地視察（Waminn 社含む） 

(金) AM ヤンゴン市開発委員会 水･衛生局(9:00～） 

 PM ヤンゴン市開発委員会 水･衛生局(13:30～） 

2月 28日 AM 資料整理 

(土) PM 資料整理 

3月 1日 AM  

(日) PM 宇野合流 

3月 2日 AM 団内打合せ（下河内合流） 

(月) PM 団内打合せ 

3月 3日 AM Waminn 社（10:30～） 

(火) PM ヤンゴン市開発委員会 広場･公園･庭園局(12:30～） 

3月 4日 AM JICA(10:00～） 

(水) PM 団内打合せ 

3月 5日 AM Waminn 社（10:00～） 

(木) PM ヤンゴン市開発委員会 水･衛生局(13:00～） 

3月 6日 AM 大使館（10:30～） 

(金) PM 団内打合せ 

3月 7日 AM I DORA Co., Ltd社およびMore Plus社（10:00～） 

(土) AM カンドーミン湖浄化槽設置位置確認 

 PM 平工務店（13:00～）、宇野・満倉以外帰国移動 

3月 8日 AM 日本着、宇野帰国移動 

(日) PM 資料整理、宇野日本着 

3月 9日 AM CHQP（11:00～）、 

(月) PM ヤンゴン市開発委員会 水･衛生局(13:00～） 

3月 10日 AM Waminn 社（10:00～） 

(火) PM JICA（13:00～）、満倉帰国移動 

3月 11日 AM 満倉日本着 

(水) PM  
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 8 日 10:00～11：00 

場 所：JICA ミャンマー事務所 

参加者 

相手側：佐野中小企業支援調整員 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、下河内、川本 

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 現地訪問先について 

∙ 佐野中小企業支援調整員より、健康局、広場・公園・庭園局との面談については、現在

調整中とのことが伝えられた（その後、佐野中小企業支援調整員より、健康局の面談が

12/9 10 時に設定されたとの連絡を受けた）。 

∙ 学校等の教育機関に浄化槽を設置したい場合は、管轄する省庁に許可をとる必要がある。

例えば、小・中・高等学校は教育省に許可を得る必要があり、大学は分野によって管轄

が異なる可能性があり、総合大学であれば教育省、農業系の大学であれば農業灌漑省、

医療系の大学であれば保健省が管轄となるものと考えられるので、確認してほしいとの

ことであった。 

2. ミャンマー国の現状について 

∙ ミャンマー国の国家空間開発計画および国家総合開発計画の策定状況について、佐野中

小企業支援調整員から、後日、情報提供を受けることとなった。ただし、来年 2015 年に

総選挙を控えていることから、国家政策に関わる動きは可能性として少ないと考えられ

るとのことであった。 

∙ 来年の総選挙における政権交代の可能性および政権交代が社会情勢に与える影響につい

て佐野中小企業支援調整員に確認したところ、政権交代の可能性については言及できな

いが、例え政権交代が行われたとしても JICA としての基本的な援助方針が変わることは

ないとのことであった。 

∙ 電力事情に関しては、現状約 7 割が水力発電に依存しているため、ミャンマー国として

も電力の多様化（天然ガス、クリーンエネルギーなどを含む）を図りたいとの意向があ

る。JICA の電力分野の援助としては、無償資金協力事業として既設の発電所および変電

所の改築を実施中である。 

3. その他 

∙ 特許や会社設立に関する関連情報は、JETRO が保有しているとのことで、調査団から、

JETRO に面談の依頼を行うこととした。 

 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 8 日 16:00～17：00 

場 所：在ミャンマー国日本大使館 

参加者 

相手側：渡部二等書記官 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、下河内 

 記録者:下河内 

討議内容 

 

 渡部二等書記官から、以下のような情報提供およびコメントがあった。 

 

1. 日本の援助の動向等、ミャンマー国の現状等 

∙ 汚水対策分野においては、大阪市がヤンゴン市への援助を行う予定である。 

∙ 浄化槽のように、建設や設置だけでなく、維持管理が重要な施設については、自治体を

巻き込んで、今後、プロジェクトの具体化を図るほうが良いのではないか？ 

∙ 浄化槽の維持管理技術の資格制度等の制定等を考えているようであるが、現在、ミャン

マー国では、資格制度のリフォームを図っているところである。 

∙ 電気工事士などの資格制度のリフォームに関しては、日本の援助が入っている。 

2. 浄化槽の設置場所について 

∙ 浄化槽の設置場所については、今後とも、末永く維持管理を行ってもらえるような場所

が適すると考える。例えば、公共施設(YCDC の建物や公園等)や、日本の援助をアピール

できるような場所が良いと考える。 

∙ 浄化槽の設置にインセンティブを与える施策の提言が不可欠である。 

∙ 富裕層をターゲットとした、浄化槽の設置も考慮するとよいのではないか？ 

 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 9 日 10:00～9：45 

場 所：Health Department office (健康局) 

参加者 

相手側：Dr. NGWE SAN 局長(Head of Health Department) 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、下河内、川本, (通訳)Tayzar, Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

上柳業務主任による、業務の目的、概要説明後の質疑応答の内容は次の通りである。 

 

1. 浄化槽について 

∙ NGWE 局長から「浄化槽は一軒ごとの設置か、それとも集団で一つなのか」との質問に

対し、調査団は「どちらも可能であるが、集団で一つを設置する方が望ましい」と回答

した。 

∙ NGWE 局長から「70 年～80 年前に、工場排水や汚水を浄化して、再度飲み水にするよう

な装置があったが、浄化槽とはそれと同じ機能なのか」との質問に対し、調査団は「水

を浄化するというのが浄化槽の機能であり、その処理水の使用方法までは定めてはいな

い」と回答した。 

2. 健康局の職務について 

∙ 健康局では、主に疾病・感染症の管理、食品衛生管理、労働管理、自然環境（大気、臭

気など）、環境教育などを行っている。水質分析は健康局内の分析室、もしくは民間の分

析業者に委託をしている。工場排水に関しては、汚濁制御・清掃局が行っている。 

∙ ただし、健康局は保健省とも協力しながら業務は遂行している。 

∙ 飲料水に関しては、健康局では分析結果を基づく許認可を行っており、不適用と判断さ

れた水源（特に井戸）は、閉鎖する。 

∙ 水質基準は国際基準を適用している（JICA の既往案件で、WHO を適用との記載あり）。 

∙ サンプリング検体としては、水道水の他、レストランの調理用の水も対象としている。

その理由として、水道水とは別に独自に井戸水をくみ上げている場合もあるためである。 

3. その他 

∙ ヤンゴン技術大学に 1958 年代に設置した浄化槽のような施設があるが、今は 50 年以上

経過しているので、どのような管理をしているのかは不明である。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 9 日 11:00～11：15 

場 所：Department of Pollution Control and Cleansing (汚濁制御・清掃局) 

参加者 

相手側：AUNG MYINT MAW 氏(Assistant Head of Department) 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、下河内、川本, (通訳)Tayzar, Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 汚濁制御・清掃局の管理について 

∙ 当局では工場排水と廃棄物の管理を行っており、飲料水は対象外である。 

∙ 工場排水の水質管理項目は、次の通り。 

BOD5     20 – 60 mg/l 

SS     500mg/l（※既往調査時は 200 mg/l） 

pH      6 – 9.5 mg/l 

COD    200mg/l 

TS    1000mg/l（※既往調査時は 500 mg/l） 

※ヤンゴン市上下水道改善プログラム協力準備調査(2014 年 3 月) 

∙ 工場排水における除害施設の設置義務はあるものの、実際は工場によって設置の有無は

異なる。というのも、下水道や河川の排水基準がないので、除害施設の仕様・管理基準

も明確になっていないためである。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 9 日 15:00～16：15 

場 所：Water and Sanitation Department（水・衛生局） 

参加者 

相手側：MYINT OO 局長(Head of Department), MYO THIEN 氏(Deputy Head of Department),  

WAI LWIN 氏(Assistant Chief Engineer), THEIN MIN 氏(Assistant Chief Engineer), 

DAW KHIN AYE MYINT 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、宇野、下河内、川本、 (通訳)Tayzar, Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 汚水対策における法整備および維持管理状況について 

∙ 下水道料金は徴収していないため、維持管理に係る費用はヤンゴン市の一般会計から賄

われている。ただ、現在新規の下水処理場を計画中であり、これらの処理区からは料金

徴収も行っていく予定である。 

∙ 下水道の排水基準としては、米国の EPA を基準としており、例えば BOD5の放流水質で

あれば 20mg/l 以下としている。直近 2 週間のデータとしては、流入水は 450 mg/l 程度、

放流水は 12 mg/l 程度である。 

∙ 腐敗槽の設置義務に関する法律や算定基準はないものの、ビル建設を行う際、建築主は

YCDC に建築許可の申請・承認を得る必要があり、水・衛生局ではその申請に対して排

水設備の審査を行うことになっている。 

∙ 建築中もしくは建築後にチェックを行うが、審査結果に従っていない場合、罰金を科す

こともある。ただし、建築審査の法令は整備されていない。 

2. 浄化槽の維持管理について 

∙ 維持管理の検査回数に関する基準はなく、設置したメーカー（現在は、Warminn 社のみ）

が行うことになっている。なお、Warminn 社は 3 ヵ月に 1 回検査を行っている。そのた

め、水・衛生局としては、水質検査結果のチェック（BOD5 20 mg/l 以下）を行うのみと

なっている。 

∙ 浄化槽は 9 階以上の建物について設置するよう指導しており、現在建設中のものも含め

て、20 基の浄化槽が設置されているが、そのうち、3 ヵ所は台帳を付けている。今後設

置される浄化槽についても、適切に管理していく予定である。 

∙ 調査団から「現在、ヤンゴン市がおこなっている維持管理を民間に委託して行うのがよ

いのではないか」との質問に対して、MYINT 局長から「所得が低い家庭には市からの援

助が必要と考えるが、民間が行ってもらえるならよいと考える」との回答が得られた。

ただし、浄化槽は電気を使用するため、安定的な電力の確保や住民の支払い能力などの

課題を解決する必要がある点にも言及した。 

3. 浄化槽の普及について 

∙ 調査団から、「浄化槽が普及するための具体的な施策はあるのか」との質問に対して、

MYINT 局長から「ビル建設時に、建築主に腐敗槽ではなく浄化槽を推奨することは可能

であるが、そういったケース以外で市民に周知する手段は今のところない」との回答が
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あった。 

∙ 水・衛生局の情報では、クボタの浄化槽で 10～20 人槽の場合、約 300 万チャット（30

万円）であり、腐敗槽の場合、約 150 万チャット（15 万円）とのことであった。 

∙ 調査団から「各家庭に設置すると負担が高額になるので、多数の家屋を対象とした浄化

槽の設置を提案することもできる。そして、次のステップになるが、その効果を確認し

てもらうためにも、試験的に浄化槽を設置して、その評価をしていただきたいとも考え

ている」と伝えたところ、水・衛生局からは「浄化槽が優れた技術だということは認識

しているので、そのような取り組みは是非とも進めて頂きたい」との回答であった。 

∙ 浄化槽の普及が進まない理由としては、国民に衛生に関する知識が不十分であること、

他局との調整、低所得者への配慮などを挙げられた。 

∙ 調査団から「所得に応じて維持管理費を変動させることは可能か」との質問に対しては

「一律に徴収するか、徴収しないか、という設定になる」との回答であった。 

∙ 1 ガロン当たりの水道料金は、一般家庭で 0.4 チャット、工場などでは 1.5 チャットを徴

収しているとのことであったので、日本の水道、下水道における料金徴収の事例を紹介

した。 

4. 現地調査 

∙ 1/10（水）および 1/12（金）に既存の下水処理場および浄化槽もしくは腐敗槽が設置さ

れている建物、カンドーミン湖など 10 地点程度の現地調査の同行を依頼し、その了承を

得た。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 10 日 13:15～14：00 

場 所：Playgrounds Parks & Gardens Department（広場・公園・庭園局） 

参加者 

相手側：LT. COL. KO KO LIN 局長(Head of Department),  

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、宇野、下河内、川本、 (通訳)Tayzar, Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 広場・公園・庭園局が管理する土地の汚水処理について 

∙ 公園からの排水水質については、劣悪な状況ではないと考えているが、カンドージ湖は

レストランの排水によって、水質が悪くなっている。カンドージ湖については、2 年前か

ら水・衛生局と協力して湖水の水質改善対策に取り組んでいる。そして、カンドージ湖

の周辺にある 3 箇所のレストランのうち、1 箇所には浄化槽が設置されており、2 箇所に

ついても、設置するよう指示している。 

∙ インヤ湖周辺にも今後 8 箇所のレストラン建設が予定されており、そこにも浄化槽の設

置を指示しており、そこで処理された水はインヤ湖には流さず、Kabbar Street の排水路に

流す予定とのことであった。 

∙ 公園等の施設の利用については当局で判断をするが、そこに設置する浄化槽に関する技

術的な判断は難しいため、水・衛生局にその判断に委ねているとのことであった。 

∙ インヤ湖の周りにタイの浄化槽のような装置が設置されているが、設置後 1 か月は問題

なかったが、現在は状態がよくないとのことであった。ただし、浄化槽は本来素晴らし

い技術であるということは認識しており、KO 局長が着任した 2 年前から浄化槽の導入を

積極的に進めている。 

∙ 浄化槽は設置するだけではなく、その後の維持管理も重要であるが、レストランのオー

ナーは利益優先で環境保全といった考えはないため、日本側が行うような維持管理に関

する技術的支援を継続的に実施するならば、当局にとっても非常に有益であるとのこと

であった。 

∙ 調査団が、カンドージ湖に隣接するレストランの浄化槽の簡易水質検査を行ったこと、

そして処理量に対して浄化槽の容量が小さいことを指摘したところ、KO 局長は、当局お

よび水・衛生局に対して適切な容量、維持管理などの指導を要望された。 

∙ 調査団が、レストランの浄化槽の仕様をどのように決めたのかを KO 局長に確認したと

ころ、基準はなく水・衛生局からの指示される仕様に従い、その仕様をレストランとの

契約書類で規定しているとのことであった。 

2. 浄化槽設置候補地について 

∙ 当局で管理する土地で、浄化槽の設置候補地の有無を確認したところ、局長は、事務所

とその周辺の家屋の汚水が集まる水路際での設置を推奨した。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 11 日 10:00～11：30 

場 所：Waminn 社 

参加者 

相手側：MYINT WAI (Chairman), LWIN MOE (Senior Vice Chairman), KHIN SANDAR LINN 

(Deputy General Manager) 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、宇野、下河内、松尾、信澤、川本,  

(通訳)Tayzar, Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 浄化槽の普及状況について 

∙ LWIN 氏より、ミャンマー国における浄化槽の普及状況について説明がなされた。 

∙ ミャンマー人々は、主に経済的な理由により、環境保全への意識が低い。もしくは優先

度は低い。 

∙ 浄化槽販売を始めて 2 年が経過するが、YCDC から企業や個人に対して浄化槽設置を強

制するような取り組みは行われていない。銀行にはローンの仕組みが無いので、高価な

ものを購入しにくい環境となっている。 

∙ （調査団が調査した）カンドージ湖のレストランの浄化槽は、レストラン側の予算的な

制約により、容量の小さい浄化槽の設置を行った。 

∙ タイ製品のトイレ排水のみを処理するバイオタンク（800 ドル）も扱っているが、この装

置の場合、悪臭が発生する。この装置はポリエチレン製で、バクテリアの機能で処理す

るが、特に曝気は行わない（セプティックタンクと同様）。 

∙ バイオタンクは、クボタの浄化槽が流通する以前に一時期流行したが、浄化槽が販売さ

れるようになってからは、バイオタンクから浄化槽に移行する人も出てきた。 

∙ 浄化槽の設置に関する法律はなく、建物の建設時に建築業者が浄化槽の仕様についてヒ

アリングに訪れ、仕様を決定している。但し、実際には費用の問題から、Waminn 社が推

奨するサイズよりも小さいものが設置されている場合が多い。 

∙ Waminn 社としては、設置基準の整備を重要とは考えているものの、民主化して間もない

ことから、法律や基準の整備には時間を要するものと考えている。 

2. 維持管理について 

∙ 維持管理は 2 チームで、各 3 人のスタッフで、水質検査は 4 ヶ月に 1 回行っている。こ

れに加え、2 ヶ月に 1 回クボタの職員が来て、汚泥の性状をチェックしている。 

∙ ただし、容量の大きなものは 1 年間、小さなものは 2 年間無料でメンテナンスを行って

いる。 

∙ 浸水や停電による故障が起きた場合も、1 年は無料で対応することとなっている。ただし、

浸水などによる大きな故障よりも、ゴミが詰まる等の小さな故障が頻発している。 

3. 浄化槽の諸費用について 

∙ 現在、Waminn 社では、クボタの浄化槽部品を輸入し組立てて販売をしており、現地製造
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は行っていない。販売価格は、5 人槽の浄化槽は約 3,000 ドル、工事費は地上に設置する

場合は 50 ドル、地下に埋設する場合は 150 ドルとしている。 

∙ 現在は、日本から部品の多くを輸入しているが、これを段階的に現地生産に移行してい

きたいと考えている。製品をすべて現地生産した場合、費用は約 30%削減できると考え

ている。削減できる項目としては、輸送費、関税、商業税などが挙げられ、3,000 ドルの

うち、各種税金の部分で約 17%を占めている。 

∙ 調査団が、現地生産へ移行するのに必要な具体的にどのぐらいの期間を確認したところ、

蓋や調整リングはすでに昨年から現地生産を始めているとのことであった。 

4. 浄化槽の販売状況について 

∙ この 2 年でクボタ 5 人槽浄化槽を約 250 台販売した。現状は 20 台/月ほどであるが、今後

はこれを 40 台/月に増やしていきたい。 

∙ 販売方法、売り込み方法は 3 つのタイプがある。一つは、年一回ゼネコン向けに浄化槽

のデモンストレーションを実施し、浄化槽の機能を認知してもらっている。二つ目は、

過去の購入者を招待し、いわゆる「口コミ」で普及するように図っている。三つ目は建

設現場を訪れ、浄化槽のアピール、推奨を行っている。また、広告・CM などで広報す

る方法もあるが、ミャンマーの場合、人脈を通じて広がることが多い。 

∙ なお、現状浄化槽販売に関する競合は無いが、今後普及が進むと競合他社が現れる可能

性はある。 

以上 

 

 

 



 

A2-10 

 

ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 13 日 10:00～11：30 

場 所：Asia Plaza Hotel ロビー 

参加者 

相手側：Mr. Praneet Prasongnitjakit (Total Business Solution Co.,Ltd) 

調査団：下河内、信澤、松尾 

 記録者:松尾 

討議内容 

 

1. Total Business Solution の事業内容について 

∙ Total Business Solution Co.,Ltd は、タイの TEAM GROUP を親会社としたミャンマーの会

社であり、高層ビル建設のコンサルティングを主に行っている。 

2. 高層ビル建築時の許可フローについて 

∙ ビルを建設する場合にはすべて、YCDC の Engineering department へ申請を行わなければ

ならない。提出内容は、敷地レイアウト、デザイン、機器類、公衆衛生（排水処理等も

含む）等の基本デザインである。 

∙ 提出した申請書類は、YCDC の Engineering department から、更に建設する建物の階数に

応じて以下の各機関にて閲覧・検査される。 

①～6 階未満：YCDC 内 Engineering department 

②6～12.5 階：YCDC 管轄の HIC(High-rises Inspection Committee) 

③13 階以上：独立機関である CQHP (Committee for Quality Control of High Rise Building 

Construction Project) 

∙ 下水処理場の排水処理については、アメリカの EPA 基準を採用している。 

∙ YCDC において基本デザイン案に承認を得るには、YCDC 内の関連する５つの部門から

の推薦状を得なければならない。この推薦状は、各自で各部門と調整・手配する必要が

ある。 

∙ 申請書類がすべての機関から承認されるまでには平均で約１年以上かかる。 

3. 浄化槽の仕入れ・価格について 

∙ 複合施設・商業施設（ホテル、コンドミニアム、オフィスビル、デパート等）について

は、排水処理のための浄化槽を導入しなければ YCDC の建設許可を得ることができない。 

∙ YCDC 側には排水に関する詳細な基準がなく、ディベロッパーへのアドバイスなどもせ

ず、提出された書類を確認するのみである。そのため、浄化槽導入にあたってはまず

Waminn 社に相談して浄化槽の製品および設置・レイアウトについての指導を受けてい

る。それを設計者や工務店に伝え、デザインに組み込んでもらう形をとっている。 

∙ 浄化槽については、現在 Waminn 社が提供する KUBOTA 浄化槽でなければ YCDC の認可

を得ることができない。SCG (Siam Cement Group)などの、タイ製の比較的安価なバイオ

タンクの使用を提案したことがあったが、いずれも認可されなかった。 

∙ KUBOTA の浄化槽は高価である。12.5 階立てのオフィスビル（914 人収容可能）に導入
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した浄化槽は、製品代のみで約 160,000USD であった。 

4. その他 

∙ ミャンマーでは、製品の販売は地元企業のみしかできないが、サービス業であれば外資

100%で会社を設立することができる。維持管理ならばサービス業になるのではないか。 

∙ 排水処理（浄化槽含む）のニーズは今後高まることが予想される。YCDC にて 10 程度の

ディベロッパーが集められ、排水処理等についての打ち合わせがなされた。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 15 日 14:00～15：30 

場 所：Water and Sanitation Department（水・衛生局） 

参加者 

相手側：MYO THIEN 氏(Deputy Head of Department), THEIN MIN 氏(Deputy Chief Engineer) 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、宇野、下河内、松尾、信澤、川本,  

(通訳)Tayzar, Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 水道料金について 

∙ 水道の料金体系は大きく２つに分かれる 

・家庭用（メーターあり）・・・  88 チャット／㎥ 

    （メーターなし）・・・1,080 チャット(量に関わらず一律) 

 

・工場、商業用水（小規模）           ・・・ 110 チャット／㎥ 

        （工業団地（外資系を除く））  ・・・ 440 チャット／㎥ 

        （工業団地）         ・・・ 880 チャット／㎥ 

∙ 徴収方法は、市役所の職員が各家庭、商店などを訪問し徴収する 

∙ 水道の料金設定は現状一律で設定しているが、今後は日本と同様に逓増型（使用量が多

くなるにしたがって単価が高くなる）の料金設定を検討していく。 

∙ 国民の利益を優先し、水道料金は安価に設定されている。 

2. 浄化槽の法制および仕様設定の考え方等について 

∙ 調査団から日本における浄化槽の算定基準に関する資料を提示、説明した。 

∙ ミャンマーには日本のような算定基準やガイドラインはなく、浄化槽の仕様は建築物の

部屋数や設備をもとに建築士やエンジニアの経験から算定し、YCDC でも、エンジニア

の経験から仕様確認を行っているのが現状である。また、浄化槽の水質チェックも行っ

ている。なお、家庭汚水は 40 ガロン（180 ﾘｯﾄﾙ）/人/日、ホテルの場合は下水発生量を

90%として計算する。 

∙ これに対し、調査団からはミャンマーの実情に則した浄化槽の算定基準を作成し、設計

段階から算定基準に基づいて浄化槽の容量を決めるべきということを改めて指摘した。 

∙ YCDC における建築物の規模に応じた建築許可の流れは下記の通り。 

8.5 階以下  ：YCDC 建設部のみで許可が下りる 

9 階～11.5 階 ：YCDC 建設部および、YCDC HIC (High-rise Inspection Committee)によ

る図書の確認後、許可が下りる。 

12階以上   ：YCDC建設部、YCDC HIC (High-rise Inspection Committee)およびCQHP 

(Committee for Quality Control of High-Rise Building Construction 

Project)による図書の確認後、許可が下りる。 
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3. 水質検査について 

∙ 浄化槽は、設置後 3 週間、その後は 3 ヶ月に 1 回測定を行っている。ただ、今後 YCDC

としては 1 ヶ月に 1 回の検査を検討している。サンプリングは、民間（Waminn）のほか、

YCDC でも 2 ヵ所で実施している。 

∙ 放流 BOD が 20 mg/l を超える場合の罰則は特にないが、Waminn の管理下にあるものは

Waminn が責任を持ち、YCDC の管理下のものは YCDC が管理することになっている。 

∙ 調査団から、日本では民間業者が維持管理の法律・制度に則り維持管理業務を行ってい

ることを伝えたところ、日本側からの法制度面や維持管理面の支援を頂きたいとの回答

を得た。 

∙ これに対し、調査団からは、浄化槽に関する制度・基準、およびそれらの手順書の作成、

並びに維持管理方法の指導などについて支援することは可能であるが、そのためにも

YCDC が主体性を持つべきという旨を伝えた。 

4. 浄化槽の設置候補地について 

∙ 浄化槽の設置候補地について、下水道マスタープランでは計画の下水道区域外への設置

が推奨しているが、下水道区域内でもよいとのことであった。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 16 日 14:00～15：30 

場 所：ジェトロヤンゴン事務所 

参加者 

相手側：牛膓純和 投資アドバイザー 

調査団：上柳、篠川、川本、信澤、松尾 

 記録者:松尾 

討議内容 

 

業務の目的、概要説明の後の質疑応答の内容は次の通りである。 

※質疑応答内容についての詳細は、添付の表を参照のこと 

 

1. ミャンマー国概況について 

∙ 対ミャンマー直接投資認可額としては、中国、タイ、香港、韓国が上位。鉄工業、発電

が上位 80%を占める。なお、日系企業投資は 1％にとどまり、その多くが繊維業である。 

∙ 貿易としては、中国が最大相手国。日本からの輸入は 80%が自動車、日本への輸出は縫

製品・農水産品。 

∙ ミャンマーの産業発展レベルは約 40 年前のタイおよび約 15 年前のベトナムと同等。 

2. ミャンマー国における会社設立に関して 

∙ 日系企業の駐在事業所を設立する場合には会社法、100%外資の会社や合弁会社を設立す

る場合には外国投資法の定めにそれぞれ則る。 

∙ 2012 年に外国投資法が成立。 

・外国投資委員会の認可により製造業 100%外資認可 

・分野ごとの最低資本金制度あり（製造業で 50 万 USD、サービス業で 30 万 USD） 

・5 年間の法人税免除 

∙ 商工会に登録されている日本企業は 200 社 

3. ミャンマー国における事業展開のリスク要因について 

∙ 外資の制限について：外資企業は、輸出入のライセンス取得や割賦販売ができないなど、

一部制限されている場合がある。現地パートナーとの協業が必要となってくる。 

∙ 土地貸借・土地所有について：会社法では、土地の貸借について最長１年の契約のみし

かできない。このため、更新のたびに値上がりする賃貸料で、土地の所有者と企業がト

ラブルを起こすケースが多く報告されている。 

∙ インフラ（電力）について： 現在は国民の約３割のみが電力を享受している。ただし送

電網にて電力の約３割をロスしている。今後は電力供給の強化が計画されている。 

∙ 知財面について：現在、知財法や特許庁はないため、技術流出のリスクがある。また、

技術に関する資格制度もほとんどなく、技術の質の担保には課題がある。 

以上 
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ミャンマーでの事業展開にあたっての確認事項

1

外国資本が会社を設立するにあたっての制限・規制・法律など（例：１００％で可能
か?）

外国投資法、会社法の2種類あり
外資制限は業種によって異なるが、サービス業であれば両方とも１００％での出資
が可能。
雇用の条件は、会社法上はなく、外国投資法であれば一定の雇用（人数制限はな
し）が必要

2

合弁比率に関する法律面の制限はないのか 特になし。
サービス業であれば、外資企業同士で合弁会社を設立することも可能。（例：外
資：外資=5：5など）

3
業種ごとの制限・規制など（例：浄化槽の設置から維持管理、あるいは維持管理
のみ=サービス業？、で違いがあるか）

サービス業は特になし。
製造、敷設などは要確認。

4
会社設立にあたって税の優遇措置、税以外でも優遇措置があれば 会社法ではなし

外国投資法では、5年間の法人税免除

5

オフィス、工場など土地が必要になった場合の入手方法 賃貸契約の場合、1年契約ごとの更新（家賃の値上がりのよるトラブルは多い）
土地購入は複雑のため、外資にとってはハードルが高い
工場団地でのサブリース契約がよい（50年契約等）

6

設立後、トラブルが起きた際の解決手段、手続きなど ミャンマーには、弁護士は存在するが、地位が高くないため、利用することは少な
い
トラブルはあるが、その都度対応となる

7

浄化槽、下水処理分野のビジネスの情報 なし
現在水処理関連（上水道）の会社が進出しようとしている（外資：現地=6：4の比
率）

8

労働賃金、物価、土地価格、輸入価格および税金の上昇はどれくらい見込まれる
か。

労働賃金：１０－１５％上昇
物価：７－８％上昇
土地：前年比５割上昇

9

日本企業の進出状況（推移、分野など）と今後の見通し 商工会に200社（1000名）の登録がある。製造業については繊維・縫製分野が多
い。
支店・事業所を開設しているところが現れはじめており、今後の本格的な投資が期
待されている。

10

日本企業のミャンマー進出における課題、注意点にはどのようなものがあるか 多く存在するので、難しく考えないほうが良い。法律の未整備、物価上昇等はあ
る。
土地関係は賃貸料や契約について特に揉めるケースが多いので、要注意

11

失業率と失業者対策にはどのようなものがあるか 失業対策はなし。
失業率は約６％と公表されているが、実際は約5000万人の国民のうち300万人程
度は海外へ出稼ぎに行っていることに起因するもの。雇用される場所が少ないの
は事実。

12
低所得者への配慮はどのように考えるべきか。法律・制度整備の低所得者への影
響。

なし。

13
割賦販売に関する法律があるか　金利の制限があるか？ 貸出金利１３％、預入金利８％の上限。個人融資は存在しない。

外資企業は割賦販売はできない。マイクロファイナンスが実施されている。

14
ミャンマーにおける消費税、法人税 消費税８％

法人税２５％

15
国が市民のために補助金を出す制度があるか（家の購入、ローン、病院、出産な
ど）

補助金の制度はなし。
病院の診察は無料。

16
技術の特許や商標、知的財産についての保護システムはどうなっているのか。技
術流出のリスクがないか

知財法など、知財の保護制度はなし。
流出リスクはあり。

17
技術に関する資格制度にはどのようなものがあるか 基本的にはなし

会計士など、一部イギリスに準拠した制度・試験がある場合もある。

18 NPOや協会など、資格を運営する団体をつくることが可能か。 可能。

19 輸入・関税について
浄化槽、バキューム車、分析機器を輸入するときのそれぞれの関税や手続きなど 2国間協定はないので、アセアンとのEPAに準じる。HSコードを参考のこと。

なお、外資企業は輸出入のライセンスを独自に取得することはできない。

20
労働人口は現状どのくらいるのか（人口に占める就業可能人口数） はっきりとして統計はなし。ただし、ピラミッド型の分布のため、労働人口は多いと

いえる。

21

優秀な労働力の確保は容易か、困難になりつつあるか。現在の動向や今後の展
望

農業従事者が多く、農業から転入する方が多いので、工場労働自体に慣れていな
いことが多い。
国民性は真面目なので、努力次第

22
労働者のコスト平均（おもに技術職） 一般工ワーカー：71USD、スタッフ一般職：206USD、中間管理職：404USD

なお最低賃金法はあるが最低賃金は設定されていない

23
雇用の制限（例：ミャンマー人を○％雇わなければならない、などあるか？） 会社法上は特に規定なし

外国投資法上では規定があるが、人数の詳細は決められていない

24

ストライキなどが発生しているかどうか 中国系での従業員の待遇が悪いことに起因するストライキが２年前までは盛んに
行われていた。
日系企業もその影響を受けている場合がある。

25

現政権は安定しているのか。今後政権が変わる可能性はあるのか。 上院・下院とも２５％が軍人が占めている。憲法改正には全体の７５％以上の賛
成がなければならず、軍部が賛同しなければ大きな政治改革が行えない状況。軍
が政権を握っていたため、優秀な官僚が国内にいないのが現状。

26
現在の大統領が引退した場合の社会情勢変動のリスクにはどのようなものがある
か。

今後の見通しについては不透明。

27
総選挙で政権交代が起きた場合の社会情勢変動のリスクにはどのようなものがあ
るか。

同上

28 130以上の民族による民族闘争・内紛の可能性はあるのか。 ないとは言えないが、それほど大きな問題ではない

29

電力供給に関して、現状どれくらいの稼働率なのか 現状国民の3割しか電気は行き届いていておらず、需給バランスはまだ改善してい
ない。
また、送電網にて電力の約3割がロスしている。

30
電力供給に関して、今後どのようなインフラ整備計画となっているのか？ 送電網（ロスの軽減）を優先に、その後電力網の拡大する計画となっている。

電力利用率の目標としては、2020年に50％、2030年に100％と設定されている。

回答

政治リスクについて

インフラについて

法律・制度について

NO お尋ねしたい事項カテゴリー

会社設立に関して

市場の概要について

労働力確保について
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2014 年 12 月 18 日 15:15～16：30 

場 所：Water and Sanitation Department（水・衛生局） 

参加者 

相手側：SOE SI (Committee Member), MYINT OO(Head of Department),  

THEIN MIN(Deputy Chief Engineer), WAI LWIN(Assistant Chief engineer),  

DAW KHIN AYE MYINT 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、下河内、松尾、信澤、川本, (通訳)Thet  

 記録者:川本 

討議内容 

 

1. 腐敗槽の汚泥管理について 

∙ 腐敗槽の汚泥引抜は、各家庭から運輸工場局に引抜を依頼し、バキュームカーで処理場

まで輸送される。 

∙ 汚泥処理施設は 30 万人を対象に設計されたもので、全市民（約 500 万人）を対象に設計

されていない。そのため、下水道マスタープランで計画している 8 カ所の下水処理場す

べてに汚泥処理施設を設置し、対応することとしている。 

∙ バキュームカーは運輸工場局に 50 台あり、車両のタイプは 400 ガロン（1.8 ㎥）車、800

ガロン（3.6 ㎥）車、1,200 ガロン（5.4 ㎥）車がある。 

∙ 輸送料金の平均的な金額は下記の通りである。 

（運輸工場局～家庭～処理場までの距離で算定） 

 ・8 マイル未満    8,000 チャット 

 ・8～9 マイル    12,000 チャット 

 ・9 マイル以上   15,000 チャット 

∙ 現在汚泥は天日乾燥による堆肥化を行っているが、今後は薬品添加による堆肥化を行う

ことを予定している。 

∙ 汚泥の輸送作業は今後、民間業者に委託することになっている。その理由は、今後、局

としては、新規の汚泥処理処分施設の建設に、職員を含めた組織の資源を集中し、汚泥

運搬作業の負担を軽減するためである。 

2. 浄化槽の普及および技術力の向上について 

∙ SOE 氏より、浄化槽の維持管理に関する訓練・教育をミャンマーで実施してほしいとの

意見が出された。これに対し、調査団は、利用者や設置環境により浄化槽の状態は異な

り、数多くの事例を体験する必要があるため、浄化槽が多数設置されている日本での研

修を実施することが望ましいと回答した。 

∙ 上記の回答に対し、SOE 氏より、維持管理だけでなく設置も含めた作業全体についての

指導、並びに公害に関する教育を実施したいため、是非ともミャンマーで訓練・教育活

動を実施して頂きたいとの意見が出された。また、教材や訓練設備などを整備して頂き

たいとのことであった。これに対し、調査団は、将来的に現地に浄化槽関連の協会を設

立し、訓練・教育の実施を構想していると回答した。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 23 日 11:00～13：00 

場 所：JICA ミャンマー事務所会議室 

参加者 

相手側：佐野中小企業支援調整員（JICA ミャンマー事務所） 塩野課長、李専門嘱託（JICA

関西） 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、信澤、満倉 Tayzar Thet（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 上柳業務主任から、今回のスケジュールおよび普及・実証事業へ向けての説明につづいて、

以下の質疑応答を行なった。 

 

1. 事務連絡 

∙ 信澤、満倉の緊急連絡先を提出すること。 

2. 普及・実証事業に向けて 

∙ 浄化槽については Waminn 社から購入することになると思うが、その理由付けが必要と

なる。今回調査において、ミャンマーでどういう浄化槽が出回っているか、何故 Waminn

社のクボタ製のものでないといけないか、海外調達も可能ではないか等、浄化槽につい

ての情報収集もされるとよい。 

∙ 実証事業についての協定書を交わすことについて、カウンターパートについては水・衛

生局になると思うが、その意思決定が局長でよいか、委員会メンバーでないとダメかど

うかは確認したほうがよい。 

∙ 役割分担を明確にされるとよい。特にお金がかかる部分については事前に相手に知らせ

ておくことが重要。（担当、パソコン、浄化槽維持のための電気代、執務スペース） 

∙ （実証事業については、何を実証することになるかとの問いに対し）調査団より、浄化

槽の能力自体の実証と、既設の浄化槽の維持管理を行うことによる改善効果の実証をし、

浄化槽の能力と維持管理の重要性を YCDC に実感してもらいたいと回答した。 

∙ YCDC に普及促進の一環として学校教育についての可能性については協議の中で確認す

る（教育省まで話が及ぶようであれば本調査では対応が難しい） 

∙ （実証事業の体制について、企業さんだけではなく自治体等の支援は必要ないかとの問

いに対し）調査団より、県・市からは協力を取り付けることが可能と回答した。 

∙ 外資系のデベロッパー（ベトナム、シンガポール、韓国等）が大規模開発（コンドミニ

アム、ショッピングセンター）を始めている。ここに盛込めればインパクトは大きいと

思われる。⇒大規模開発の許認可を与えている YCDC の部署にコンタクトする。 

∙ （素人にも分かるように、セプティックタンクと浄化槽の比較をプレゼンしてはどうか、

さらにそれを報告書に盛込んではどうか。YCDC は浄化槽を理解しているかとの問いに

対し）調査団より、細部まで理解しているとは思えないが、浄化槽とセプティックタン

クの違いは YCDC は理解している、前回調査時に比較表については説明していると回答
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した。 

3. スケジュールについて 

∙ 対処方針会議を受け、学校への導入は今回は見送る方向でスケジュールを修正した。ま

た、乗り込み時に 3/2 と 3/4 が休日と判明し再調整中である。 

∙ YCDC との最終打合せには JICA（佐野中小企業支援調整員）も同行したい。⇒スケジュ

ール確定次第連絡する。 

∙ 提示したスケジュールに加えて、YCDC の大規模開発許認可関連部署、ミャンマー工学

会、CQHP 等へのヒヤリング・協議を行なう。 

 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 24 日 10:00～12：00 

場 所：Waminn 社 応接室 

参加者 

相手側：Myint Way（会長）、Ye Myo Tun（クボタ浄化槽部長） 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、信澤、満倉 Tayzar Thet（通訳） 

JICA 関西：塩野課長、李専門嘱託 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 Myint Way 会長から Ye Myo Tun 部長に対し、これまでの経緯についての説明を行なった。

それに続いて、上柳業務主任から、今回のスケジュールおよび普及・実証事業へ向けての説

明を行い、以下の質疑応答を行なった。 

 

1. 今回の調査について 

∙ 午後に再度 Waminn 社が設置した浄化槽を視察したい。⇒Ye Myo Tun 部長が現場に確認

しアレンジする。（その後、3 箇所の現地視察を行なった） 

∙ 今後、普及実証事業に向けて、YCDC の提案する施設に浄化槽を設置することになるが、

その設置工事も含めた見積りを依頼したい。⇒見積り条件を提示してもらえば対応可能

である。 

2. ビジネス展開について 

∙ Myint Way 会長より、日本企業・JICA の実施することへの支援は惜しまない。また、今

後のビジネス展開について（どう入りこみ、どう合弁を作るか）、Ye 部長と協議して欲

しい。 

∙ 調査団より、1)ビジネスとして大五産業側は維持管理のノウハウを提供したいこと、2)

このノウハウは長い経験から得られるものであること、3)維持管理の人材育成・資格制

度等も行なって行きたいこと、を説明した。 

∙ Myint Way 会長より、今回大五産業と Waminn 社で MOU を締結する件についてはどうな

ったかという質問に対し、調査団より MOU（案）を説明し、次回協議までにコメントを

依頼した。 

3. 普及・実証事業に向けて 

∙ （普及・実証事業が開始されるのはいつ頃かとの問いに対し）調査団より、来年の秋の

応募になってしまう場合、2016 年 1,2 月に仮採択、早ければ 2,3 月にカウンターパート機

関と MOU を締結し開始されることになると説明した。 

∙ （クボタ以外の浄化槽のようなものがミャンマーにあるかとの問いに対し）Myint Way

会長より、クボタより前にタイや台湾の Treatment Plant が入ってきたが、うまく機能し

なかった、YCDC ではこのクボタ製の浄化槽を推奨していると説明があった。 

4. 浄化槽の可能性 

∙ Myint Way 会長より、チャウンター（ビーチリゾート？？）等の遠方からも注文が入って
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きており、浄化槽の知名度が上がってきている。ただし、遠方だと修理や維持管理に費

用がかかり、利益度外視で実施しているという説明があった。 

∙ Myint Way 会長より、従来導入されているセプティックタンクタイプだと、地中に浸透し

井戸へ悪影響を及ぼすこと、現在の工業団地もいずれ浄化槽を導入しなければならなく

なるとの説明があった。つづいて、しかしながら現在のミャンマーの状況では工業団地

に浄化槽が入ると工場は赤字になりすぐには導入していけないだろうという予想もして

いること、クボタとの協定でこちらで部品を製作できないが 5,6 年後には自国生産し、黒

字に転じればいいというビジネスの方向性が示された。まずは、ミャンマーのために日

本の技術を導入することが重要とのコメントがあった。 

∙ 調査団より、浄化槽展開の動機付けとして、調査団の考える 1)実証事業によるガイドラ

イン化、2)排水基準による縛り、3)ODA を活用し、ガイドライン→法律もしくは条令化

という流れを説明し、ビジネスの観点からの浄化槽販拡のアイデアを求めた。 

∙ Ye Myo Tun 部長より、浄化槽ビジネスは開始したばかりであるが、今のミャンマーでは

環境への意識が向上するには時間が必要、また、8 階半以上の建物には浄化槽を入れなけ

れば建築許可が下りないことになっているが、許認可は大きな浄化槽で取得し、実際は

小さい浄化槽をつけることもあるようであるから、ガイドラインの作成や条例化は浄化

槽の展開に有効、かつ YCDC による設置のチェックが重要であろうというコメントがあ

った。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 25 日 10:00～12：00 

場 所：YCDC Engineering Department (Water and Sanitation)（水・衛生局） 

参加者 

相手側：Thein Min (Deputy Chief Engineer), Wai Lwin (Assistant Chief Engineer), 他 1 名 

調査団：上柳、篠川、小谷、井之口、信澤、満倉 Tayzar Thet, Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 上柳業務主任から、今回のスケジュールおよび普及・実証事業へ向けての説明を行い、以

下の質疑応答を行なった。 

 

1. 普及・実証事業に向けて 

∙ 浄化槽設置候補地の選定を依頼した。先方より 3 箇所と聞いている旨、選定し連絡する

旨の回答があった。 

∙ 調査団より、普及・実証事業の内容を以下の通り説明した。 

� 浄化槽の導入（予算により 3 箇所→1,2 箇所となる可能性がある） 

� ガイドライン（容量算定、設置、維持管理）の作成 

� 台帳作成（台帳作成用の PC については YCDC で準備する） 

∙ YCDC より、プロジェクト開始に際し、MOU（MOA？）を締結し、浄化槽を寄付という

形にすることで無税とできるとの説明があった。 

∙ 普及・実証事業採択に向けた MOU の締結（YCDC と大五産業）を依頼。MOU の内容を

確認し署名者を決める。→調査団は、MOU 案を今週中に作成し、YCDC に提示する。 

∙ 3/5 に MOU 署名を行なうのであれば、レターにその旨記載すること。→調査団は、レタ

ー案も同様に今週中に YCDC に提示する。 

2. 質疑・応答 

∙ YCDC：導入されるであろう浄化槽は、トイレだけでなく生活雑排水も処理できるものと

理解しているがよいか。→調査団：理解の通り。 

∙ YCDC：紙やゴミみたいなものも流してしまう可能性があるため、これらを考慮した仕様

にしてほしい。→調査団：考慮する。 

∙ 調査団：前回の調査時に、排水基準のドラフトがそろそろ出来上がると聞いていたが、

その進捗状況はいかが。→YCDC：Waste Water Standard はまだできていない。 

∙ 調査団：この排水基準は、現在ドラフトが進行中の Water Low（水法）に含まれるものか、

それとも別ものか。→YCDC：水法の動きは知っているが、排水基準とは別のもの。 

∙ 調査団：電力事情はずいぶん改善されたと聞いているが、実際どうか。→YCDC：今は雨

期が終わったばかりで状況はいい。電力が不足するのは 3,4,5 月であるため、その頃どう

なるかは分からない。 
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∙ 浄化槽の展開には法制度整備もしくはヤンゴン市条例化が必要と思うが、その必要性は

あるか？YCDC：YCDCは環境を重視し許認可という形で配慮している（3年前からYCDC

指示という形を取っている）。一方でマンダレーにはその動きはない。マンダレーへの展

開も考えると法律化・条令化は必要。条例化となると、YCDC、MES、環境省、その他

の専門家も入って検討していくものと思う。 

∙ YCDC：排水基準については、YCDC の他にミャンマー工学会（MES）も入って WHO や

周辺諸国の基準を見ながら検討している（日本を含め先進国の基準は現在のミャンマ 0

には厳しすぎるため）。現時点ではミャンマーにおいては飲み水が優先であり、排水につ

いては YCDC が意識が高いのみであるため、この排水基準作りにはもう少し時間がかか

ると思う。また、知識人の中には、予算や資金の関係から、やはりまだミャンマーでは

難しいという人もいる。 

∙ 調査団：大規模開発についての許認可はどの部署が担当しているか。→基本的には水・

衛生局で与えている。ビルの規模に応じて、さらに CQHP にチェックしてもらうという

違いがある。 

∙ 調査団：例えば、大規模開発だが、ビルの高さが低く、床面積が非常に広い施設も考え

られる。その場合は浄化槽をいれるという話になるのか。→YCDC：8 階建て以下の建物

については浄化槽を入れるという指導にはならないため、セプティックタンクが入るこ

とになる。が、これまでの大規模開発は高いビルが入るため浄化槽を入れるような指導

になっている。 

∙ 調査団：CQHP は独立機関と聞いている。CQHP のチェックを受けるのに費用はどこが

負担するか。→YCDC：YCDC は役所であり許認可には費用は発生しない。CQHP も費用

は発生していない（誰も払っていない）。CQHP については CQHP に聞いて欲しい。 

∙ 調査団：浄化槽の許認可後、実際に許可した容量の浄化槽が設置されているかの確認は

行なっているか。→YCDC：浄化槽は埋められてしまうことが多く、物を確認することは

していないが、出てくる水質（BOD20mg/l 以下）はチェックしている。 

∙ YCDC：次の普及・実証事業はいつ開始されるか。→調査団：3,4 月にプロポーザルを提

出したとして、採択が 10,11 月ごろと思われる。その後 MOU を締結し開始となる。 

∙ 調査団：仮に学校教育で浄化槽について等の環境についての授業をするとなった場合、

YCDC が勝手に学校に行って授業で説明したりできるものか。→YCDC：YCDC が自ら

行なうことはない。上からの指示で動くことになる。その際、教育省の許可が必要にな

ると思う。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 25 日 14:00～15：00 

場 所：AEON MICROFAINANCE(MYANMAR)事務所 

参加者 

相手側： AEON MICROFAINANCE(MYANMAR)CO., LTD. Managing Director 小坂様 

調査団：信澤、Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:信澤 

討議内容 

 

 AEON MICROFAINANCE(MYANMAR)における、ミャンマーでのマイクロファイナンス 

事業の現状調査及び浄化槽のマイクロファイナンスの可能性について、ヒアリングを行った。 

 

JICA 調査団における調査内容を説明の上、以下のヒアリングを実施。 

１．ミャンマーにおけるマイクロファイナンスの現状について 

・ミャンマーにてマイクロファイナンスを実施開始時期 

 1 年 9 か月が経過 

・どのような内容でマイクロファイナンスを行っているのか（マイクロファイナンスの仕組み） 

 商品の書類：主に携帯電話（スマホ）及び家電 

 ローン設定が可能な上限金額：5万円 

※サービス開始当初にローンの実施できる金額の上限が 5万円だったため（法律化） 

  （現在は、上限金額 50 万円の制限となっている） 

 ローン期間：３、６、９、１２か月（最大１８か月可） 

・顧客層 

 定職（月収）のある方 

 主な利用者は、20 代から 30代（年齢分布図による％と同じ比率） 

 なお、高額所得者の利用者も結構いるとのこと 

・不良債権化は発生しないのか 

 発生しているが、想定範囲内。 

 借りたものは返済する文化がある。 

 督促は、電話が主で、最終は訪問回収。（郵便は問題があるので、督促状はなし） 

・料金回収の仕組みはどうなっているのか 

 銀行への振込み（ミャンマーで開業している銀行のほとんどにて返済可能） 
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・どれくらいの数の利用者数がいるのか 

 累計：3万人 

 月の増加数：6千人 

 ※利用者が想定以上の多いため、広告（看板設置等）は控えている 

 ※お金（資金調達手段）があれば、もっと貸し出したい意向がある 

・ミャンマーでは上限金利（貸付）があるが、金利はどのように設定しているのか 

 マイクロファイナンスでも上限金利あり。 

 上限金利３０％ 

 金利は、上限金利の３０％にて実施。 

 ミャンマーでは金利の概念を理解している方が少なく、ローン（金利）への抵抗感がない。 

 ※上限金利が設定されているのは、政策（金融の知識不足）の問題がある。 

  そのため、今後は上限金利が上がると想定している。 

 ※個人間の貸し借りには上限金利なし 

・同業他社 

 上限金利が安いことまた、主に、資金調達（借入手段）がないため、競合は少ない 

 ※AEON では、資本金の積み増しを行っている。 

 （当初 1億円→現在 10億円） 

  ※銀行の貸出には、担保が必要であり、借入できない 

・会社の設立 

 会社法による法人を設立。外資規制がないため、外国投資法が利用していない。 

２．浄化槽のマイクロファイナンスの適用について 

浄化槽にマイクロファイナンスの適用について意見をもとめた。 

・5 人槽は 3000 ドルであり、上限金額 50 万円以内のため、ローンとして協力は可能である。 

・利用者は多様化しており、高額所得者の利用も考えられる。 

・銀行ローンの適用が可能であれば、それも１つのサービスとして考えられる。 

３．その他 

・ミャンマーでは、ビジネス展開を急ぐことはよくない。 

・時間をかけてじっくりやるべきである。（国や自治体の動きは遅いため） 

・ミャンマーにおける水環境ビジネスに共感できるため是非やってもらいたいので、 

ローン関係で協力できる範囲は考えたい。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 25 日 17:00～19：00 

場 所：U Thamardi International Co., Ltd. （輸入業、ゼネコン） 

参加者 

相手側：Mr. Maung Maung Lwin（Managing Director） 

調査団：篠川、小谷、井之口、信澤、満倉 Tayzar Thet, Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 YDCD の紹介で、浄化槽に興味を持つ会社があるため会って欲しいとのことで面談を行な

った。 

 

1. U Thamardi International 社について 

∙ 輸入業、建設業の会社（ミャンマー10 大企業の 1 つとか） 

- ミャンマーにショールームを 2 つ持ち、日本の車を販売している。 

- その他、化学薬品も取り扱っている。 

- さらに、ビル建設等のゼネコン業も行なっている。 

∙ ミャンマーの政府調達も行なっている。 

∙ インド、日本、ドバイ、アブダビとつながりがあり一緒にビジネスをしたい。 

∙ ミャンマーのために日本人が来ていると聞いた。私もミャンマーのために何かをしたい。 

∙ また建設に日本の技術を活かしたい。 

∙ 様々な業種を行なっており、多くのビジネス許可を持っているため、すぐにビジネスを

開始できるメリットがある。 

∙ また、ヤンゴン市長、ヤンゴン地域知事にもコネクションがある。 

∙ YCDC より、「彼であればヤンゴン市長や知事と話ができ、提案している法制度化等もト

ップダウンで動いたほうが速いこともあり、彼を紹介した」とのコメントがあった。 

 

2. 浄化槽について 

∙ 浄化槽のミャンマーへの普及について手伝わせて欲しい。ビル建設等の入札にも一緒に

参加する等、協力して取組みたい。 

∙ ここで 43 年ビジネスを行っており、多くのコネクションがある。 

∙ 浄化槽のショールームを作り、富裕層にまず展開する。この技術はかならずミャンマー

で売れる。環境にやさしく、健康にもよく、功徳も積めるものだと思う。私は利益より

も名誉を重んじる。 

∙ 1 年はメンテフリー、その後メンテナンス費を取るような形にするとミャンマーで売れや

すい（Waminn 社のビジネスモデルと同様）。維持管理もセットとすることで、故障を危



 

A2-26 

惧して導入しない方々への展開を図る。 

∙ いい技術であることは理解しているがどういうものかは実際に分からないので教えて欲

しい。→その後、調査団より浄化槽の仕組み、維持管理について説明。 

∙ 日本の浄化槽メーカーを紹介して欲しい。販売エージェントとしてビジネスをしたい。

日本へ行って、工場見学等は厭わない。 

∙ 日本の製品は富裕層には必ず売れる。これから建設していくところに入れて行きたいが、

浄化槽がないと入れられない。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 26 日 10:00～10：40 

場 所：CHDB 

参加者 

相手側：Construction and Housing Development Bank  Managing Director WIN ZAW 

調査団：信澤、Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:信澤 

討議内容 

 CHDB（建設住宅開発銀行）における、ミャンマーでの住宅ローンの実施について 

住宅ローンの現状調査及び浄化槽への組み込みの可能性について、ヒアリングを行った。 

JICA 調査団における調査内容を説明の上、以下のヒアリングを実施。 

１．ミャンマーにおける住宅ローンの現状について 

・住宅ローンに実施開始時期： 約 2年前から実施 

・貸付総額： ６０～７０億ドル 

・顧客層： 建設会社または個人 

・金利： １２％ 

・貸付金額の上限： なし 

 ※貸付には、担保が必要（法制化） 

・担保について： 

 担保は建物を建てる土地や建物自体、または、別途所有の担保となりうるものでもよい 

 ※コンドミニアム等、建設会社が建てたものの一部（１部屋）を売る場合の住宅ローンについ
て、購入者の所有物（契約書）を担保に取る場合と、建設会社に保証させる場合の 2種類がある。 

・貸付期間： 4 年（最大 30年まで可（法律上）） 

・審査： 担保があるかどうか、定期的に返済できるかどうかで決定している。 

・その他： 他の銀行では 1年以上の住宅ローンは扱っていない（法律上できない？） 

 

２．浄化槽の住宅ローンの適用について 

浄化槽の住宅ローンへの適用について意見をもとめた。 

・住宅ローンへの組み入れは可能。 

 なお、担保となりうるもの、返済余力等があれば、可能である。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 2 月 27 日 10:00～11：30,  13:30～15:00 

場 所：YCDC Engineering Department (Water and Sanitation)（水・衛生局） 

参加者 

相手側：Thein Min (Deputy Chief Engineer), Wai Lwin (Assistant Chief Engineer), Ni Ni Yin

（Assissant Engineer（Civil））、法律に詳しい方（午前中の後で登場） 

調査団：10:00～ 信澤、満倉、Thet Maung Maung（通訳） 

13:30～ 上柳、篠川、小谷、井之口、信澤、満倉 

Tayzar Thet、Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団より、1)次の実証に向けて、MOU を締結したいこと、2)普及・実証事業の内容、3)

面談（3/5）と MOU 署名を求めるレター案について説明を行なった。 

 

1. MOU について（午前の部） 

∙ MOU については大阪市と同様で締結には問題ないと考える。しかしながら、MOU とな

ると政府（ネピドー）の承認が必要となるため、3 ヵ月半ぐらいかかると思う。 

∙ YCDC がすぐ出せる可能性があるとすれば、MOU という形ではなく、推薦状のようなレ

ターになる。 

∙ 調査団より、内容は変わらないため、YCDC がすぐ出せる方式とする。（その場において、

推薦状案文修正、YCDC 確認、3 月 5 日面談と署名式要請レター案修正、YCDC 確認を

行った。） 

2. 普及・実証事業について（午後の部） 

∙ 調査団：設置位置について候補地があれば知らせて欲しい。→YCDC：ヤンキンの YCDC

にはセプティックタンクがあるため、そこに浄化槽を入れると比較できるのではないか。

また、ここ（YCDC 本局）の中庭にも入れてはどうか。多くの市民や外国企業も訪問す

るためアピール効果がある。等々を検討している。3 月 5 日に回答することとしたい。 

∙ 設置工事については、基本的に建設業者が行なっている可能性がある。YCDC や公園等

に入れる場合は、YCDC が設計等を指示する。設置工事で別業者が必要であれば YCDC

から紹介することも可能である。 

∙ 浄化槽については、他国のものもある。タイや台湾のものがあるが、処理後の水質が

YCDC の基準を満たせず、YCDC としては推奨していない。また、タイの AMT 社製のも

のはトイレにしか対応していない等、課題がある。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 3 日 10:00～11：30 

場 所：Waminn 社 会議室 

参加者 

相手側：Then Hla Aung (Senior Engineer), Minn Lwin Hein (Marketing Executive) 

調査団：上柳、宇野、篠川、小谷、井之口、信澤、下河内、満倉 Tayzar Thet（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 実証実験に向けて、現地の施工も含めた見積りについて、調査団と Waminn 社のすり合せ

を行なった。担当は Chaunter に出張中のため、上記の 2 名と面談した。 

 

1. Waminn 社より 

∙ 現場担当が国内出張中で、先日一緒に現場を見た報告と、本日の協議結果を踏まえて見

積りを提出する。見積り条件を提示して欲しい。 

∙ 浄化槽は、一般家庭や 8 階以下の建物に関しては義務化されていない。インドやタイか

ら類似のものが入ってきており安い。入札等の競争になるのでミャンマーでは安価なも

のを使う傾向にある。 

∙ 調査団より、浄化槽が普及する仕組みづくりもプロジェクトとして実施していきたい旨

を説明した。 

2. 見積書の内容・浄化槽設置作業について 

∙ 調査団：調査団がお願いしたい条件と Waminn 社が実際にできる内容が合致するか確認

したい。Waminn 社が通常作成している見積り様式を確認したい。→その後、見積書コピ

ーを入手。 

∙ 浄化槽に関する機器（ブロワーやパイプ）については作業代も含め見積りには入ってい

る。 

∙ 浄化槽を設置する場所の土工やコンクリートは顧客の負担としている。配管等も、建物

から浄化槽までについては顧客が行なう。Waminn は、その配管と浄化槽を接続する部分

については関与する。（→配管・設備を行なう業者は別途探す必要があるかも） 

∙ 電気工事についても、浄化槽周辺 2,3m 程度までは顧客が行う。（建物とブレーカー・配

電盤は顧客、配電盤から浄化槽までの電気設備は Waminn 社） 

∙ 浄化槽の試運転・調整は Waminn 社で行っている。 

∙ 見積もりについては、普及・実証事業は ODA で行われる予定であり、特に輸入が必要な

大型の浄化槽はクボタ製のみとはならず、別業者からも見積りを取得することになる。

これについては会長にも伝えて欲しい。 

3. ビジネス展開に向けて 

∙ 調査団：日本側では、配管や電気設備も含めた設置工事もできる会社としていきたい。

Waminn として、そこまでやる気があるか。→配管等のトータルで行なうには、それぞれ
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の専門家が必要。現在 Waminn が抱える人材ではできない。 

∙ Waminn：ミャンマーでは、例えばコンドミニアムを作る場合、建設は建設業者、配管は

配管業者、電気設備は電気業者と、それぞれ専門の会社が行なう。 

4. 決定事項 

∙ 見積りについては、調査団よりフォーマットを示す。そのフォーマットに金額を入力す

る形とする。Waminn 社はフォーマット入手後、3 日程度で見積りを作成する。 

∙ 設置場所は 3 月 5 日に正式決定されるが、以下の場所と仕様を想定している。 

- YCDC 本局（5 人槽×5） 

- カンドーミン湖公衆トイレ（ハイスペック 400 人槽） 

- カンドーミン湖職員宿舎（300 人槽） 

∙ YCDC の搬入口（浄化槽が入れられるかどうか）については現地確認する。（現場での組

み立ては水漏れ検査等々の関係で不可とのこと） 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 3 日 12:30～13：00 

場 所：Playgrounds Parks & Gardens Department（広場・公園・庭園局） 

参加者 

相手側：LT. COL. Ko Ko Lin 局長(Head of Department), 

調査団：上柳、宇野、篠川、小谷、井之口、信澤、下河内、満倉 Tayzar Thet, Thet Maung Maung

（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 実証実験に向けて、広場・公園・庭園局の管理する公園内に浄化槽を設置する可能性があるた

め、面談を行なった。 

 

1. 協議内容 

∙ 調査団：実証実験で公園内に浄化槽を入れたい。職員宿舎について、前回協議ではトイ

レに設置する予定であったが、現場を見ると新たに何かを建築中と見受けられる。 →

公園局：トイレを 1 箇所建替え中であり 3 月に工事が終了するので問題ない。1 箇所はセ

プティックタンクを入れ、もう 1 箇所に浄化槽を入れればいい。 

∙ 調査団：見積り取得用に現地で簡単に広さ等を計測したい。→公園局：了承。 

∙ 調査団：設置箇所は調査団で設定してよいか。→公園局：水・衛生局と相談の上決定し

て欲しい。水・衛生局の指示に従う。 

∙ 調査団：本件は、この調査後に、プロポーザルを提出し採択された場合に実施されるも

のであることを伝えておく。公園局：水・衛生局にも同様に伝えておいて欲しい。 

∙ 調査団：公園の図面があれば提供して欲しい。→公園局：公園全域はないが、あるもの

を提供する。（その後、CAD 図面を入手。） 

∙ 公園局：今回こうして協議を行なった。省力化のため、今後はアポなしでも会うことが

可能であるのでいつでも立ち寄って欲しい。 

∙ 調査団：水・衛生局から実証実験に向けて推薦状をいただけることになっている。公園

局からも出すことが可能か。→公園局：公園局の要望は水・衛生局に伝える。水・衛生

局からレターが出るのであればそれで問題ないと考える。 

 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 5 日 10:00～11：30 

場 所：Waminn 社 会議室 

参加者 

相手側：Myint Way（会長）、他 1 名、見積り担当 1 名 

調査団：上柳、宇野、権田、堀井、篠川、小谷、井之口、信澤、下河内、満倉 

Tayzar, Thet、Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団を 2 分し、1 つは Waminn 社との覚書についての協議、もう 1 つは、実証実験に向け

た見積り内容について、調査団と Waminn 社で協議を行なった。 

 

1. Waminn 社より 

∙ 本日、まだ覚書に署名することはできない。会長としては問題ないと考えているが、こ

れから次世代を担う取締役から、下記の疑義が出ている。 

- 次の普及・実証事業がうまく行き、ODA がうまく行けばミャンマーのためになるこ

とは確信している。 

- 日本人が全てできる業務であり、自分達の仕事がなくなるのではと危惧している。 

- Waminn と大五産業とでどのように提携すれば言いかアイデアが固まっていない。

ODA が入る前から JV としてやっていきたい。 

∙ Waminn 社は、浄化槽ビジネスに資本も投入し、職員のトレーニングも行なっている。 

∙ 浄化槽の宣伝やプロモーション（ゴルフコンペの景品等）も実施してきている。また、

政府だけでなく富裕層やビル建設オーナーにも働きかけを行なっている。 

∙ ODA で維持管理をする場合、Waminn 社の名前が出るようにして欲しい。 

∙ 現在の浄化槽ビジネスにおいて、Waminn 社では、組立て・設置を行なっているが、専門

的な維持管理については出来ない。 

2. 調査団より 

∙ 浄化槽ビジネスに多くを投入していることは理解した。 

∙ Waminn 社が危惧している状態（日本が全部をとる）と言う状態にはならない。あくまで

も維持管理の会社を Waminn 社と立ち上げる構想である。さらに、仮に全部を日本がと

ったとしても日本人の人件費は高くビジネスにならない。ミャンマーでミャンマー人が

できてこそのビジネスになると考えている。 

∙ Waminn 社への普及・実証事業への関わりは、あくまでも浄化槽の納入業者であるので

Waminn 社の名前を協調できない。ただし、YCDC への維持管理に Waminn 社が参加し一

緒にトレーニングを受けることは可能と考える。また、環境教育の一部も普及・実証事

業で行なう。その際に、浄化槽メーカーとして Waminn 社に協力をお願いし浄化槽の宣

伝をしてもらうことは可能である。 
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∙ 我々は浄化槽に関するあらゆる技術を持っている。将来は Waminn 社独自の浄化槽を作

っていく必要がありそれへの協力も可能である。そして、その維持管理を一緒にやって

行きたい。 

∙ 浄化槽にはポンプという電源が必要な機器がある。電力事情が悪いミャンマーで広めて

行くには太陽光パネルとの接続が有効かもしれない。こうした技術・提案も持ち合わせ

ている。 

∙ また、ODA を使って浄化槽が広まるような法整備もやっていきたいと考えている。 

∙ まずは、維持管理の会社を一緒に作って、そこから展開を考えて行きたいと思っている。 

3. 質疑応答 

∙ Waminn：浄化槽と下水道の関係はヤンゴン市ではどうなるのか。 

∙ 調査団：JICA がヤンゴン市の上下水道マスタープランを作成しているが、下水道につい

ては時間がかかる。我々としてはヤンゴン市に浄化槽を普及させていく方が安価で速い

と考えている。 

∙ Waminn：再度覚書を精査して送ることとする。 

∙ 調査団：来週残っているメンバーも居る。火曜日 10:00 に再度訪問するので、その際に受

け取りたい。 

∙ 調査団：我々は維持管理を通じて、浄化槽メーカーに改善を要望することもあり、その

積み重ねから現在の浄化槽となってきている。 

∙ Waminn：普及・実証事業のメニューを見ると、日本での研修もある。Waminn 社も参加

可能か。 

∙ 調査団：普及・実証事業もあくまでも ODA 事業であるため、民間企業である Waminn 社

の分の資金は出ない。Waminn 社が自ら資金を準備し、YCDC 職員と日本で研修を受ける

ことは可能である。 

∙ Waminn：タイの企業からこっちで一緒にミャンマーの浄化槽を作らないかと声を掛けて

きているが、タイの技術力はまだ低いと考えている。維持管理だけでなく浄化槽の製造

も一緒にやりたい。 

∙ 調査団：製造についてはクボタ社の問題はないのか？問題がないのであれば、こちらは

製造を一緒に行なうことも可能である。 

4. 見積り 

∙ 浄化槽設置箇所、見積り項目の詳細を説明した。ある項目については Waminn では出来

ない可能性もあるため、埋められる項目のみ埋めることとなった。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 5 日 13:00～14:00 

場 所：YCDC Engineering Department (Water and Sanitation)（水・衛生局） 

参加者 

相手側：Thein Min (Deputy Chief Engineer), Wai Lwin (Assistant Chief Engineer) 

調査団：上柳、宇野、権田、堀井、篠川、下河内、満倉、Tayzar Thet（通訳） 

JICA：佐野中小企業支援調整員 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団より、1)次の実証事業の内容説明、2)普及・実証事業に向けての推薦レターの内容確

認、ついて説明を行なった。 

 

1. 推薦レターについて 

∙ 局長が急な会議で出席できなくなったため本日の署名は出来ない。 

∙ 来週、木曜日か金曜日に署名して送るようにしたい。（その後、月曜日には署名可能とな

った） 

2. 普及・実証事業について 

∙ 前回の説明を局長には伝えてあり、局長も YCDC も調査団の提案を元に進めたい。 

∙ また、調査を通じて、調査団の説明を通じて、現在ヤンゴンに入っている浄化槽の容量

が不足していることも理解し、維持管理の重要性も、維持管理をしなければ浄化槽が長

持ちしないことも分かってきた。 

∙ 推薦レターについてはコンサルタントにも確認して署名する。（その後、一部修正依頼あ

り） 

∙ 調査団：浄化槽課をぜひ設置して欲しい→YCDC：浄化槽課は必要だと思う。委員会に諮

る。 

∙ 調査団：浄化槽の付帯工事（配管、電気、土木）が出来る業者が居れば紹介して欲しい。

→局長に確認し、知らせる。 

∙ 調査団：排水基準や浄化槽の条例化について MES と意見交換したい。排水基準について

コンタクトパーソンを紹介いただけないか。→YCDC：DyCE がメンバーの一人であり、

排水基準作成メンバーに入っている。来週またその会議が行なわれる。ヤンゴン市の排

水基準については、YCDC、MES、CHQP で作成している。 

 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 6 日 11:00～11：30 

場 所：在ミャンマー国日本大使館 

参加者 

相手側：渡部二等書記官 

調査団：上柳、宇野、権田、堀井、満倉 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団から、簡単に調査結果の報告と今後普及・実証事業へ向かいたい旨の説明を行い、

書記官より以下のコメントがあった。 

 

1. 今後の展開について 

∙ 浄化槽単独で ODA となるかどうかは疑問。他の ODA の動き、水質浄化の動きと連動し

て提案していくとよいと思う。例えば農業灌漑省副大臣はインレー湖の水質浄化に興味

を持っており、その流域対策に浄化槽は適している。 

2. 案件化調査について 

∙ 富裕層への展開から入っていくだろうから、外国人が入っているようないいコンドミニ

アムの浄化槽も一度見られるとよい。 

∙ 浄化槽の必要性がでてくる仕掛けが必要。→調査団より、ODA で条例化を考えている旨

を説明。 

 

その後、丸山公使へ簡単に挨拶を行なった。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 7 日 10:00～12：00、13:00～13:00 

場 所：ALFA HOTEL 会議スペース 

参加者 

相手側：樹神（I DORA Co., Ltd.）、堀野（More Plus）、平（平工務店） 

調査団：上柳、宇野、篠川、信澤、満倉、Thet Maung Maung（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団から、浄化槽設置位置の説明と、それに関する付帯工事の見積り依頼を行なった。 

 

1. I DORA Co., Ltd.について 

∙ 現在は、内装の仕上げ部分の依頼が多いが、元々は日本のビル建設に関わっている会社

が集まって作ったメンバー企業の集合体である。 

∙ 建築、内装、電気、とび、水道、通信等、あらゆる工事に対応している。 

∙ KDDI や日本の商社の駐在員の家のリフォーム、帝人のオフィス、工場、コンドミニアム

の建設等の実績・依頼も入っている。 

∙ 施工監理については必要に応じて日本から派遣する形を取っている（常に各 15 社が駐在

しているわけではない） 

2. 浄化槽の設置ついて 

∙ 浄化槽設備士が居る会社はないが、メンバー企業のグループ会社にはいると思われる。 

∙ 浄化槽と言えば、メンバー企業の 1 つが、マンダレー市の新興住宅地に 650 基導入する

話をクボタと行なっているが、価格面で折り合いがついていない模様。住宅地はミャン

マー企業が開発している。 

∙ その後、平工務店が打ち合わせに合流し、日本で浄化槽設置の実績があることが判明。

見積もりも平工務店が対応可能となった。 

 

その後、浄化槽設置位置のうち、カンドーミン湖の 2 箇所の現場案内を行なった。 

 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 9 日 11:00～12：00 

場 所：Committee for Quality Control of High-rise Building Construction Project 

参加者 

相手側： Mr. Than Myint (Chairman), Mr. Salai Myo Mint (Vice Chairman 排水基準担当) 

調査団：下河内、満倉、Tayzar Thet（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団から、今回のプロジェクトおよび排水基準・浄化槽の条例化についての説明を行い、

以下の通りの質疑応答および意見交換を行なった。 

 

1. 排水基準について 

∙ 排水基準作成についてはこれから取組むところ。まだ YCDC 内で検討している段階では

ないか。現在も YCDC の基準（BOD 20mg/l、SS 30mg/l）がありそれを使っている。 

∙ 法令化するとなると、YCDC の他に CQHP、ミャンマー工学会（MES）、専門家による検

討が必要で時間がかかる。現在の排水基準の策定は YCDC に留まるものと思われる。し

たがって YCDC 条例化という考えはよいと思う。 

∙ CQHP にも排水ガイドラインが存在する。その他、電気、水、排水、設計に関するガイ

ドラインがある。（排水ガイドライン 2000kyat=約 200 円） 

2. CQHP ついて 

∙ 設計の許認可について、12 階半以上のビルを建設する際にはここがチェックする。その

際は、もちろん建設許可申請者が費用を支払う（36kyat/ft2）。 

∙ CQHP のガイドラインと国際 Code を見て、建設許可の判断を下す。 

3. その他 

・ CQHP：浄化槽はミャンマーでは作れないのか？→調査団：浄化槽をミャンマーだけで

作るのは現時点では難しいと思う。もっと難しいのは正しく運用することであり維持管

理である。我々のグループはその運用と維持管理の技術を売りにビジネスを展開したい

と考えている。 

・ CQHP：CTI はどのように浄化槽がいいものだと考えたか。→調査団：下水道システム

との比較と受け取った。数字は忘れたが、国の GDP 等で下水道システムを入れても維

持管理していけるレベルというものがある。ミャンマーはまだそのレベルにないことが

理由の 1 つ。さらに、JICA がヤンゴン首都圏 MP および上下水道 MP を作成した。その

MP の中では上水道が優先事項とされ、下水道にはまだまだ時間がかかるということが

もう 1 つの理由。浄化槽は、下水道システムよりかなり安価で、維持管理をうまく行う

ことで下水道システムに勝る水質を確保できる。 

以上 
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ミャンマー連邦共和国 

適正技術としての浄化槽を用いた水環境改善事業案件化調査 

日 時：2015 年 3 月 9 日 13:15～14:30 

場 所：YCDC Engineering Department (Water and Sanitation)（水・衛生局） 

参加者 

相手側：Thein Min (Deputy Chief Engineer), Wai Lwin (Assistant Chief Engineer) 

調査団：満倉、Tayzar Thet（通訳） 

 記録者:満倉 

討議内容 

 

 調査団より、普及・実証事業以外の ODA プロジェクト（案）について説明を行なった。ま

た、推薦レターへの署名について説明があった。 

 

1. 実証事業について 

∙ 調査団：実証事業は ODA であるため対象は YCDC となる。維持管理や室内講義を YCDC

について行なうが、その際 Waminn 社も参加したいとの意向がある。参加は可能か。→

YCDC：将来的には合弁会社を作る展開と理解しており、その JV 会社の一員としてと理

解できるため参加は問題ない。 

∙ 調査団：ガイドラインの作成には約 1 年と想定している。このぐらいの期間があれば策

定可能か。→YCDC：もっと短くても可能と考えるが、ここは日本の専門家の考えもある

と思うので 1 年あれば十分に可能と考える。 

∙ 調査団：普及・実証事業の浄化槽チームの編成について、その責任者になる方の名前が

決まっていたら教えて欲しい。その方が具体性・信頼性のある企画書とできる。→YCDC：

私（Thein Min (Deputy Chief Engineer)）の名前として書いていただいて構わない。 

2. ODA について 

調査団より、普及および条例化支援（技プロ）と汚泥処理施設（円借款 OR 無償）について

説明を行なった。 

＜普及および条例化支援について＞ 

∙ YCDC：ヤンゴン市条例について、3 年間と設定しているが上水道の場合 2 年で実施でき

ている。2 年もあれば十分だと思う。 

∙ 調査団：条例の制定は水・衛生局だけで対応可能か。→YCDC：水・衛生局と環境局が一

緒に市長に提案することになる。 

∙ 調査団：排水基準については生活排水を対象と考えている。→YCDC：YCDC の管轄な

いにある工業団地は YCDC の指示に従うことになる。そのため工場排水も対象としたい。

→調査団：そのような提案とする。 

∙ YCDC：条例化にしても法律化にしても、以前 ADB のプロジェクトで保健省が行なう動

きがあった。保健省で対応できず結局 YCDC が行うこととされたができていない。ODA

の提案にあるように日本の専門家が来て、一緒に制定作業ができることはありがたい。 

∙ YCDC：助成制度について、今の浄化槽がもう少し安くなれば中間層も購入可能と考える。

ミャンマー製の浄化槽が必要。また、分割払いができようになれば買う人は増えるだろ

う。 
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∙ YCDC：助成制度について、YCDC が助成することは予算の制約もあって難しいかもし

れない。ヤンゴン地域もしくは国レベルで行なわれるべきと考える。 

∙ YCDC：浄化槽の維持管理が重要だと理解した。その維持管理のための費用をどう集める

かも相談させて欲しい。→調査団：条例化に際しては、かならず税金もしくは別の集金

制度も検討することになる。 

＜汚泥処理施設について＞ 

∙ 調査団：汚泥処理施設を建設できる場所があるか。→YCDC：YCDC の土地が各所にあ

るためその土地を使えばよい。必要な面積を言ってもらえばこちらで探せる。 

∙ YCDC：すでにセプティックタンクも広く普及している。浄化槽汚泥だけでなくセプティ

ックタンクの汚泥も処理できる施設としたい。→調査団：汚泥処理工程が 1 つ増える分

高価になるが、そういう提案を検討する。 

∙ YCDC：条例化支援と汚泥処理施設は平行して進めたい。→調査団：JICA-MP によると

上水道整備が優先事項となっていることから、汚泥処理施設は実施が遅くなるかも知れ

ない。とはいえ、浄化槽が普及すれば汚泥はかならずどこかで処理しなければならない。

根気強く提案していく。 

3. 推薦レターについて 

∙ 本日市長が署名できる予定であったが急に外出となった。明日には署名できる。→明日、

時間を見つけて立ち寄る。明日も署名されていなければその後は CTI Myanmar にフォロ

ーさせる。 

 

 

以上 
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表 収支計画（Kyat ベース） 

 

 

単位：Kyat

2017年度末 2018年1月 2018年2月 2018年3月 2018年4月 2018年5月 2018年6月 2018年7月 2018年8月 2018年9月 2018年10月 2018年11月 2018年12月 2019年1月 2019年2月 2019年3月 2019年4月 2019年5月 2019年6月 2019年7月 2019年8月 2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月

250 264 276 292 304 318 332 346 358 374 387 401 415 429 441 457 469 483 497 511 524 540 552 566 580

66 69 73 76 80 83 87 90 94 97 100 104 107 110 114 117 121 124 128 131 135 138 142 145

15,000 15,220 15,290 16,310 16,380 16,600 17,470 17,690 17,760 18,780 19,850 20,070 20,940 21,160 21,230 22,250 22,320 22,540 23,410 23,630 24,700 25,720 25,790 26,010 26,880

4 4 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 10 10

5 人槽 673,733 705,815 737,898 769,980 802,063 834,145 866,228 898,310 930,393 962,475 994,558 1,026,640 1,058,723 1,090,805 1,122,888 1,154,970 1,187,053 1,219,135 1,251,218 1,283,300 1,315,383 1,347,465 1,379,548 1,411,630

10 人槽 12,833 25,666 38,499 51,332 64,165 76,998 89,831 102,664 115,497 128,330 141,163 153,996 166,829 179,662 192,495 205,328 218,161 230,994 243,827 256,660 269,493 282,326 295,159 307,992

50 人槽 32,083 32,083 64,165 64,165 96,248 96,248 128,330 128,330 160,413 160,413 192,495 192,495 224,578 224,578 256,660 256,660 288,743 288,743 320,825 320,825 352,908 352,908 384,990 384,990

100 人槽 1,347,465 1,347,465 1,411,630 1,411,630 1,475,795 1,475,795 1,539,960 1,539,960 1,604,125 1,604,125 1,668,290 1,668,290 1,732,455 1,732,455 1,796,620 1,796,620 1,860,785 1,860,785 1,924,950 1,924,950 1,989,115 1,989,115 2,053,280 2,053,280

300 人槽 2,887,425 2,887,425 3,079,920 3,079,920 3,079,920 3,272,415 3,272,415 3,272,415 3,464,910 3,464,910 3,464,910 3,657,405 3,657,405 3,657,405 3,849,900 3,849,900 3,849,900 4,042,395 4,042,395 4,042,395 4,234,890 4,234,890 4,234,890 4,427,385

500 人槽 4,812,375 4,812,375 5,133,200 5,133,200 5,133,200 5,454,025 5,454,025 5,454,025 5,774,850 5,774,850 5,774,850 6,095,675 6,095,675 6,095,675 6,416,500 6,416,500 6,416,500 6,737,325 6,737,325 6,737,325 7,058,150 7,058,150 7,058,150 7,378,975

1,000 人槽 0 0 0 0 0 0 0 0 0 641,650 641,650 641,650 641,650 641,650 641,650 641,650 641,650 641,650 641,650 1,283,300 1,283,300 1,283,300 1,283,300 1,283,300

9,765,913 9,810,829 10,465,312 10,510,227 10,651,390 11,209,626 11,350,789 11,395,704 12,050,187 12,736,753 12,877,916 13,436,151 13,577,314 13,622,230 14,276,713 14,321,628 14,462,791 15,021,027 15,162,190 15,848,755 16,503,238 16,548,154 16,689,317 17,247,552

9,765,913 9,810,829 10,465,312 10,510 ,227 10,651,390 11 ,209,626 11,350,789 11,395,704 12,050 ,187 12,736,753 12 ,877,916 13,436,151 13,577,314 13,622 ,230 14,276,713 14 ,321,628 14,462,791 15,021,027 15,162 ,190 15,848,755 16 ,503,238 16,548 ,154 16,689,317 17 ,247,552

人件費 600,000 600,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,500,000 1,500,000

車輛費 5 年償却 333,333 333,333 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 666,667 1,000,000 1,000,000

その他経費 40,750 K/台・月 40,750 40,750 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 81,500 122,250 122,250

974,083 974,083 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 1,798,167 2,622,250 2,622,250

8,791,830 8,836,745 8,667,145 8,712,060 8,853,223 9,411,459 9,552,622 9,597,537 10,252 ,020 10,938,586 11 ,079,749 11,637,984 11,779,147 11,824 ,063 12,478,546 12 ,523,461 12,664,624 13,222,860 13,364 ,023 14,050,588 14 ,705,071 14,749 ,987 14,067,067 14 ,625,302

事務所関連費用 2,000,000 K/月 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

人件費 6,000,000 K/月 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000

車輛費 5 年償却 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333 333,333

その他経費 2,000,000 K/月 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333 10,333,333

-1,541,504 -1,496,588 -1,666,189 -1,621 ,273 -1,480,110 -921,874 -780,711 -735,796 -81,313 605,253 746,416 1,304,651 1,445,814 1,490,730 2,145,213 2 ,190,128 2,331,291 2,889 ,527 3,030,690 3,717,255 4,371,738 4,416,654 3,733,733 4,291,969

-1,541,504 -3,038,092 -4,704,280 -6,325 ,553 -7,805,663 -8 ,727,538 -9,508,249 -10,244,045 -10,325 ,358 -9,720,106 -8 ,973,690 -7,669,039 -6,223,225 -4,732 ,496 -2,587,283 -397,155 1,934,136 4,823 ,662 7,854,352 11,571,607 15 ,943,345 20,359 ,998 24,093,731 28 ,385,700

浄化槽設置台数（累計）

月間維持管理台数 計

維持管理　事業収入（売上高）

維持管理　収入

小計

計

計

維持管理　事業利益（営業利益）

事業収支（累計）

変動費

コスト①

計

粗利益

固定費

コスト②

計

浄化槽利用人数計

人員数 人員計
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SUMMARY 

1 Survey Objective 

In recent years, public water pollution has been accelerating in Yangon as a result of rapid population 

growth and expansion of economic activities. Even though YCDC (Yangon City Development 

Committee) has been tackling the implementation of Master Plan on water and sewage management 

with the support from JICA, quick appearance of investment effect cannot be expected since the 

installation and operation of conventional sewerage system requires long period of time and huge cost. 

Based on such backdrop, the survey team proposes the local production of Japanese unique sewage 

treatment system “JOHKASOU” and its installation for the purpose of improving water environment. 

This survey also covers the study on establishment of Operation and Maintenance (O&M) system for 
JOHKASOU including the nurturing engineers who have O&M skills. 

2 Feature of JOHKASOU 

JOHKASOU, as shown in Fig.1, treats wastewater consisting of human waste, water from kitchen, 

bath, washing by activating the bacteria which discomposes pollutants. As a feature of JOHKASOU it 

can be said that the initial investment cost is smaller and period for installation is shorter compared to 

the conventional sewerage system. In order to keep JOHKASOU’s treatment effect at maximum level, 

O&M is critically important. Therefore this survey focuses on the establishment of O&M system and 
its business promotion. 

Anaerobic 

filter bed

Anaerobic 

filter bed

Influent

EffluentScum

Sludge

Contact 

aeration 

tank

Settling

tank

Blower

  

Source: JICA Survey Team and YCDC 

Fig.1 Schematic Diagram and Photo of JOHKASOU 

3 Effects of Dissemination of JOHKASOU System 

The followings are effects of dissemination of JOHKASOU system. 

1) Support for establishment of O&M system and providing practical skills for JOHKASOU 
management 

2) Wastewater treatment by utilization of JOHKASOU as appropriate technology for Myanmar 
3) Improvement of water quality of public water bodies 
4) Enhancement of public awareness for environmental improvement 

4 Basic Approach 

Basic approach of the Survey is enumerated as follows. 

A. Study on the possibility of dissemination of JOHKASOU system considering the issues and 
strategies related to wastewater management in Myanmar and Yangon 

Issues, needs and strategies related to wastewater management especially in Yangon, are confirmed 

through interview survey, supplemental water quality monitoring survey and site reconnaissance at the 
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sites. Then, methodologies for dissemination of JOHKASOU system are proposed to improve 
environmental and sanitary condition, as well as living conditions of the people. 

B. Study on formulation of Business Plan and the risks to disseminate O&M system of JOHKASOU 

As mentioned before, Daigo Sangyo has been engaging O&M of JOHKASOU, not fabricating 

JOHKASOU. Business plan is therefore formulated considering collaboration with the companies 

fabricating JOHKASOU in Myanmar. 

C. Study on the methodologies of Pilot Project for demonstrating installation and operation of  
JOHKASOU 

Before disseminating the O&M business of JOHKASOU, a Pilot Project will be implemented to verify 

the effectiveness in wastewater treatment and feasibility of dissemination. In the Survey, 
methodologies and several candidate sites for the Pilot Project are studied. 

5 Survey Schedule 

The Survey was conducted following schedule (Table 1) of (i) 1
st
 Domestic Work, (ii) 1

st
 Field Work, 

(iii) 2
nd

 Domestic Work, (iv) 2
nd

 Field Work and (v) Preparation of Final Report.  

Table 1 Schedule and Contents of the Survey 

Period Contents 

1st Domestic Work 

 

・ Data collection on social and economic conditions in Myanmar and Yangon 

・ Data collection on the Japan’s and other donors’ development assistance in Yangon in the field of 

wastewater management 

・ Review on relevant plans and projects of wastewater management, and preliminary study on the 

selection of locations suitable for installation of JOHKASOU 

・ Arrangement of questionnaire 

1st Field Work 

 

・ Survey on the present condition of strategy of wastewater management, legal and institutional 

framework and support system necessary for disseminating JOHKASOU system in Yangon 

・ Presentation on the technology of JOHKASOU and necessity of O&M to the candidate counterpart 

for formulation of ODA project (Yangon City Development Committee). 

・ Selection of candidate sites suitable for installation of JOHKASOU 

・ Water quality monitoring in the sites for installation of JOHKASOU and public water bodies 

around the sites 

・ Interview survey on the present condition of water quality and willingness-to-pay in and around the 

candidate sites for installation of JOHKASOU 

・ Consultations with the candidate of business partners (Waminn) on the collaboration 

・ Market research (cost, market size, needs and so on) 

・ Preparation of social and environmental check lists 

2nd Domestic Work 

 

・ Study on the possibility of localization of JOHKASOU fabrications as well as O&M activities in 

the collaboration with the business partners in Myanmar 

・ Study on the business plan 

・ Study on the formulation of ODA projects (including Pilot Survey for Disseminating SME's 

Technologies under JICA Scheme) 

2nd Field Survey 

 

・ Consultations with the candidate counter parts to formulate ODA projects 

・ Consultations with the business partners about the collaboration in the JOHKASOU business in 

Myanmar 

・ Study on sludge disposal system appropriate for Yangon 

Preparation of 

Final Report 

・ Proposal on ODA project in the next phase 

・ Business plan for the dissemination of JOHKASOU and appropriate O&M works of JOHKASOU 

Source: JICA Survey Team 

 

6 Survey Result 

Survey in Yangon City revealed the following facts. 

• Effluent criteria are not yet established in Yangon. YCDC however oblige developers to install 

JOHKASOU or equivalent in high-rise buildings on the stage of construction permit.  
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• In Yangon, JOHKASOUs has been installed especially in restaurants along Kandawgyi Lake 

and public facilities such as public parks. 

• Survey results reveals that the JOHKASOUs installed are not properly functional. Water 

monitoring conducted in the Survey reveals the condition. This condition is deemed to arise 

from the fact that the O&M know-how is not disseminated in Yangon, the technical level of 

the O&M service is premature, and number of engineers of JOHKASOU O&M is not enough.   

• It is difficult to distinguish malfunction due to defects of design from malfunction due to lack 

of appropriate O&M for JOHKASOU.  

• Some private companies such as Waminn have started fabrication and sales of JOHKASOU.  

• Most effective way to disseminate JOHKASOU system is to sell them to ordinary households. 

Therefore, further study is required on alternatives for disseminating JOHKASOU to those 

households of: (i) integration of expense for JOHKASOU installation in housing loan, (ii) 
application of microfinance and (iii) subsidy system established by YCDC. 

7 Formulation of ODA Projects 

Based on the Survey results in Yangon, three ODA (Official Development Assistance) was proposed, 

as shown in the following table.  

Table 2 Proposed ODA Projects  

Name Scheme C/P Period Activities and Outputs 

Verification 

Survey with the 

Private Sector for 

Disseminating 

Japanese 

Technologies 

Feasibility 

Study with the 

Private Sector 

for Utilizing 

Japanese 

Technologies 

in ODA 

Projects  

Department of 

Engineering 

(Water and 

Sanitation), 

YCDC 

2 

years 

� Installation of JOHKASOU (2 to 3 locations) 

� Establishment of O&M framework for JOHKASOU 

in YCDC 

� On-the-Job Training for O&M of JOHKASOU 

(lectures in the class room and field training) 

� Formulation of guideline for JOHKASOU (Design 

Standard/Supervision/O&M) 

� Formulation of ledger and O&M plan for 

JOHKASOU  

� Assistance for outsourcing of O&M activities 

Technical 

Assistance for 

Formulation of 

Laws and 

Ordinances for 

Dissemination of 

JOHKASOU in 

Yangon City  

Technical 

Cooperation 

Project 

Department of 

Engineering 

(Water and 

Sanitation), 

YCDC 

3 

years 

� Cultivation of engineers for JOHKASOU O&M 

- Acquisition of knowledge of JOHKASOU 

- Cultivation of engineers who can handle troubles 

and malfunction of JOHKASOU 

・ Assistance for activities of environmental education 

and enhancement of public awareness in YCDC 

・ Institutional design of dissemination of JOHKASOU 

- Establishment of effluent standard 

- Establishment of ledgers for JOHKASOU 

- Proposal on qualification system for JOHKASOU 

engineers 

- Establishment of subsidy system 

Project for 

Construction of 

Sludge Treatment 

and Re-use Plant 

in Yangon City 

Grant Aid/Yen 

Loan Project 

Department of 

Engineering 

(Water and 

Sanitation), and 

Department of 

Motor Transport 

and Workshop,   

YCDC 

3 

years 

� Planning, designing and construction of sludge 

treatment and re-use plant 

� Capacity development for engineers to operate and 

maintain sludge treatment plant through On-the-Job 

Training 

Source: JICA Survey Team 
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8 Promotion of JOHKASOU Business 

A business promotion plan for installation and O&M of JOHKASOU is scheduled in three phases as 

listed below. The promotion plan is implemented in parallel with the ODA projects mentioned in the 

previous chapter with the ultimate objective of disseminating JOHKASOU to Yangon, entire 

Myanmar and the neighbouring countries. Whole picture of the promotion plan is shown in Fig. 2 and 

the schedule is shown in Fig.3. 

� Phase 1: Preparation and Establishment of Platform for the JOHKASOU Business  

(from 4
th

 Quarter of 2015 to Fiscal Year of 2017 (about 2 years)  

� Phase 2: Promotion of the JOHKASOU Business (from 4
th

 Quarter)  

� Phase 3: Expansion of the JOHKASOU Business (from Fiscal Year of 2020) 

 

Fig.2 Whole Picture of Promotion of JOHKASOU Business 

 

 

 

Preparation and Establishment of Platform for the JOHKASOU 
Business 

PHASE 1 

Promotion of the JOHKASOU Business PHASE 2 

1. Establishment of Platform for the JOHKASOU Business 

・ Establishment of guideline for JOHKASOU 

(Guideline for installation, design standard and O&M) 

・ Establishment of effluent standard 

・ Enhancement of public awareness of environmental pollution 

2. Cultivation of JOHKASOU engineers 

・ Cultivation of engineers (by education, seminar and training program in Japan) 

・ On-the-Job training for installation to O&M with PDCA cycle 

・ Preparation of TOR for outsourcing of O&M activities 

<<Business>> 

・ Sales and installation of JOHKASOU 

・ O&M of JOHKASOU 

・ Cultivation of JOHKASOU engineers 

 (Support of qualification system for JOHKASOU engineers) 

・ Enhancement of public awareness of environmental pollution 

in collaboration with public sector 

 

PHASE 3 Expansion of the JOHKASOU Business 

<<Business>> 

・ Construction of sludge treatment plant 

・ Desludging of sludge 

・ Monitoring and analysis of water environment 

・ Dissemination of JOHKASOU to the neighboring countries 

* ODA projects 

Establishment of  

Joint Venture 

From end of 2015 

To end of 2017 

(About 2 years) 

From 2018 

From 2020 
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YCDC DAIGO
Japan's

Local

Government

Japanese

Expert

Waminn

(*2)

JV

Company
2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

Submission of Proposal ○ April

Qualified June

Minutes of Agreement YCDC, JICA and DAIGO ○ ○ →3 - 4 month（YCDC - Nay Pyi Taw）

Quatation after signing of MOA

Order
（JOHKASOU, Work）

2 or 3 locations ○ ○ ○ 2-3 month after ordering

JOHKASOU O&M Lecture & Training ○ ○ △ Start daily O&M works

Seminar ○ ○ ○ ○ △

Japan Visit ○ ○ ○ ○ △

JOHKASOU Capacity

Designing
○ ○ ○ ○

JOHKASOU Installation ○ ○ ○ ○

JOHKASOU O&M ○ ○ ○ ○

Outsourcing support of JOHKASOU

O&M works

Specification

Document
○ ○ ○ ○

Capacity Development on

JOHKASOU Management
Lecture & Training ○ ○ ○ △ →3 years

To citizens ○ ○ ○ ○ △ →2 years

Introduction into

School Education
○ ○ ○ ○ △ →2 years

Waste Water Standard ○ ○ ○ ○ →2 years

JOHKASOU ○ ○ ○ ○ →2 years

O & M ○ ○ ○ ○ →2 years

Proposition of

Qualification System of

JOHKASOU Operator

○ ○ ○ ○

Possibility Exploration

of Subsidy System
○ ○ ○ System Start

Grant or Loan

Sludge Disporsal

Facility

Sludge Disposal, Composting and

Reuse
○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ Preparation → Establishment

○ ○

○

○ ○ →

○ →

○ →

○ Preparation → Operation

○

(*1) Guidelines with business development in mind

(*2) Participae in the proposed ODA project as a member of JV

Management Support on JOHKASOU Operator Qualification System

JOHKASOU Release expected under the Ordinance

New entry of JOHKASOU Manufacturer

Seminar on JOHKASOU Popularization and O&M

JOHKASOU Release expected under the Guidelines

JOHKASOU O&M Business Start

Business Developping

ODA

Technical Assisatnce

for JOHKASOU

Popularization and

Ordinance

Development
Legal System (Ordinance)

Development

Environmental Education

Implemenatation of Environmental Education

Considering of Specific Collaboration Item

Singing of JV Agreement

Establishment of Joint Venture

Discussion on Myanmar made JOHKASOU

JOHKASOU Understanding

Developing Guidelines (*1)

JOHKASOU

Pilot

Project

&

Capacity

Development

Advanced Preparation

JOHKASOU Installation

Role
Time Line

2016 2017 2018

2019

or later

2015

Fig. 3 Schedule of Promotion Plan for JOHKASOU Business 
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9 Environmental and Social Consideration 

Negative social and environmental impacts are negligible, considering that the objectives of projects 

proposed in the Survey are to install JOHKASOU to public space and premises in ordinary households 

and to sustainably operate and maintain them. Voluntary and involuntary resettlements are not 
anticipated in the course of the projects.  
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Schematic Diagram of the Survey 

Improvement of water quality by installing JOHKASOU and operating them with appropriate O&M know-how

� Improvement of environmental and living conditions of people (prevention of infectious disease and offensive 

odor)

� Prevention of environmental pollution

� Enhancement of government’s and public awareness of water quality and environment

Proposed ODA Projects and Expected ImpactProposed ODA Projects and Expected Impact

� Name of SME：Daigo Sangyo Corp.

� Location of SME：Kusatsu City, Shiga Pref., Japan

� Survey Site/Counterpart Organization：Yangon City/Yangon City Development 

Committee

SMEs and Counterpart OrganizationSMEs and Counterpart Organization
� Name of SME：Daigo Sangyo Corp.

� Location of SME：Kusatsu City, Shiga Pref., Japan

� Survey Site/Counterpart Organization：Yangon City/Yangon City Development 

Committee

SMEs and Counterpart OrganizationSMEs and Counterpart Organization

� Know-how of Operation and Maintenance (O&M) 

of JOHKASOU, which is one of the Japanese 

wastewater treatment technologies meeting most 

strict water quality standard and contributing 

improvement of water environment of Lake 

Biwako

� Rapid economic growth and insufficient 

infrastructures

� Environmental pollution of public water bodies 

due to wastewater

� Deterioration of environmental and living 

conditions

Concerned Development  IssuesConcerned Development  Issues Products and Technologies of SMEsProducts and Technologies of SMEs

� Know-how of Operation and Maintenance (O&M) 

of JOHKASOU, which is one of the Japanese 

wastewater treatment technologies meeting most 

strict water quality standard and contributing 

improvement of water environment of Lake 

Biwako

� Rapid economic growth and insufficient 

infrastructures

� Environmental pollution of public water bodies 

due to wastewater

� Deterioration of environmental and living 

conditions

Concerned Development  IssuesConcerned Development  Issues Products and Technologies of SMEsProducts and Technologies of SMEs

Picture

JOHKASOU
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